
審査意見への対応を記載した書類（6月） 

 

（目次）理工学部 生物科学科 

【教育課程等】 

１．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料７-１ 理工学部生物科学科の養成人

材像及び３つのポリシーの対応」において、本学科の養成する人材像に掲げる「『食』、『資

源』、『環境』に関わる諸問題を解決」を踏まえ、DP３「『食』『資源』『環境』に関する科

学的データや情報を調査収集し、それらを的確に解釈・分析することで、課題解決や新た

な価値の創造に向けて論理的に思考・判断することができる。」ことを設定していること

が示されている。一方、同書類の「資料８—１ 理工学部生物科学科カリキュラムマップ」

を確認すると、DP３の達成のために重要な科目が示されているが、これらの科目を確認す

る限り、「食」や「環境」に関する諸課題を的確に把握するために必要と考えられる「食

糧経済」や「食品流通論」、「環境経済」を学ぶ科目が見受けられず、本学科の養成する人

材像に掲げる「『食』や『環境』に関する諸問題を解決」する人材を養成できるのか疑義

がある。このため、本学科の教育課程が養成する人材像を踏まえて適切に編成されている

ことについて、その妥当性を明確かつ具体的に説明するか、必要に応じて適切に改めるこ

と。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

 

２．本学科では履修上の区分として「理論追究：生物科学コース」と「実践展開：食・環

境開発コース」を設け、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の p.31 において両コー

スは「３年次前期からコースに分かれ、専門性を高める」ことや、両コースそれぞれにお

いて必修となる科目を説明しているが、「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料

９－１ 理工学部生物科学科カリキュラムツリー」を確認すると、３年次前期以降に配置

されている両コースに対応した科目は７～８科目と少数であることに加えて、両コース

に対応した各科目間のつながりも不明確で体系性がないように見受けられることから、

どのようにして「専門性を高める」のか判然としない。このため、「専門性を高める」こ

との具体的な趣旨を明確に説明し、当該趣旨に照らして教育課程が適切に編成されてい

ることについて具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。（是正事

項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・8 

 

３．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学者

選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学生を積

極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３) 多様な学生の受入れ、理工系人材育成の

ための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、数学・理科・情

報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、プレースメントテス

トを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学修支援を行う。」と説明し
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ているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育の内容が不明確であること

から、本学科の教育課程を履修する学生がどのような知識・能力を有していることを前提

としているのか判然とせず、履修する学生の知識・能力を踏まえ、本学科の教育課程が適

切に編成されているとは判断することができない。このため、関連する審査意見への対応

を踏まえつつ、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育の内容を明らかにし、当

該教育内容と本学科の教育課程の対応関係を示すことにより、入学前教育により補完さ

れる知識・能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成されていることを明確かつ具体

的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。【学部共通】（是正事項）・・30 

 

４．授業科目「基礎生物学」及び「基礎化学」は選択科目であるが、両科目は本学科の教

育課程を履修する上で必要となる生物学や化学の基礎的な知識を教授する内容であり、

シラバスでも「専門科目の学修につなげるための十分な礎をつくる。」と説明しているこ

とを踏まえると、教育課程を体系的に履修するためには履修が必須の科目であるように

見受けられることから、教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。

このため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、両科目を履修せずとも教育課程を体

系的に履修することが可能であることについて明確かつ具体的に説明するとともに、必

要に応じて適切に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 

 

５．授業科目「卒業論文」について、シラバスにおいて「授業としては開講せずに、『卒業

研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ』と連携した研究指導・論文作成指導として、担当教員が個別の学生に対

し、随時指導を行う」授業計画であることが説明されているが、卒業論文を執筆するに当

たっての研究指導や論文作成指導は、授業科目「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ」でも行う計画であ

り、学修内容が重複しているように見受けられることから、大学設置基準第 21条第２項

における「1 単位の授業科目を 45 時間の学修を必要とする内容をもって構成する」規定

や、同条第３項における「卒業論文…の授業科目については、これらの学修の成果を評価

して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮し

て、単位数を定めることができる」規定を適切に満たしているか疑義がある。このため、

授業科目「卒業論文」と「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ」の科目内容の違いや授与する単位数の妥

当性について明確かつ具体的に説明することにより、大学設置基準第 21 条第２項及び同

条第３項の規定を適切に満たしていることについて明確にすること。また、必要に応じて

適切に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・49 

 

【入学者選抜】 

６．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・基

準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出を求め

ることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否かを評価・判定
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の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にどの科目をどこまで

学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総合型選抜や一般選抜、大

学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要が

ないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求められる知識を適切に評価・判定で

きる入学者選抜になっているのか疑義がある。このため、全ての入試制度で求めている

「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこまで学習していることを求めて

いるのか、学科ごとに明確に説明するとともに、総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テ

スト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないこと

の妥当性について、各学科の教育課程や関連する審査意見への対応を踏まえ、具体的に説

明することにより、本学部の入学者選抜が教育課程の履修に必要な知識を適切に評価・判

定するものであることを明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。【学部

共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・51 

 

 

（口頭伝達事項） 

7．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-1 理工学部 生物科学科の養成人材

像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプロ

マ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。ま

た、AP8 と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

1. 「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料７-１ 理工学部生物科学科の養成

人材像及び３つのポリシーの対応」において、本学科の養成する人材像に掲げる

「『食』、『資源』、『環境』に関わる諸問題を解決」を踏まえ、DP３「『食』『資源』『環

境』に関する科学的データや情報を調査収集し、それらを的確に解釈・分析すること

で、課題解決や新たな価値の創造に向けて論理的に思考・判断することができる。」

ことを設定していることが示されている。一方、同書類の「資料８—１ 理工学部生物

科学科カリキュラムマップ」を確認すると、DP３の達成のために重要な科目が示され

ているが、これらの科目を確認する限り、「食」や「環境」に関する諸課題を的確に

把握するために必要と考えられる「食糧経済」や「食品流通論」、「環境経済」を学ぶ

科目が見受けられず、本学科の養成する人材像に掲げる「『食』や『環境』に関する

諸問題を解決」する人材を養成できるのか疑義がある。このため、本学科の教育課程

が養成する人材像を踏まえて適切に編成されていることについて、その妥当性を明

確かつ具体的に説明するか、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

審査意見及び本学科の養成する人材像やディプロマ・ポリシーを踏まえて教育課程の編

成を検討した結果、「食」や「環境」に関する諸課題を的確に把握するために必要と考えら

れる「食糧経済」や「食品流通論」、「環境経済」を学ぶ科目「食と環境の経済学」を専門教

育科目『基礎科目』に追加する。本科目は、DP３「『食』『資源』『環境』に関する科学的デー

タや情報を調査収集し、それらを的確に解釈・分析することで、課題解決や新たな価値の創

造に向けて論理的に思考・判断することができる。」を達成するために重要な主要授業科目

として位置づけ、2年次後期に必修科目として追加する。その概要は次の通りである。 

 

（追加する科目の概要） 

科目名：「食と環境の経済学」 

担当者：塩田誠（博士（農芸化学））、星田剛（経営学修士）、大澤俊一（博士（経済学）） 

科目区分：専門教育科目『基礎科目』 

配当年次：2年後期 

授業形態：講義 

単位・時間数：2単位（主要授業科目・必修科目）・30時間 

授業の概要：  

「食」や「環境」に関する諸課題を的確に把握するためには、生物学の社会的・実用的な

重要性を認識することに加え、食糧の生産から消費に至るまでの経済的側面、食品が生産

地から消費者に届くまでの流通過程、環境税や排出権取引などの政策および経済的手法

を理解することが不可欠である。本講義では、「食」や「環境」と生物学の関係性、食糧
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経済、食品流通論、環境政策および経済的手法について学び、現代の食や環境に関する諸

課題を俯瞰的に学ぶ。加えて、ケーススタディと実践例の紹介を通じて理解を深める。 

（オムニバス方式／全 15回） 

（③塩田誠／2回） 

食と環境の現代的課題と生物学の役割、食品加工と食品流通 

（⑯星田剛／8回） 

食糧経済の基礎、食糧政策、食糧供給チェーン、食品流通論、サプライチェーン管理、

食品マーケティング、ケーススタディと実践例の紹介 

（⑮大澤俊一／4回） 

環境税と排出権取引、リサイクルと廃棄物管理、環境政策と経済ツール、ケーススタ

ディと実践例の紹介 

（③塩田誠・⑯星田剛・⑮大澤俊一／1回）（共同） 

総括 

 

本科目は基幹教員 1名（塩田誠教授③）、兼担教員 2名（星田剛教授⑯、大澤俊一教授⑮）

の計 3名によるオムニバス形式で行う。塩田誠教授③は、食品科学や食品加工、持続可能性

を専門としており、理工学部の開設に合わせて 2025 年 4 月に生物科学科の基幹教員として

着任予定で、これまで長年にわたり雪印メグミルク株式会社にて研究開発・製品開発に携わ

ってきた実績を有する。本科目においては、主に生物学の社会的・実用的な重要性、食品加

工等について担当し、本科目の責任者となり生物科学科の基幹教員として他の兼担教員と

連携しディプロマ・ポリシー及び本科目における目標達成に向けて、授業内容の適切性を担

保する。本科目で扱う「食糧経済」や「食品流通論」を担当する星田剛教授⑯は、食品マー

ケティングや流通の国際化、サービス学などを専門としており、現代ビジネス学部において

「サービスマーケティング論」や共通教育科目「現代のビジネスＢ（副題：流通―ものが動

くということ）」など、本科目と類似する内容を教授した実績を有する。また、「環境経済」

を担当する大澤俊一教授⑮は、環境問題や環境政策などを専門としており、現代ビジネス学

部において「環境経済学」「公共経済学」など、本科目と類似する内容を教授した実績を有

する。よって、3名とも当該科目を担当するに十分な実績及び能力を有すると考える。 

以上の対応により、不足していた「食糧経済」や「食品流通論」、「環境経済」を学ぶ科目

が補完され、本学科の養成する人材像及びディプロマ・ポリシーを踏まえた教育課程が適切

に編成されると考える。 
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（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 12ページ） 

新 旧 

食と環境の経済学 

配当年次       2 後 

主要授業科目      ○ 

単位数     必修 2単位 

授業形態       講義 

基幹教員等の配置 

 教授        1 名 

基幹教員以外の教員 2名 

備考 

 オムニバス・共同 

 

（追加） 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料） 

別添 1 新【資料 8-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムマップ」 

 別添 2 旧【資料 8-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムマップ」 

 

（新旧対照表）シラバス 

別添 3 新「食と環境の経済学」 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

2. 本学科では履修上の区分として「理論追究：生物科学コース」と「実践展開：食・環境開発コース」

を設け、「設置の趣旨等を記載した書類（本文）」の p.31 において両コースは「３年次前期からコ

ースに分かれ、専門性を高める」ことや、両コースそれぞれにおいて必修となる科目を説明してい

るが、「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料９－１ 理工学部生物科学科カリキュラム

ツリー」を確認すると、３年次前期以降に配置されている両コースに対応した科目は７～８科目と

少数であることに加えて、両コースに対応した各科目間のつながりも不明確で体系性がないよう

に見受けられることから、どのようにして「専門性を高める」のか判然としない。このため、「専

門性を高める」ことの具体的な趣旨を明確に説明し、当該趣旨に照らして教育課程が適切に編成さ

れていることについて具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

審査意見及び本学科の養成する人材像やディプロマ・ポリシーを踏まえ、3年次前期以降「理論追究：

生物科学コース」と「実践展開：食・環境開発コース」に分化した後の学修と身に付ける専門性について

再考した結果、当該分野における知識修得から応用力、課題探究力醸成に向かうための科目群としての体

系とそれら科目間の繋がりをより強化することが重要との結論に至った。 

そのため、専門教育科目『展開科目』において応用力、課題探究力醸成のための演習科目（コース選択

必修科目）を計 5 科目（「生物科学コース」に「生理学演習」「微生物工学演習」「生物資源工学演習」、

「食・環境開発コース」に「園芸科学演習」「発酵・醸造学演習」）を追加する。また、追加する演習科目

の履修要件に対応した履修順序にするため、一部の科目について配当年次を変更する。さらに、追加する

演習科目を核とする学びの高度化を図るためコース必修要件の単位数を増やす。 

 

まず、本学科における養成人材像及び卒業時までに身に付ける専門性と、その専門性を高めるための具

体的内容を含む全体像を図 2-１で示したのち、各項目に沿ってその内容を詳述する。 
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【養成する人材像】 

本学科では養成する人材像を『植物を中心に、分子・細胞から生態系に至るまで、幅広い階層で生物の

進化や多様性の本質を学び、「食」「資源」「環境」に関わる諸問題を解決し、持続可能な社会構築に寄与

する使命感を持った人材を養成する。』と定めている。専門教育科目の『基礎科目』『実験実習科目』『基

幹科目』『展開科目』は、①生物・化学基礎分野、②分子生物学・遺伝子学分野、③植物育種学・花卉園

芸科学分野、④応用生物学・生物生態学分野、⑤環境科学分野、⑥応用微生物学・遺伝子工学分野、⑦食

品機能・食品化学分野の計 7分野で構成される。学生はこれら多様な分野から科目を履修することで、幅

広い階層で生物・生命の本質を学び、その応用として「食」「資源」「環境」に関わる諸問題に向き合うこ

とができるようにしている。学科の養成する人材像に照らして必要な能力を修得する上で、特に重要視す

る科目は必修科目とし、それらの必修科目を主要授業科目として設定している。ディプロマ・ポリシー及

びカリキュラム・ポリシーと各科目との対応は、「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の【資料 8-1】

「理工学部 生物科学科カリキュラムマップ」に示す通りであり、卒業要件を満たすように学修を進める

ことで、各 DPに対応する重要な科目の単位を修得できるようにしている。 

 

【卒業時までに身に付ける専門性】 

1. 1・2 年次の学び 

(1) 基礎知識及び基礎技能の修得 

本学科では 1・2年次に多くの科目が開講される専門教育科目『基礎科目』により、生物科学科の学び

の基盤となる生化学や分子生物学を中心とした生物学及び化学の基礎知識を学ぶ。さらに、専門教育科目

『実験実習科目』に配置された主要授業科目を中心に、科学的研究で必要とされる実験手法や分析技術の

基本を身に付ける。これらの科目群は、本学科における基礎知識の学修あるいは生物学の社会的な役割・

有用性等を学ぶ内容であることから、①生物・化学基礎分野、②分子生物学・遺伝子学分野を中心に構成

し、多くの主要授業科目（必修科目）を配置している。 

(2) 応用分野に繋がる幅広い知識の修得 

専門教育科目『基幹科目』では、『基礎科目』で学修した基礎知識をもとに応用分野に繋がる知識を身

に付けることを目的として、選択科目も含め幅広い分野から科目を履修することができる。「設置の趣旨

等を記載した書類（資料）」の【資料 9-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムツリー」に示す通り、2

年次後期までの『基礎科目』『実験実習科目』『基幹科目』に、①生物・化学基礎分野、②分子生物学・遺

伝子学分野、③植物育種学・花卉園芸科学分野、④応用生物学・生物生態学分野、⑤環境科学分野、⑥応

用微生物学・遺伝子工学分野、⑦食品機能・食品化学分野の計 7分野から、選択科目も含め多様な科目を

配置している。 

こうした 1・2 年での学修によって、3 年次以降に「生物科学コース」と「食・環境開発コース」どち

らのコースを選択しても、専門性を高める上で必要となる生物学の基礎知識や応用分野に繋がる知識、科

学的データを的確に解釈・分析する基礎技能を修得することができる。 

 

2. コース分化後（3・4年次）での学び 

(1) 身に付ける専門性 

3 年次からは学生の興味関心に合わせて、生物学の基礎研究や理論的な側面に興味を持つ学生を主な対

象とする「生物科学コース」と、理論から実践への応用に焦点をあて、持続可能な食品生産や環境・資源

管理に興味を持つ学生を主な対象とする「食・環境開発コース」の 2 コースに分かれる。コース選択後
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は、主に専門教育科目『展開科目』に配置する科目を履修することで、学生は 2年次後期までに修得した

基礎知識・技能をもとに、各コース該当分野を中心として専門知識を積み上げ、「知識」の専門性を高め

る。あわせて、具体的な研究事例や社会での応用事例などを学修する課程で、それら知識をどのように運

用・検証するか、結果をどのように考察するかを学ぶ。これにより、課題探究の方法や自分なりの視点を

身に付けることができ、「課題探究力」の専門性を高めることができる。 

(2)「知識」の専門性 

「知識」の専門性に関しては、「生物科学コース」では、生物学の基本原理を理解し、根源を探究する

上で必要な知識の高度化を図るため、「食・環境開発コース」では、主に生物由来（特に植物）の商品開

発(加工)、消費・流通、環境等の側面に焦点をあてた知識の高度化を図るため、専門教育科目『展開科目』

にコース必修科目を配置し、それらの科目と関連の深い分野から複数の科目を履修することとしている。 

(3)「課題探究力」の専門性 

「課題探究力」の専門性に関しては、当該分野における知識修得から応用力、課題探究力醸成に向かう

ための科目群が不足していることが、今回の審査意見を踏まえて教育課程を見直し明らかとなった。そこ

で、4年前期にコース選択必修科目として演習科目 5科目（「生物科学コース」に「生理学演習」「微生物

工学演習」「生物資源工学演習」、「食・環境開発コース」に「園芸科学演習」「発酵・醸造学演習」）を追

加し、あわせて科目順序やコース必修要件を見直すこととした。その具体的内容については、次頁以降に

全体像を図２－２・図２－３で示し詳述する。 

追加科目を全て演習科目とする理由は、具体的な事例学修を通して、講義科目で得た知識や理論を実践

的に応用する機会を増やすためである。これにより、「生物科学コース」では具体的な研究事例、応用事

例、最新の研究成果などを学び、課題設定、実験・発見のプロセスを理解することで知識の運用方法、仮

説検証手法を考察する力を高めることができる。「食・環境開発コース」では、産業応用事例や技術及び

それらの改善プロセスを学ぶことで、生物学の知識を社会で応用する上で必要な知識・知見を学び、理解

を深めることができるように改善される。さらに、グループワークやディスカッション等により他者と意

思疎通を図ることで専門知識を共有し、異なる視点も取り入れることにより、独自の視点を磨き、問題解

決の幅が広がる。なお、『展開科目』に配置する科目はコース間での履修や分野選択を制限するものでは

なく、複数学年を対象に合同開講としている科目も含め、学生が探究心を持って自由に学べるよう学年や

分野・コースを越えて履修できるようにしている。また、『実験実習科目』にも各コース該当分野と関連

する科目を配置し、学生が実験手法や分析技術について学修できるように配慮している。 

(4)修得した知識・技能を統合する課題解決能力の向上 

『展開科目』での学びと並行し、学生は専攻分属した研究室で担当教員の指導のもとに「専門演習Ⅰ・

Ⅱ」を通して同じ研究室の学生と学術論文を読解することで、研究する技能と協働する力を養う。そし

て、個々の研究テーマに応じた卒業研究を実施し卒業論文の完成を目指す「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」に取り

組み、4年間の学びの集大成としての研究を結実させる。その研究過程では、修得した知識・技能を統合

し、課題の本質を理解する思考力や、課題解決のための方法論・表現力を身に付け、あわせて自ら目標を

設定し達成に向け計画立案・実行する力を身に付ける。 

 

以上が、本学科において卒業時までに身に付ける専門性とそれを実現する学びに対する考え方である。 

次頁以降では、追加する演習科目の詳細や各コースにおける対応について説明する。まず、コース分化

後のカリキュラムを図２－２・図２－３で示し、変更点を詳述する。 
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図２-２「生物科学コース」における変更点と修得する専門性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

【修得する専門性】 

■「知識」の専門性 

➡『展開科目』から複数科目を履修することで、生物学の基本原理を理解し、根源を探究する上で必要な知識の 

高度化を図る。 

■「課題探究力」の専門性 

➡『展開科目』に追加する演習科目を通し、具体的な研究事例、応用事例、最新の研究成果などを学び、 

課題設定、実験・発見のプロセスを理解することで知識の運用方法、仮説検証手法を考察する力を養う。 

あわせてグループワークやディスカッション等を通して独自の視点を磨き、応用力を養う。 

すなわち、講義科目で得た知識を統合し、応用実践する力を高める。 

 

 

 

 

 

■修得した知識・技能を統合する「課題解決能力」の向上 

➡「専門演習Ⅰ・Ⅱ」を通して同じ研究室の学生と学術論文を読解し、研究する技能と協働する力を養う。 

➡「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」に取り組み、学びの集大成としての研究を結実させる。 

研究過程では、課題の本質を理解する思考力や、課題解決のための方法論・表現力を身に付け、 

あわせて自ら目標を設定し達成に向け計画立案・実行する力を身に付ける。 
 
   以上の「知識」「課題探究力」の専門性及び「課題解決能力」を向上させることにより、養成人材像の実現を目指す。 
 

【養成人材像】 

 

 

専門教育科目 凡例 専門教育科目 凡例（分野）

生物科学コース必修科目 生物・化学基礎

分子生物学・遺伝子学

生物科学コース選択必修科目 植物育種学・花卉園芸科学

応用生物学・生物生態学

複数学年で開講する科目 環境科学

応用微生物学・遺伝子工学

食品機能・食品化学

「生理学演習」の履修要件：「植物生理学」「動物生理学」の単位修得

「微生物工学演習」の履修要件：「遺伝子工学」「微生物利用学」の単位修得

「生物資源工学演習」の履修要件：「生物資源工学」の単位修得

コース選択必修科目（1科目1単位以上を履修）を追加し、履修要件を設定する

専門演習Ⅰ 専門演習Ⅱ

卒業研究Ⅰ 卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅲ

 専門演習・卒業研究

前期 後期 前期 後期

3年次 4年次

前期 後期 前期 後期

植物生理学 バイオインフォマティクス 植物生理学 バイオインフォマティクス

動物生理学 植物免疫学 動物生理学 植物免疫学

遺伝子工学 微生物利用学 微生物利用学

生物資源工学 生物資源工学

植物生理学 動物生理学 生理学演習 動物生理学

遺伝子工学 微生物利用学 微生物工学演習 微生物利用学

生物資源工学 生物資源工学演習

バイオインフォマティクス 植物生理学 バイオインフォマティクス

植物免疫学 生物資源工学 植物免疫学

3年次 4年次

 展開科目

【理論追究】

 展開科目

【理論追究】
旧

新

－審査意見（6月）（本文）－12－



「生物科学コース」では、生物学の基本原理を理解し、根源を探究する上で必要な知識の高度化を図る

ため、専門教育科目『展開科目』から「植物生理学」「遺伝子工学」「生物資源工学」といったコース必修

科目を履修し、加えてこれらの科目と関連の深い分野である応用生物学・生物生態学分野、応用微生物

学・遺伝子工学分野を中心に「動物生理学」「微生物利用学」「植物免疫学」「バイオインフォマティクス」

など複数の選択科目から履修する。 

 

変更①「課題探究力」の専門性を修得するため、演習科目（コース選択必修科目）を追加し、履修要件を

設定する。 

コース必修科目と関連の深い分野の講義科目で得た知識を統合し、具体的な研究事例、応用事例、最新

の研究成果などを学び、課題設定、実験・発見のプロセスを理解することで知識の運用方法、仮説検証手

法を考察する力を高めるため、専門教育科目『展開科目』の科目区分『理論追究』に 4年前期の演習科目

として「生理学演習」「微生物工学演習」「生物資源工学演習」を追加する。これらの演習科目はコース選

択必修科目として、いずれか 1 科目以上の単位を修得するものとし、さらに各演習科目には次の通り履

修要件を設定する。 

「生理学演習」では、動物と植物の違いを比較しつつ、生命現象の基本原理や生体反応について具体的

な事例を用いて詳細に学修する。履修要件として、同じ応用生物学・生物生態学分野の講義科目「植物生

理学」「動物生理学」の単位修得を前提とする。続いて、「微生物工学演習」では、遺伝子工学と微生物工

学の融合技術を理解し、研究及び産業応用への基盤を築くことを目指す。履修要件として、同じ応用微生

物学・遺伝子工学分野の講義科目「遺伝子工学」「微生物利用学」の単位修得を前提とする。そして、「生

物資源工学演習」では、植物資源の分析手法、成分の抽出・分離技術及びその応用についての理解を深め

ることを目指す。履修要件として、同じ食品機能・食品化学分野の講義科目「生物資源工学」の単位修得

を前提とする。 
 

変更② 追加する演習科目（コース選択必修科目）の履修要件に対応した科目順序に変更する。 

 上述した演習科目(コース選択必修科目)の履修要件に配慮し、一部の講義科目の配当年次を変更する。 

・「動物生理学」  3・4 年前期→3・4年後期 に変更 

・「生物資源工学」 3・4 年後期→3・4年前期 に変更 

これにより、科目の分野、科目間の繋がりが明確となるとともに、学生は 3年前期でコース必修科目を

全て履修し、どの演習科目（コース選択必修科目）を選択するか検討した上で 3年後期以降の履修科目選

択を行うことができるようになる。なお、専門教育科目『展開科目』の科目区分『理論追究』には履修要

件の科目以外にも、生命科学分野で取得される膨大なデータを効率的に解析・活用するために用いられる

情報学的手法の原理と応用を学ぶ「バイオインフォマティクス」や、植物の免疫反応と共生反応の分子機

構、そして病原菌がこれらの応答を回避する仕組みを学ぶ「植物免疫学」など、生物学の理論的側面を掘

り下げるための選択科目を配置している。 
 

変更③ 追加する演習科目（コース選択必修科目）を核とする学びの高度化を図るため、専門教育科目『展

開科目』におけるコース必修要件の単位数を増やす（両コース共通）。 

「課題探究力」の専門性修得を念頭に、専門教育科目『展開科目』の科目区分『理論追究』におけるコ

ース必修要件を次の通り変更する。 

・旧： 6 単位以上 コース必修科目に指定する講義科目のみ 

・新：11 単位以上 コース必修科目に指定する講義科目に加えて、コース選択必修科目に指定する演習

科目 1 単位以上を修得し、展開科目「理論追究」区分から合計 11 単位以上を修得 
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追加する演習科目（コース選択必修科目）の概要は次の通りである。 

 

（追加する科目の概要 その１） 

科目名：「生理学演習」 

担当者：松浦達也（博士（医学））、長沼毅（理学博士）、武田征士（博士（生物学））、 

渡邊俊介（博士（理学））※共同 

科目区分・配当年次：専門教育科目『展開科目』（科目区分『理論追究』）・4年前期 

授業形態：演習 

単位・時間数：1単位（生物科学コース選択必修科目）・30時間 

授業の概要： 

この科目では、動物と植物における生命活動維持システムの理解を深める。まず、動物の生命現象の基

本的原理や生体反応について学び、細胞レベルから個体レベルまでの情報伝達と適応メカニズムを、

次に、植物のエネルギー代謝、呼吸、光合成、窒素同化、糖類の合成や転流といった生理的メカニズム

について、具体的な事例を用いて詳細に学修する。動物と植物の違いを比較しつつ、生命現象の基本原

理を深く理解し、生体反応の複雑さを学修する。 

 

（追加する科目の概要 その 2） 

科目名：「微生物工学演習」 

担当者：竹野健次（博士（工学））、村上千穂（博士（理学）） 

科目区分・配当年次：専門教育科目『展開科目』（科目区分『理論追究』）・4年前期 

授業形態：演習 

単位・時間数：1単位（生物科学コース選択必修科目）・30時間 

授業の概要： 

この科目では、遺伝子工学と微生物利用学の知識をもとに微生物工学の理論と応用を学修する。演習

を通じて、遺伝子組換え技術の基本原理や微生物による物質生産の方法について理解を深め、その利

用法についての具体的な事例を分析し、その応用方法を探る。これにより、遺伝子工学と微生物工学の

技術を理解し、研究及び産業応用への基盤を築くことを目指す。 

 

（追加する科目の概要 その 3） 

科目名：「生物資源工学演習」 

担当者：石原浩二（博士（工学））、玉木峻（博士（農学）） 

科目区分・配当年次：専門教育科目『展開科目』（科目区分『理論追究』）・4年前期 

授業形態：演習 

単位・時間数：1単位（生物科学コース選択必修科目）・30時間 

授業の概要： 

この科目では、生物資源工学の応用力を高めることを目的とする。特に植物資源を中心に、糖質、脂

質、タンパク質の成分とその化学的特性について学修する。演習を通じて、植物資源の分析手法、成分

の抽出・分離技術、及びその応用について理解を深める。また、その利用法についての具体的な事例を

分析し、その応用方法を探る。最終的には、生物資源の多様な利用形態についての理解を深め、応用力

を高めることを目指す。 
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図２-3「食・環境開発コース」における変更点と修得する専門性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

【修得する専門性】 

■「知識」の専門性 

  ➡『展開科目』から複数科目を履修することで、主に生物由来（特に植物）の商品開発(加工)、消費・流通、 

環境等の側面に焦点をあてた知識の高度化を図る。 

■「課題探究力」の専門性 

➡『展開科目』に追加する演習科目を通し、産業応用事例や技術及びそれらの改善プロセス等を学ぶことで、 

生物学の知識を社会で応用する上で必要な知識・知見を修得し理解を深める。 

あわせてグループワークやディスカッション等を通して独自の視点を磨き、応用力を養う。 

すなわち、講義科目で得た知識を統合し、応用実践する力を高める。 

 

 

 

 

 

■修得した知識・技能を統合する課題解決能力の向上 

➡「専門演習Ⅰ・Ⅱ」を通して同じ研究室の学生と学術論文を読解し、研究する技能と協働する力を養う。 

➡「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」に取り組み、学びの集大成としての研究を結実させる。 

研究過程では、課題の本質を理解する思考力や、課題解決のための方法論・表現力を身に付け、 

あわせて自ら目標を設定し達成に向け計画立案・実行する力を身に付ける。 
 
   以上の「知識」「課題探究力」の専門性及び「課題解決能力」を向上させることにより、養成人材像の実現を目指す。 

【養成人材像】 

 

 

専門教育科目 凡例 専門教育科目 凡例（分野）

食・環境開発コース必修科目 生物・化学基礎

分子生物学・遺伝子学

食・環境開発コース選択必修科目 植物育種学・花卉園芸科学

応用生物学・生物生態学

複数学年で開講する科目 環境科学

応用微生物学・遺伝子工学

食品機能・食品化学

コース選択必修科目（1科目1単位以上を履修）を追加し、履修要件を設定する

「園芸科学演習」の履修要件：「花卉園芸科学」「園芸植物学」の単位修得

「発酵・醸造学演習」の履修要件：「発酵工学」「醸造科学」の単位修得

専門演習Ⅰ 専門演習Ⅱ

卒業研究Ⅰ 卒業研究Ⅱ 卒業研究Ⅲ

 専門演習・卒業研究

前期 後期 前期 後期

3年次 4年次

前期 後期 前期 後期

花卉園芸科学 環境保全論 花卉園芸科学 環境保全論

園芸植物学 バイオマス利用論 園芸植物学 バイオマス利用論

発酵工学 醸造科学

食品の機能 生物共生論 食品の機能 生物共生論

花卉園芸科学 園芸植物学 園芸科学演習 園芸植物学

発酵工学 醸造科学 発酵・醸造学演習

バイオマス利用論 環境保全論 バイオマス利用論 環境保全論

生物共生論 花卉園芸科学 生物共生論

食品の機能 食品の機能

3年次 4年次

 展開科目

【実践展開】

 展開科目

【実践展開】

旧

新
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「食・環境開発コース」では、主に生物由来（特に植物）の商品開発(加工)、消費・流通、環境等の側

面に焦点をあてた知識の高度化を図るため、専門教育科目『展開科目』から「花卉園芸科学」「発酵工学」

「バイオマス利用論」といったコース必修科目を履修し、加えてこれらの科目と関連の深い分野である植

物育種学・花卉園芸科学分野、環境科学分野、応用微生物学・遺伝子工学分野を中心に「園芸植物学」「醸

造科学」「環境保全論」「生物共生論」「食品の機能」など複数の選択科目から履修する。 
 

変更①「課題探究力」の専門性を修得するため、演習科目（コース選択必修科目）を追加し、履修要件を

設定する。 

コース必修科目と関連の深い分野の講義科目で得た知識を統合し、産業応用事例や技術及びそれらの

改善プロセスを学ぶことで、生物学の知識を社会で応用する上で必要な知識・知見を学び、理解を深める

ため、専門教育科目『展開科目』の科目区分『実践展開』に 4年前期の演習科目として「園芸科学演習」

「発酵・醸造学演習」を追加する。これらの演習科目はコース選択必修科目として位置づけ、いずれか 1

科目以上の単位を修得するものとし、さらに各演習科目には次の通り履修要件を設定する。 

「園芸科学演習」では、園芸科学の実践的な知識を実際の応用事例等を通して学び、園芸植物の効果的

な利用と栽培技術の向上を目指す。履修要件として、同じ植物育種学・花卉園芸科学分野の講義科目「花

卉園芸科学」「園芸植物学」の単位修得を前提とする。続いて、「発酵・醸造学演習」では、実践的な発酵・

醸造技術について具体的な事例を通して学び、次世代の発酵技術や機能性食品の開発に向けた基盤を築

き、研究及び産業への応用法を身に付ける。履修要件として、同じ応用微生物学・遺伝子工学分野の講義

科目「発酵工学」「醸造科学」の単位修得を前提とする。また、履修要件には指定しないが「発酵・醸造

学演習」と繋がりのある科目として、食品機能・食品化学分野の講義科目「食品の機能」を履修し、食品

の機能性成分や人間の健康、疾患予防や改善との関係について理解を深めることもできる。なお、専門教

育科目『展開科目』の科目区分『実践展開』では、環境科学分野から「バイオマス利用論」をコース必修

科目として指定しており、植物バイオマスの性質、構成成分とその特性、植物バイオマスの資源量や利用

現状、エネルギー資源としての利用と素材として利用方法について学ぶ。 
 

変更② 追加する演習科目（コース選択必修科目）の履修要件に対応した科目順序に変更する。 

上述した演習科目(コース選択必修科目)の履修要件に配慮し、一部の講義科目の配当年次を変更する。 

・「園芸植物学」   3・4 年前期→3・4年後期に変更 

・「バイオマス利用論」3・4年後期→3・4年前期に変更 

これにより、科目の分野、科目間の繋がりが明確となるとともに、学生は 3年前期でコース必修科目を

全て履修し、どの演習科目（コース選択必修科目）を選択するか検討した上で 3年後期以降の履修科目選

択を行うことができるようになる。なお、専門教育科目『展開科目』の科目区分『実践展開』には履修要

件の科目以外にも、人間と自然環境との関係の変遷をたどり、現代の生物多様性の危機を明らかにし、持

続可能な社会をつくるために自然と共生するための要件を学ぶ「環境保全論」、植物に共生・寄生関係を

成立する微生物の働きや、難分解性資源の利用可能性など幅広い知識を修得する「生物共生論」など、持

続可能な発展が求められる実社会との結び付き、実践応用に関連する知識を学ぶことができる科目を配

置している。 
 

変更③ 追加する演習科目（コース選択必修科目）を核とする学びの高度化を図るため、専門教育科目『展

開科目』におけるコース必修要件の単位数を増やす（両コース共通）。 

「課題探究力」の専門性修得を念頭に、専門教育科目『展開科目』の科目区分『実践展開』におけるコ

ース必修要件を次の通り変更する。 

・旧： 6 単位以上 コース必修科目に指定する講義科目のみ 

・新：11 単位以上 コース必修科目に指定する講義科目に加えて、コース選択必修科目に指定する演習

科目 1 単位以上を修得し、展開科目「実践展開」区分から合計 11 単位以上を修得 

－審査意見（6月）（本文）－16－



追加する演習科目（コース選択必修科目）の概要は次の通りである。 

 

（追加する科目の概要 その 4） 

科目名：「園芸科学演習」 

担当者： 武田征士（博士（生物学））、高橋重一（博士（学術）） 

科目区分・配当年次：専門教育科目『展開科目』（科目区分『実践展開』）・4年前期 

授業形態：演習 

単位・時間数：1単位（食・環境開発コース選択必修科目）・30時間 

授業の概要： 

この科目では、花卉園芸と園芸植物の理解を深めるための演習を行う。花卉や観葉植物、果樹、野菜な

どの多様な園芸植物の特性、栽培、繁殖、育種について学び、特に、その形態的及び生態的特徴、分布、

品種成立の経緯や育種の現況を探求する。これまでに得た理論を基に、実際の応用事例や問題解決を

通じて、園芸科学の実践的な知識を修得し、園芸植物の効果的な利用と栽培技術の向上を目指す。 

 

（追加する科目の概要 その 5） 

科目名：「発酵・醸造学演習」 

担当者：石原浩二（博士（工学））、玉木峻（博士（農学）） 

科目区分・配当年次：専門教育科目『展開科目』（科目区分『実践展開』）・4年前期 

授業形態：演習 

単位・時間数：1単位（食・環境開発コース選択必修科目）・30時間 

授業の概要： 

この科目では、発酵及び醸造の基礎から応用までを学修する。特に食品加工や品質管理における有用

微生物と有害微生物、醸造における微生物の役割、発酵生化学、機能性食品の三次機能について理解を

深める。講義で得た知識を基に、具体的な事例研究や問題解決を通じて、実践的な発酵・醸造技術を修

得する。これにより、次世代の発酵技術や機能性食品の開発に向けた基盤を築き、研究及び産業への応

用法を身に付ける。 

 

以上の変更により、専門教育科目『展開科目』における知識修得から応用力、課題探究力醸成に向かう

ための科目群としての体系とそれら科目間の繋がりをより強化した。 

なお、追加する演習科目は、いずれも専門領域において研究面や実践面で研鑽を積み教育歴を有し、科

目を担当するのに十分な業績がある基幹教員が担当する。共同の科目「生理学演習」を除き、担当教員は

1 名で十分だが、時間割の調整や年度ごとの科目負担の調整などを考慮し、複数の教員を配置している。

共同の科目「生理学演習」は、動物と植物における生命活動維持システムの理解を深める科目であること

から、動物分野は松浦達也と長沼毅のどちらか１名、植物分野は武田征士、渡邊俊介のどちらか１名によ

る教員２名による共同を計画する。ただし、こちらも時間割の調整や年度ごとの科目負担の調整などを考

慮し、各分野とも複数の教員を配置している。選択科目を含めてバランスよく担当できるように留意して

おり、教員の負担や学生への指導に不具合が生じないように配慮する。 

今回の見直しを踏まえて、追加した演習科目及びコース必修要件（履修要件を含む）の変更をもと

に、両コースに対応する「履修モデル」をそれぞれ修正する。口頭伝達のあった「履修モデル（生物科

学コースモデル）における選択科目（3年後期「昆虫学」）についても、今回のカリキュラム修正にあわ

せて履修モデル全体を再考するなかで修正した。 
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（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 13ページ） 

（新） 
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（旧） 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（31 ページ） 

②学部・学科等の特色 

3. 各学科の教育の特色 

ア.生物科学科 

（略） 

3 年次からは以下のコースに分かれ、主に専門教

育科目『展開科目』に配置する科目を履修するこ

とで、学生は 2年次後期までに修得した基礎知

識・技能をもとに、各コース該当分野を中心とし

て専門知識を積み上げ、「知識」の専門性を高め

る。あわせて、具体的な研究事例や社会での応用

事例などを学修する課程で、それら知識をどのよ

うに運用・検証するか、結果をどのように考察す

るかを学ぶ。これにより、課題探究の方法や自分

なりの視点を身に付けることができ、「課題探究

力」の専門性を高めることができる。 

 

理論追究：生物科学コース 

生物学の基本原理に対する理解を深める

ことを目的とし、基礎研究や理論的な側面に

興味を持つ学生を主な対象とする。生物学の

基本原理を理解し、根源を探究する上で必要

な知識の高度化を図るため、専門教育科目

『実験実習科目』から「植物生理学実習」、『展

開科目』の科目区分『理論追究』から「植物

生理学」「遺伝子工学」「生物資源工学」とい

ったコース必修科目を履修し、加えてこれら

の科目と関連の深い分野である応用生物学・

生物生態学分野、応用微生物学・遺伝子工学

分野を中心に「動物生理学」「微生物利用学」

「植物免疫学」「バイオインフォマティクス」

など複数の選択科目から履修する。さらに専

門教育科目『展開科目』の科目区分『理論追

究』に配置したコース選択必修科目「生理学

演習」「微生物工学演習」「生物資源工学演習」

から、いずれか1科目以上を履修することで、

具体的な研究事例、応用事例、最新の研究成

果などを学び、課題設定、実験・発見のプロ

セスを理解することで知識の運用方法、仮説

検証手法を考察する力を高める。 

（31 ページ） 

②学部・学科等の特色 

3. 各学科の教育の特色 

ア.生物科学科 

（略） 

3 年次からは以下のコースに分かれ、コース必修

として指定する科目を中心として専門性を高め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理論追究：生物科学コース 

生物学の基本原理に対する理解を深める

ことを目的とし、基礎研究や理論的な側面に

興味を持つ学生を主な対象とする。具体的に

は「植物生理学」「植物生理学実習」などの科

目を通じて生物の生存・生命維持に関する複

雑なメカニズムについて学び、「遺伝子工学」

では DNA や RNA の調製法、各種酵素を用いた

DNA の加工法、DNA の配列決定法など、組換

えDNAに関わる基礎的な技術の原理を理解す

る。また、「生物資源工学」では生物資源の多

様な利用形態と成分について理解し、食品生

産や資源利用、環境保全などに繋がる利用法

を化学的見地から学修する。 
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実践展開：食・環境開発コース 

理論から実践への応用に焦点をあて、持続

可能な食品生産や環境・資源管理に興味を持

つ学生を主な対象とする。主に生物由来（特

に植物）の商品開発(加工)、消費・流通、環

境等の側面に焦点をあてた知識の高度化を

図るため、専門教育科目『展開科目』の科目

区分『実践展開』から「花卉園芸科学」「発酵

工学」「バイオマス利用論」といったコース必

修科目を履修し、加えてこれらの科目と関連

の深い分野である植物育種学・花卉園芸科学

分野、環境科学分野、応用微生物学・遺伝子

工学分野を中心に「園芸植物学」「醸造科学」

「環境保全論」「生物共生論」「食品の機能」

など複数の選択科目から履修する。さらに専

門教育科目『展開科目』の科目区分『実践展

開』に配置したコース選択必修科目「園芸科

学演習」「発酵・醸造学演習」から、いずれか

1 科目以上を履修することで、産業応用事例

や技術及びそれらの改善プロセスを学ぶこ

とで、生物学の知識を社会で応用する上で必

要な知識・知見を学び、理解を深める。 

 

（42 ページ） 

④教育課程の編成の考え方及び特色 

2.教育課程の構成と体系性（専門教育） 

（2）各学科の専門教育科目群 

ア.生物科学科 

④『展開科目』 

本学科では 3 年次から学生の興味関心に合わせ

て 2 コースに分かれ、2 年次までに学んだ基礎知

識・技能をもとに、各コース該当分野を中心とし

て専門知識の積み上げを図るとともに応用事例の

学修を通し、それら知識の運用・検証方法や結果

の考察から課題探究の方法、自分なりの視点を身

に付ける。 

『展開科目』は、生物学の基礎研究や理論的な

側面に興味を持つ学生を主な対象とする「生物科

学コース」と、理論から実践への応用に焦点をあ

て、持続可能な食品生産や環境・資源管理に興味

を持つ学生を主な対象とする「食・環境開発コー

ス」で履修する科目を 2つに分類している。 

実践展開：食・環境開発コース 

理論から実践への応用に焦点をあて、持続

可能な食品生産や環境・資源管理に興味を持

つ学生を主な対象とする。具体的には「花卉

園芸科学」で観賞用植物の多様性、栽培技術、

分類、繁殖、発育制御の原理などを学び、「発

酵工学」では発酵技術や微生物由来の酵素の

利用方法など食品加工と品質管理における

応用を理解する。「バイオマス利用論」では再

生可能資源の活用と環境保全に対する具体

的な技術・実践事例に対する理解を深める。 
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④教育課程の編成の考え方及び特色 

2.教育課程の構成と体系性（専門教育） 

（2）各学科の専門教育科目群 

ア.生物科学科 

④『展開科目』 

本学科では 3 年次から学生の興味関心に合わせ

て 2コースに分かれて専門性を高める。 

 

 

 

 

 

『展開科目』は、生物学の基礎研究や理論的な

側面に興味を持つ学生を主な対象とする「生物科

学コース」と、理論から実践への応用に焦点をあ

て、持続可能な食品生産や環境・資源管理に興味

を持つ学生を主な対象とする「食・環境開発コー

ス」で履修する科目を 2つに分類している。 
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科目区分『理論追究』に配置する「植物生理学」

「動物生理学」「生理学演習」「遺伝子工学」「バイ

オインフォマティクス」「植物免疫学」「微生物利

用学」「微生物工学演習」「生物資源工学」「生物資

源工学演習」は、主に「生物科学コース」の学生を

対象とする。このうち「植物生理学」「遺伝子工学」

「生物資源工学」の 3 科目 6 単位はコース必修科

目として位置付け、生物学の基本原理を理解し、

根源を探究する上で必要な知識の高度化を図るた

め「生物科学コース」の学生が全員履修する。「植

物生理学」では、エネルギー代謝として呼吸、光

合成、窒素同化、糖類の合成や転流を中心に植物

が生命を維持するための生理的なメカニズムを学

び、「遺伝子工学」では DNA や RNA の調製法、各種

酵素を用いた DNA の加工法、DNA の配列決定法な

ど、組換え DNA に関わる基礎的な技術の原理を理

解する。「生物資源工学」では生物資源の中でも特

に植物資源を中心にして成分（糖質、脂質及びタ

ンパク質）及びその利用法、先進的な研究、バイ

オテクノロジーとの結び付きについて学ぶ。さら

に、コース必修科目と関連の深い分野の講義科目

で得た知識を統合し、具体的な研究事例、応用事

例、最新の研究成果などを学び、課題設定、実験・

発見のプロセスを理解することで知識の運用方

法、仮説検証手法を考察する力を高めるため、演

習科目「生理学演習」「微生物工学演習」「生物資

源工学演習」を配置する。これらの演習科目はコ

ース選択必修科目として、いずれか 1 科目以上の

単位を修得するものとし、さらに各演習科目には

次の通り履修要件を設定する。「生理学演習」では、

動物と植物の違いを比較しつつ、生命現象の基本

原理や生体反応について具体的な事例を用いて詳

細に学修する。履修要件として、同じ応用生物学・

生物生態学分野の講義科目「植物生理学」「動物生

理学」の単位修得を前提とする。続いて、「微生物

工学演習」では、遺伝子工学と微生物工学の融合

技術を理解し、研究及び産業応用への基盤を築く

ことを目指す。履修要件として、同じ応用微生物

学・遺伝子工学分野の講義科目「遺伝子工学」「微

科目区分『理論追究』に配置する「植物生理学」

「動物生理学」「遺伝子工学」「バイオインフォマ

ティクス」「植物免疫学」「微生物利用学」「生物資

源工学」は、主に「生物科学コース」の学生を対象

とする。このうち「植物生理学」「遺伝子工学」「生

物資源工学」の 3 科目 6 単位はコース必修科目と

して位置付け、基礎的な理論を掘り下げ、専門知

識を修得するため「生物科学コース」の学生が全

員履修する。「植物生理学」では、エネルギー代謝

として呼吸、光合成、窒素同化、糖類の合成や転

流を中心に植物が生命を維持するための生理的な

メカニズムを学び、「遺伝子工学」では DNA や RNA

の調製法、各種酵素を用いた DNA の加工法、DNA の

配列決定法など、組換え DNA に関わる基礎的な技

術の原理を理解する。「生物資源工学」では生物資

源の中でも特に植物資源を中心にして成分（糖質、

脂質及びタンパク質）及びその利用法、先進的な

研究、バイオテクノロジーとの結び付きについて

学ぶ。 
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生物利用学」の単位修得を前提とする。そして、

「生物資源工学演習」では、植物資源の分析手法、

成分の抽出・分離技術及びその応用についての理

解を深めることを目指す。履修要件として、同じ

食品機能・食品化学分野の講義科目「生物資源工

学」の単位修得を前提とする。演習科目「生理学

演習」「微生物工学演習」「生物資源工学演習」で

は、グループワークやディスカッション等を通し

て、他者と意思疎通を図ることで専門知識を共有

し異なる視点も取り入れることにより、独自の視

点を磨き、応用力を養うこともあわせて目的とし

ている。 

科目区分『実践展開』に配置する「花卉園芸科

学」「園芸植物学」「園芸科学演習」「発酵工学」「食

品の機能」「環境保全論」「醸造科学」「発酵・醸造

学演習」「バイオマス利用論」「生物共生論」は、主

に「食・環境開発コース」の学生を対象とする。こ

のうち、「花卉園芸科学」「発酵工学」「バイオマス

利用論」の 3 科目 6 単位はコース必修科目として

位置付け、主に生物由来（特に植物）の商品開発

(加工)、消費・流通、環境等の側面に焦点をあて

た知識の高度化を図るため「食・環境開発コース」

の学生が全員履修する。「花卉園芸科学」では観賞

用植物の多様性、栽培技術、分類、繁殖、発育制御

の原理などを学び、「発酵工学」では発酵技術や微

生物由来の酵素の利用方法など食品加工と品質管

理における応用を理解する。「バイオマス利用論」

では再生可能資源の活用と環境保全に対する具体

的な技術・実践事例に対する理解を深める。さら

に、コース必修科目と関連の深い分野の講義科目

で得た知識を統合し、産業応用事例や技術及びそ

れらの改善プロセスを学ぶことで、生物学の知識

を社会で応用する上で必要な知識・知見を学び、

理解を深めるため、演習科目「園芸科学演習」「発

酵・醸造学演習」を配置する。これらの演習科目

はコース選択必修科目として位置づけ、いずれか

1 科目以上の単位を修得するものとし、さらに各

演習科目には次の通り履修要件を設定する。「園芸

科学演習」では、園芸科学の実践的な知識を実際

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科目区分『実践展開』に配置する「花卉園芸科

学」「園芸植物学」「発酵工学」「食品の機能」「環境

保全論」「醸造科学」「バイオマス利用論」「生物共

生論」は、主に「食・環境開発コース」の学生を対

象とする。このうち、「花卉園芸科学」「発酵工学」

「バイオマス利用論」の 3 科目 6 単位はコース必

修科目として位置付け、理論から実践への橋渡し

を行い、実社会で求められる専門的な知識を身に

付けるため「食・環境開発コース」の学生が全員

履修する。「花卉園芸科学」では観賞用植物の多様

性、栽培技術、分類、繁殖、発育制御の原理などを

学び、「発酵工学」では発酵技術や微生物由来の酵

素の利用方法など食品加工と品質管理における応

用を理解する。「バイオマス利用論」では再生可能

資源の活用と環境保全に対する具体的な技術・実

践事例に対する理解を深める。 
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の応用事例等を通して学び、園芸植物の効果的な

利用と栽培技術の向上を目指す。履修要件として、

同じ植物育種学・花卉園芸科学分野の講義科目「花

卉園芸科学」「園芸植物学」の単位修得を前提とす

る。続いて、「発酵・醸造学演習」では、実践的な

発酵・醸造技術について具体的な事例を通して学

び、次世代の発酵技術や機能性食品の開発に向け

た基盤を築き、研究及び産業への応用法を身に付

ける。履修要件として、同じ応用微生物学・遺伝

子工学分野の講義科目「発酵工学」「醸造科学」の

単位修得を前提とする。また、履修要件には指定

しないが「発酵・醸造学演習」と繋がりのある科

目として、食品機能・食品化学分野の講義科目「食

品の機能」を履修し、食品の機能性成分や人間の

健康、疾患予防や改善との関係について理解を深

めることもできる。演習科目「園芸科学演習」「発

酵・醸造学演習」では、グループワークやディス

カッション等を通して、他者と意思疎通を図るこ

とで専門知識を共有し異なる視点も取り入れるこ

とにより、独自の視点を磨き、応用力を養うこと

もあわせて目的としている。 

両コースの必修科目のうち、「生物科学コース」

の「生物資源工学」と「食・環境開発コース」の

「バイオマス利用論」は、生物資源の持続可能な

利用と管理に関する現状と技術を学び、主に資源

と環境の持続可能性について考察する力を高める

上でも特に重要な科目と位置付けている。 

 

なお、『展開科目』に配置する科目はコース間で

の履修や分野選択を制限するものではなく、その

多くを 3・4年次の 2学年を対象に合同開講するこ

とで、学びの集大成として卒業研究を完成させる

までに学生が自身の研究テーマにおいて必要と認

識すれば、コースによらず柔軟に履修できるよう

にする。 

 

『展開科目』は合計 20 科目（選択 20 科目）で

構成する。「生物科学コース」は科目区分『理論追

究』、「食・環境開発コース」は科目区分『実践展

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

両コースの必修科目のうち、「生物科学コース」

の「生物資源工学」と「食・環境開発コース」の

「バイオマス利用論」は、生物資源の持続可能な

利用と管理に関する現状と技術を学び、主に資源

と環境の持続可能性について考察する力を高める

上でも特に重要な科目と位置付けている。 

 

なお、「生物資源工学」や「バイオマス利用論」

を含めた『展開科目』は、その多くを 3・4年次の

2 学年を対象に合同開講することで、学びの集大

成として卒業研究を完成させるまでに学生が自身

の研究テーマにおいて必要と認識すれば、コース

によらず柔軟に履修できるようにする。 

 

 

『展開科目』は合計 15 科目（選択 15 科目）で

構成する。 
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開』から、それぞれコース必修科目、コース選択

必修科目を含めて合計 11 単位以上を修得するこ

とをコース必修要件としている。 
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⑤教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

2.教育方法の特長 

ア.生物科学科 

②学生の興味関心に合わせて専門性を高めるコー

ス制 

早期段階からの実学的・実践的学修を通して、生

物科学の持つ多様な可能性を探り、2年次前期に

開講する必修科目「研究企画プレゼンテーショ

ン」では、各専門分野における学問領域に関連し

た現代社会の課題への対応について考え、各自の

興味関心や適性、卒業研究として扱う課題につい

て模索を始める。3年次からは、学生の興味関心

に応じて 2つのコースに分かれる。生物学の基本

原理に対する理解を深めることを目的とし、基礎

研究や理論的な側面に興味を持つ学生を主な対象

とする「生物科学コース」と、理論から実践への

応用に焦点をあて、持続可能な食品生産や環境・

資源管理に興味を持つ学生を主な対象とする

「食・環境開発コース」に分かれ、2年次までに

学んだ基礎知識・技能をもとに、各コース該当分

野を中心として専門知識の積み上げを図るととも

に応用事例の学修を通し、それら知識の運用・検

証方法や結果の考察から課題探究の方法、自分な

りの視点を身に付ける。 
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⑤教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

3.教育方法 

ア.生物科学科 

（略） 

3 年次は、興味関心に合わせて 2コースに分か

れて、2年次までに学んだ基礎知識・技能をもと

に、各コース該当分野を中心として専門知識の積

み上げを図る。 
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⑤教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

2.教育方法の特長 

ア.生物科学科 

②学生の興味関心に合わせて専門性を高めるコー

ス制 

早期段階からの実学的・実践的学修を通して、生

物科学の持つ多様な可能性を探り、2年次前期に

開講する必修科目「研究企画プレゼンテーショ

ン」では、各専門分野における学問領域に関連し

た現代社会の課題への対応について考え、各自の

興味関心や適性、卒業研究として扱う課題につい

て模索を始める。3年次からは、学生の興味関心

に応じて 2つのコースに分かれる。生物学の基本

原理に対する理解を深めることを目的とし、基礎

研究や理論的な側面に興味を持つ学生を主な対象

とする「生物科学コース」と、理論から実践への

応用に焦点をあて、持続可能な食品生産や環境・

資源管理に興味を持つ学生を主な対象とする

「食・環境開発コース」に分かれ、『専門教育科

目』でコース必修として指定する科目を中心に履

修することで専門性を高める。 

 

 

 

 

（60 ページ） 

⑤教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

3.教育方法 

ア.生物科学科 

（略） 

3 年次は、興味関心に合わせて 2コースに分かれ

て専門性を高める。 

 

 

－審査意見（6月）（本文）－25－



「生物科学コース」は生物学の基礎研究や理論的

な側面に興味を持つ学生を主な対象とし、「食・

環境開発コース」は持続可能な食品生産や環境・

資源管理に興味を持つ学生を主な対象とする。

「生物科学コース」は、生物学の基本原理を理解

し、根源を探究する上で必要な知識の高度化を図

るため、3年前期に『実験実習科目』からコース

必修科目「植物生理学実習」と展開科目の『理論

追究』区分からコース必修科目「植物生理学」

「遺伝子工学」「生物資源工学」を全員が履修す

る。また、これらの科目と関連の深い分野である

応用生物学・生物生態学分野、応用微生物学・遺

伝子工学分野を中心に「動物生理学」「微生物利

用学」「植物免疫学」「バイオインフォマティク

ス」など複数の選択科目から履修する。展開科目

の『理論追究』区分では、4年前期にコース選択

必修科目（いずれか 1科目以上を必修）として演

習科目「生理学演習」「微生物工学演習」「生物資

源工学演習」を配置しており、各演習科目には次

の通り 3年次の履修要件を設定する。「生理学演

習」は履修要件として、同じ応用生物学・生物生

態学分野の講義科目「植物生理学」「動物生理

学」の単位修得を前提とする。続いて、「微生物

工学演習」は履修要件として、同じ応用微生物

学・遺伝子工学分野の講義科目「遺伝子工学」

「微生物利用学」の単位修得を前提とする。そし

て、「生物資源工学演習」は履修要件として、同

じ食品機能・食品化学分野の講義科目「生物資源

工学」の単位修得を前提とする。 

「食・環境開発コース」は、主に生物由来（特

に植物）の商品開発(加工)、消費・流通、環境等

の側面に焦点をあてた知識の高度化を図るため、

3年前期に『展開科目』の『実践展開』区分から

コース必修科目「花卉園芸科学」「発酵工学」「バ

イオマス利用論」を全員が履修する。また、これ

らの科目と関連の深い分野である植物育種学・花

卉園芸科学分野、環境科学分野、応用微生物学・

遺伝子工学分野を中心に「園芸植物学」「醸造科

学」「環境保全論」「生物共生論」「食品の機能」

「生物科学コース」は生物学の基礎研究や理論的

な側面に興味を持つ学生を主な対象とし、「食・

環境開発コース」は持続可能な食品生産や環境・

資源管理に興味を持つ学生を主な対象とする。

「生物科学コース」は『実験実習科目』からコー

ス必修科目「植物生理学実習」を、『展開科目』

の『理論追究』区分からコース必修科目「植物生

理学」「遺伝子工学」「生物資源工学」を中心に履

修し、生物学の基本原理に対する理解を深める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「食・環境開発コース」は『展開科目』の『実

践展開』区分からコース必修科目「花卉園芸科

学」「発酵工学」「バイオマス利用論」を中心に履

修し、理論から実践への応用に焦点をあて実社会

で求められる専門的な知識・技能を学ぶ。 
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など複数の選択科目から履修する。展開科目の

『実践展開』区分では、4年前期にコース選択必

修科目（いずれか 1科目以上を必修）として「園

芸科学演習」「発酵・醸造学演習」を配置してお

り、各演習科目には次の通り 3年次の履修要件を

設定する。「園芸科学演習」は履修要件として、

同じ植物育種学・花卉園芸科学分野の講義科目

「花卉園芸科学」「園芸植物学」の単位修得を前

提とする。続いて、「発酵・醸造学演習」は履修

要件として、同じ応用微生物学・遺伝子工学分野

の講義科目「発酵工学」「醸造科学」の単位修得

を前提とする。 

両コースとも共通して、学生は 3年前期でコー

ス必修科目を全て履修し、4年次前期にどの演習

科目（コース選択必修科目）を選択するか検討し

た上で、3年後期以降の履修科目選択を行う。ま

た、コース選択必修科目として配置する演習科目

を核とする学びの高度化を図るため、専門教育科

目『展開科目』の各区分からコース必修科目、コ

ース選択必修科目を含めて合計 11単位以上を修

得することをコース必修要件としている。 

（略） 

4 年次では、本学科で学んだ知識をいかに追究

あるいは実践的に生かしていくかに重点を置く。

先述した『展開科目』におけるコース選択必修科

目（「生物科学コース」は「生理学演習」「微生物工

学演習」「生物資源工学演習」、「食・環境開発コー

ス」は「園芸科学演習」「発酵・醸造学演習」）から

いずれか 1 科目以上を履修し、具体的な研究事例

や社会での応用事例の学修を通し、それら知識の

運用・検証方法や結果の考察から課題探究の方法、

自分なりの視点を身に付ける。さらに、それぞれ

が専攻分属した研究室において、担当者の指導の

もとに「専門演習Ⅰ・Ⅱ」や個々の研究テーマに

応じた卒業研究を実施し卒業論文の完成を目指す

「卒業研究Ⅱ・Ⅲ」を履修する。研究過程では、課

題の本質を理解する思考力や、課題解決のための

表現力を身に付け、自ら目標を設定し達成に向け

計画立案・実行するとともに、4年間の学修の集大

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

4 年次では、本学科で学んだ知識をいかに追究

あるいは実践的に生かしていくかに重点を置き、 

 

 

 

 

 

 

 

それぞれ

が専攻分属した研究室において、担当者の指導の

もとに「専門演習Ⅰ・Ⅱ」や個々の研究テーマに

応じた卒業研究を実施し卒業論文の完成を目指す

「卒業研究Ⅱ・Ⅲ」を履修する。研究過程では、課

題の本質を理解する思考力や、課題解決のための

表現力を身に付け、自ら目標を設定し達成に向け

計画立案・実行するとともに、4年間の学修の集大
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成として、生物科学科の学びの基礎となる自然科

学に対する理解（理学的視点）と、その知識をも

とにした実社会の課題解決への応用、具体的な提

案や表現（工学的視点）を、各自の卒業研究に生

かし結実させることを目標とする。また、ディス

カッションやグループワーク、プレゼンテーショ

ンなどを行い、他者を尊重し積極的に意思疎通を

図ることで、様々な立場の人々と協働できる社会

性も養う。なお、『基幹科目』『展開科目』の一部は

複数学年を対象に合同開講としているため、卒業

研究において、学生が自身の研究テーマにおいて

必要だと認識すれば、学年や分野・コースを越え

て柔軟に学ぶことができる。 

 

成として、生物科学科の学びの基礎となる自然科

学に対する理解（理学的視点）と、その知識をも

とにした実社会の課題解決への応用、具体的な提

案や表現（工学的視点）を、各自の卒業研究に生

かし結実させることを目標とする。また、ディス

カッションやグループワーク、プレゼンテーショ

ンなどを行い、他者を尊重し積極的に意思疎通を

図ることで、様々な立場の人々と協働できる社会

性も養う。なお、『基幹科目』『展開科目』の一部は

複数学年を対象に合同開講としているため、卒業

研究において、学生が自身の研究テーマにおいて

必要だと認識すれば、学年や分野・コースを越え

て柔軟に学ぶことができる。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料） 

 別添 1 新【資料 8-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムマップ」 

 別添 2 旧【資料 8-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムマップ」 

別添 4 新【資料 9-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムツリー」 

別添 5 旧【資料 9-1】「理工学部 生物科学科 カリキュラムツリー」 

別添 6 新【資料 10-1】「理工学部 生物科学科 授業科目一覧・履修モデル」 

別添 7 旧【資料 10-1】「理工学部 生物科学科 授業科目一覧・履修モデル」 

 

（新旧対照表）シラバス 

別添 8  新「生理学演習」 

別添 9  新「微生物工学演習」 

別添 10 新「生物資源工学演習」 

別添 11 新「園芸科学演習」 

別添 12 新「発酵・醸造学演習」 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類 

新 旧 

（4ページ） 

１．新設組織の概要 

（２）新設組織の特色 

ア. 生物科学科 

②学位の分野を踏まえた新設組織の特色 

（略） 

・自分の関心や適性を見極め、専門性を深めるコ

（4ページ） 

１．新設組織の概要 

（２）新設組織の特色 

ア. 生物科学科 

②学位の分野を踏まえた新設組織の特色 

（略） 

・自分の関心や適性を見極め、専門性を深めるコ
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ース制 

1・2 年次に生物学の基礎的な分野を広く学ぶこ

とで、自分の興味・関心や適性を見極める。3年

次からは、2つのコース「生物科学コース」「食・

環境開発コース」に分かれ 2 年次までに学んだ

基礎知識・技能をもとに、各コース該当分野を

中心として専門知識の積み上げを図るとともに

応用事例の学修を通し、それら知識の運用・検

証方法や結果の考察から課題探究の方法、自分

なりの視点を身に付ける。 

「生物科学コース」では、基礎研究や理論的な

側面に興味を持つ学生を主な対象とし、生物学

の基本原理に対する理解を深め、根源を探究す

る上で必要な知識の高度化を図るとともに、知

識の運用方法、仮説検証手法を考察する力を高

める。 

「食・環境開発コース」では、持続可能な食品

生産や環境・資源管理に興味を持つ学生を主な

対象とし、主に生物由来（特に植物）の商品開

発(加工)、消費・流通、環境等の側面に焦点を

あてた知識の高度化を図るとともに、生物学の

知識を社会で応用する上で必要な知識・知見を

学び、理解を深める。 

ース制 

1・2 年次に生物学の基礎的な分野を広く学ぶこ

とで、自分の興味・関心や適性を見極める。3年

次からは、2つのコース「生物科学コース」「食・

環境開発コース」に分かれ専門性を深める。 

 

 

 

 

 

「生物科学コース」では、基礎研究や理論的な

側面に興味を持つ学生を主な対象とし、生物学

の基本原理に対する理解を深める。 

 

 

 

「食・環境開発コース」では、持続可能な食品

生産や環境・資源管理に興味を持つ学生を主な

対象とし、理論から実践への応用に焦点をあて

る。 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

３．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学

者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学

生を積極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３) 多様な学生の受入れ、理工系

人材育成のための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、

数学・理科・情報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、

プレースメントテストを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学

修支援を行う。」と説明しているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教

育の内容が不明確であることから、本学科の教育課程を履修する学生がどのような

知識・能力を有していることを前提としているのか判然とせず、履修する学生の知

識・能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成されているとは判断することがで

きない。このため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の入学予定者に

対して実施する入学前教育の内容を明らかにし、当該教育内容と本学科の教育課程

の対応関係を示すことにより、入学前教育により補完される知識・能力を踏まえ、本

学科の教育課程が適切に編成されていることを明確かつ具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、入学前教育の内容、学生がどのような知識・能力を有していることを前提

として教育課程を履修するのか等について、次頁以降に具体的に説明する。なお専門教育科

目「基礎生物学」及び「基礎化学」は、「審査意見Ｎｏ．４」の対応の通り、選択科目から

必修科目に変更する。また、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」「⑧１.選抜方法・基準」

に記述した「入学者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても」の部

分は削除する。 

 

説明するにあたり、「審査意見Ｎｏ．３」の前提として「審査意見Ｎｏ．６」があるため、

「審査意見Ｎｏ．６」で指摘された“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目を

どこまで学習していることを求めているのか”及び“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通

テスト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないこと

の妥当性”についても、前述の入学前教育と一体となるものとして併せて具体的に説明する。 

 

①背景 

内閣官房の教育未来創造会議の提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方

について（第一次提言）（令和 4（2022）年 5月）」によると、我が国の理工系への入学者の

比率は 17％であり、OECD（経済協力開発機構）加盟 38ヵ国の平均 27％と比較しても極めて

低く、特に女子大学生はわずか 7％と、OECD 加盟 38 ヵ国の中で大幅に低い状況である。こ
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れを受けて本提言の中で、今後特に重視する人材育成の視点として、「理工系等を専攻する

女性の増加」が掲げられている。また同提言の中で、我が国の女性の理工系人材不足の要因

として高等学校段階での理系離れが述べられている。高校 1 年生では比較的高い理数リテ

ラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理系を選

択する生徒は約 2割となっている。特に女子においては、理数リテラシーについては男子生

徒と大きく差はみられないが、文理選択で理系を選択する生徒は男子 27％に対し女子は

16％に留まっている。これらのことから文系でも理数リテラシーが高い女子生徒が一定数

存在することがわかる。 

本学では、これらの背景及び文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント

指針（追補）」（令和 5（2023）年 2月 24 日）において示された次の事項『「卒業認定・学位

授与の方針」に定められた学修目標を達成できるよう、学生の教育に責任を持って取り組む

前提で、各大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な

受入れを図る学位プログラム等は、学力検査において本来求めてもよい教科・科目をあえて

課さないこともありえる。この場合、高等学校の履修の実態も踏まえつつ、あらかじめ履修

すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用することや、大学や学生の実

情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切な措置を講じることが必要

である』を踏まえて、入学者選抜及び入学前教育並びに入学後の教育について検討した。 

 

②入学者選抜 

本学理工学部生物科学科の入学者選抜においては、理系からの入学希望者はもとより、文

系からの入学希望者であっても、本学科の分野に対して深い興味と関心を抱き、総合的な基

礎学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎学力を有する受験者を受入れ、本学科の教

育課程を履修することにより理工系人材として社会で活躍できる女性人材の育成を目指す。

これは、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針（追補）」

（令和 5（2023）年 2 月 24 日）における「学生の教育に責任を持って取り組む前提で、各

大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な受入れを図

る学位プログラム」に相当する。アドミッション・ポリシーでは、「目標に向けて主体的に

学び続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」「高等学校卒業程度の十分な基礎学力と、本学の

教育を受けるに必要な基礎学力（AP5）」及び「読解、表現、コミュニケーションに必要とさ

れる基礎学力(AP6)」を中核的な資質・能力として位置付けている。これらの資質・能力を

有する学生は、大学教育においてその素質をさらに発展させるとともに、専門的な知識と技

能を身に付けることが可能であると見込んでいる。 

「審査意見Ｎｏ．６」の指摘“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこ

まで学習していることを求めているのか”を踏まえ、「調査書」における評価について記述

する。次項の表 3-1「令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準」に示す通り、それ

ぞれの入学者選抜方法の特徴を活かしながら、それぞれの入学者選抜方法の特徴を活かし
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ながら、全ての入学者選抜において「生物基礎」及び「化学基礎」を履修していることを前

提に「調査書」のこれら 2科目の評定値を「5段階評価」または「点数化」して合否の判定

基準に加え合否の決定を行うことに変更する。 

本学生物科学科は、理系からの入学希望者はもとより、文系からの入学希望者であっても、

本学科に強い興味・関心を抱き、総合的な基礎学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎

学力を有する受験者を受け入れ、女子理系人材の育成・拡充を図ることを目的としている。

そのため、本学生物科学科の入学者選抜では文系からの入学希望者でも受験可能な理科の

範囲である「生物基礎」及び「化学基礎」を評価対象とする。 

 

表 3-1 令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準 

入試制度 審査意見前 今回の対応 

学校推薦型選抜 

小論文、出身学校長

の推薦書、調査書を

資料として総合判定

する。 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段階評

価して合否判定する。併せて、「調査書」の「生

物基礎」及び「化学基礎」を抜き出し、その評

定値を5段階で評価し合否判定基準に加える。 

総合型選抜 

授業理解試験、面

接、基礎学力調査

（教科・科目に係る

テスト）、自己推薦

書、調査書を資料と

して総合判定する。 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科

目に係るテスト）、自己推薦書を点数化して合

否判定する。併せて、「調査書」の「生物基礎」

及び「化学基礎」を抜き出し、その評定値によ

り配点(50点を満点)し、合否判定基準に加え

る。 

一般選抜 

学力試験、調査書を

資料として総合判定

する。 

学力試験を点数化して合否判定する。併せて、

「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」を

抜き出し、その評定値により配点(50点を満点)

し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 

大学入学共通テスト

の得点と調査書を資

料として総合判定す

る。 

大学入学共通テストの得点により合否判定す

る。併せて、「調査書」の「生物基礎」及び「化

学基礎」を抜き出し、その評定値により配点(50

点を満点)し、合否判定基準に加える。 

社会人特別選抜 

小論文、面接、調査

書を資料として総合

判定する。 

小論文、面接を5段階評価して合否判定する。

併せて、「調査書」の「生物基礎」及び「化学

基礎」を抜き出し、その評定値を5段階で評価

し合否判定基準に加える。 

 

表 3-1 の示す通り、「学校推薦型選抜」及び「社会人特別選抜」では、「調査書」において

「生物基礎」及び「化学基礎」の評定値を 5段階評価し、その他の「小論文（5段階評価）」
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等と併せて合否を判定する。「総合型選抜」「一般選抜」「大学入学共通テスト利用選抜」で

は、「調査書」を 50 点満点とし、「生物基礎」及び「化学基礎」の評定値に基づいて点数化

し、その他の「学力試験（選抜により配点が異なる）」等と併せて合否を判定する。 

「審査意見Ｎｏ．６」の指摘“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜にお

いて、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性”について説

明する。前述の通り、それぞれの入学者選抜方法の特徴を活かしながら、全ての入学者選抜

において「生物基礎」及び「化学基礎」の履修を前提とし、「調査書」においてこれら 2科

目を評点化または点数化して合否判定基準に加えることで、「生物基礎」及び「化学基礎」

の履修歴と理解度を担保し、かつ充実した入学前教育及びリメディアル教育を用意し、入学

後の教育に繋げる。これにより、試験科目として必ずしも理数系科目を選択させなくても、

本学科の教育を受けるに必要な基礎学力を担保することが可能である。 

入学者選抜において理科を試験科目として揃えながらも、必須選択科目として学力試験

を課さない理由は、高校段階で「生物基礎」及び「化学基礎」を履修し一定水準に達してい

るものの、文系に特化した受験準備しか行っていない高校生でも、別途対策を行うことなく

受験できる環境を整えるためである。これにより、前述した『高校 1年生では比較的高い理

数リテラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理

系を選択する生徒は約 2割となっている』状況に対し、一旦理系志願から離れた女子高校生

を引き戻し、対象とする受験者層を広げ、潜在的に能力を有する女子理系人材の発掘と拡充

を実践するためである。 

前述した入学者選抜方法を採用して「調査書」における「生物基礎」及び「化学基礎」を

評点化・点数化して合否判定することで、『「生物基礎」及び「化学基礎」の履修歴と理解度

を担保すること』並びに『女子理系人材の育成・拡充を図ること』の 2つを両立させる。 

 

上記を踏まえ、生物科学科の入学者選抜・入学前教育・初年次教育の流れは一体として考

えるべきものとして、まずは次頁の図 3-1「入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・

教育課程の展開の流れ」において、全体の概要をチャート形式で示したのち、詳細について

説明する。 
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図 3-1 入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・教育課程の展開の流れ 
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③入学前教育 

 本学生物科学科の入学前教育は、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学

マネジメント指針（追補）」（令和 5（2023）年 2 月 24 日）の「高等学校の履修の実態も踏

まえつつ、あらかじめ履修すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用す

ることや、大学や学生の実情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切

な措置を講じることが必要である」という方針を踏まえ、前項の図 3-1 に示した「２．入学

前教育の実施」の通り行う。 

入学者選抜における「調査書」の点数化等により、入学予定者が「生物基礎」及び「化学

基礎」を履修済であり、一定の水準以上にあることが確認できる。入学予定者には、生物科

学科独自の入学前教育として、「生物基礎」及び「化学基礎」の eラーニングを提供し、学

力の維持及び学習到達度の担保を図る。また入学予定者には、「生物基礎」及び「化学基礎」

を理解していることを前提に、生物科学科の教育課程が基礎から段階的に展開されるため、

学習到達度を確認することを目的として、入学直後に「生物基礎」及び「化学基礎」のプレ

ースメントテストを実施し、一定の基準（75 点以下を予定）を下回った者にはリメディア

ル教育の受講が義務付けられることを周知する。さらに、学習に不安を抱える学生への充実

したサポート体制について周知し、学習不安の解消と学習意欲の一層の向上を図る。 

入学前教育における e ラーニングは、まず「まとめ演習」を受講し、AI による理解度診

断に基づいて各個人の不得意な単元や問題を特定する。特定された単元等において、講義の

視聴や基礎的な演習の繰り返しにより知識の習得を図る。AI 診断により理解できるまで学

習が繰り返されるため、不得意な単元等の量及び学習到達度により学習時間は異なるが、所

要時間は 9～12 時間を想定している（eラーニング受講履歴より算出）。また、「まとめ演習」

を終了した者で、さらに学びの継続を希望する者は、単元ごとに学習を積み重ねることも可

能である。その場合、基礎レベル（教科書の例題相当）、標準レベル（教科書の標準問題相

当）、発展レベル（教科書の応用問題相当）から各個人に応じたレベルを選択することがで

きる。 

e ラーニング期間中は、生物科学科の入学前教育担当教員が、受講者の学習時間や学習進

捗状況、問題の正答率、単元ごとの理解度等を確認し、必要に応じてカウンセリング等のフ

ォローアップを行う。 

 

④プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会（補習）による学習到達度の担保 

プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会については、前項の図 3-1 の「３．リ

メディアル教育の実施」に示す通りである。 

全ての学生が入学直後に、大学全体で実施する「英語」「数学」「国語」のプレースメント

テストを行う。「英語」のプレースメントテストの結果は、共通教育科目「英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ」のクラス分けの指標として使用する。さらに、生物科学科独自の「生物基

礎」及び「化学基礎」のプレースメントテストも実施する。生物科学科独自のプレースメン

－審査意見（6月）（本文）－35－



 

トテストで得点が一定の基準（75 点以下を予定）を下回った学生及び学修に不安を抱えて

いる学生に対しては、1年次 4月の第 2週目以降から各科目計 6回（1回 90 分）の「リメデ

ィアル学内講習会（補習）」を開催し、学習到達度の担保を図る。講習会終了時にはテスト

を実施し、得点が一定の基準（75点以下を予定）を下回った学生には、チューター（クラス

担任）との個別面談を実施し課題を課す。チューターは、課題の進め方などの学習指導を行

う。 

 

⑤サポート体制 

特別科目「まほろば教養ゼミⅠ～Ⅳ（各 1単位・必修）」を担当するチューター（クラス

担任）は、高等学校における「生物基礎」及び「化学基礎」の学習到達度、プレースメント

テストの結果、リメディアル学内講習会の成果、教育課程における成績を総合的に把握する

ことで、学生一人ひとりの状況を踏まえた学修支援を行う。具体的には、必要に応じて個別

面談を実施し、履修指導や学習指導を行う。また学生の状況は、生物科学科の全教職員が参

加する学科会議（月に 1回程度開催）において情報を共有し、学科全体でサポートする。大

学全体としては、学生が気軽に訪れることができるアカデミックサポートエリアに「学習支

援センター」を設置しており、学習に悩む学生の相談窓口として機能している。希望者には、

学習支援センター所属の教員による個別指導やアドバイス等の支援を提供する。 

本学は、文学部、教育学部、心理学部、現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、看護学部

の 7 学部を擁しており、いずれの学部においてもチューターや学習支援センターを中心と

する充実したサポート体制を整えている。その結果、令和 5（2023）年 5月 1日時点におけ

る大学全体の退学率は 0.5%と極めて低い。新設する理工学部においても、チューターをは

じめとする学科教職員や学習支援センター、学生センター等が中心となり、学生一人ひとり

の学習指導やメンタルサポートなど、学生生活全般にわたって学生の身近なアドバイザー

として学生を支援する。 

 

⑥教育課程における教育 

生物科学科における教育課程の展開は、図 3-1 の「４．専門教育科目『基礎生物学』『基

礎化学』及び教育課程の展開」に示す通りである。生物科学科の教育課程は、入学者全員が

高等学校での学習分野「生物基礎」及び「化学基礎」を理解していることを前提としており、

入学前教育及びリメディアル学内講習会を通して学習到達度を担保し、初年次から始まる

教育課程の基礎科目群での円滑な学びに繋げ、基礎から段階的に展開する。 

1 年前期の専門教育科目「基礎生物学（必修）」及び「基礎化学（必修）」において、生物

科学科の基盤となる知識を身に付ける。さらに、「基礎生物学」及び「基礎化学」は、それ

以降に配置する「生物化学」（1年後期）、「生化学Ⅰ」（1年後期）の礎となり、さらに「生

化学Ⅱ」（2 年前期）、「分子生物学Ⅰ」（2 年前期）、「細胞生物学」（2 年前期）、「微生物学」

（2年前期）へと効果的な学びの橋渡しとなるように設計している。 
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以上の通り、本学科においては、高等学校において「生物基礎」及び「化学基礎」を履修

済であることを前提に、入学前教育で学習の補充と動機付けを図り、さらに入学直後からの

リメディアル教育を併せて入学者の学修到達度を担保し、本学科の教育課程における学修

を円滑に進めるための仕組みを構築する。 

 

⑦本学の理系学部の成果 

以下に本学薬学部の例を挙げ、他学部（理系）における入学者選抜から初年次教育につい

て説明する。本学薬学部では、全ての入学者選抜において、理科の科目を課していないため

入学者の履修歴や学習到達度に差が生じる。これらに対し、どのような取り組みを行い、成

果を上げているかについて記述する。 

本学薬学部では、薬学を学ぶために必要な基礎分野として、物理系（物理化学‧分析化学）、

化学系（有機化学）、生物系（生化学・細胞生物学）などの科目を学修するために十分な基

礎学力を有する入学者を確保したいと考えている。しかし、高等学校における履修の多様化

や受験者の過度な負担を避けるため、少数科目による入学試験を実施している。「総合型選

抜（自己表現）」や「学校推薦型選抜」においては、理科の科目を課していないのが現状で

ある。また、「総合型選抜（専願・併願）」における理科の科目では、「化学基礎」及び「生

物基礎」のみを必須としている。「一般選抜」や「大学入学共通テスト利用選抜」では、選

抜日程等により異なるが、共通して理科の科目として「化学系科目」のみを必須としている。

このように、入学後において物理系、化学系、生物系科目の履修が必要である場合でも、入

学者選抜時に全科目の学力試験を課すことや、高等学校において全ての科目を履修済であ

ることを条件としていない。入学前教育・リメディアル教育及び初年次教育においてその不

足を補完することにより、後述する状況を生み出している。 

履修歴の異なる学生が入学している現状を踏まえ、薬学部独自の入学前教育・リメディア

ル教育・初年次教育を実施している。全ての学生が、入学後の早い段階で高等学校学習分野

「物理基礎」「化学基礎」「生物基礎」の知識を確実に修得できるようにしている。そのうえ

で、専門教育科目として物理、化学、生物に関する薬学教育の基礎となる科目を配置してい

る。また、チューター（クラス担任）が中心となり、学科及び大学全体できめ細かいサポー

トを実施している。 

私立大学薬学部においては、修業年限（6年）での卒業率（ストレート卒業率）の低さが

問題視されている。しかし、本学薬学部では上述の取り組みの結果、文部科学省「薬学部に

おける修学状況等令和 5（2023）年度調査結果」の通り、修業年限（6年）での卒業率が全

国平均 66.2%であるのに対し、本学薬学部では 84.3%と大幅に上回っている。これは、本学

薬学部における入学前教育・リメディアル教育・初年次教育の連携が効果的に機能している

証左であると考える。さらに本学薬学部では、卒業生に対するサポートも充実しており、卒

業生の累計国家試験合格率は 90.8％（平成 24年度～令和 5年度累計）に達している。現在

－審査意見（6月）（本文）－37－



 

までの本学部の卒業生 909 名のうち、90.8%にあたる 825 名が薬剤師免許を取得し、社会で

活躍している。 

本学では、定員確保だけを目的として入学試験の合格ラインを引き下げることは行って

いない。受験者の主体的な学習意欲や向上心、そして総合的な学力及び本学の教育を受ける

に必要な基礎学力を評価・判定することで、入学者の質を確保することに努めている。また、

学生一人ひとりに寄り添った学習指導を行い、留年者・退学者を出さないように努めている。

さらに、各学部において、その特性に応じた充実したサポート体制を設けている。新設する

理工学部においても、これまでの知見を活かし、充実したサポートを行っていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（30 ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、学びたい意欲を有する者に門戸

を開き、積極的に受け入れる一方で、本学

科の教育課程を円滑に履修できるよう、入

学前教育及び初年次教育を充実させる。理

工学部の入学予定者に対しては、数学・理

科・情報・国語・英語の入学前教育（学科に

より科目等が異なる）として e ラーニング

を提供する。さらに入学後には、プレース

メントテストを実施することにより学生ご

との教科別の習熟度を判定し学修支援を行

う。本学部各学科での学修に不安を感じて

いる者や特定分野の能力が不足している者

に対しては、「リメディアル学内講習会（補

習）」を開催する。また、チューター（クラ

ス担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

 

 

 

（30 ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、入学予定者に対して令和2（2020）

年度から入学前教育（準備学習）として、高

等学校学習分野の通信課題（eラーニング）

への取り組みを全学的に義務付けており、

入学後の学修に必要となる基礎的な知識と

理解を深めることで、各学科の専門教育へ

のスムーズな接続を可能としてきた実績が

ある。令和 7（2025）年度以降の理工学部の

入学予定者に対しても、数学・理科・情報・

国語・英語の入学前教育を同様に実施する。

さらに入学後には、プレースメントテスト

を実施することにより学生ごとの教科別の

習熟度を判定し学修支援を行う。プレース

メントテストの実施及び分析報告は、イン

スティテューショナル・リサーチ委員会（IR

委員会）が担当し、本学部各学科での学修

に不安を感じている者や特定分野の能力が

不足している者に対して、チューター及び

学習支援センターが連携して指導を行う。
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加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「情報基礎数

学Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」、建築学科では「建

築基礎数学」「建築基礎物理」といった科目

を配置し、各学科の基盤となる理数系科目

について基礎から段階的に学修すること

で、4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるように

設計している。 

（略） 

加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「基礎数学」、

建築学科では「建築基礎数学」「建築基礎物

理」といった科目を配置し、各学科の基盤

となる理数系科目について基礎から段階的

に学修することで、4 年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標を

達成できるように設計している。 

 

（略） 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（80 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

下表の通り入学者選抜を行う。 

 

（75 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

本学部では 3 学科に共通して以下の通り入

学者選抜を行う。 

 

 

（新） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段階評価して合否判定

する。併せて、生物科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化

学基礎」、情報科学科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び

「数学Ⅱ」を抜き出し、その評定値を5段階で評価し合否判定基

準に加える。 
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総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目に係るテスト）、

自己推薦書を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は

「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築

学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、そ

の評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

一般選抜 22 

学力試験を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は「調

査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築学科

は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、その評

定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 
10 

大学入学共通テストの得点により合否判定する。併せて、生物

科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学

科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き

出し、その評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に

加える。 

社会人特別選抜 若干名 

小論文、面接を5段階評価して合否判定する。併せて、生物科学

科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と

建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、

その評定値を5段階で評価し合否判定基準に加える。 

 

（旧） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 
小論文、出身学校長の推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目

に係るテスト）、自己推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

一般選抜 22 学力試験、調査書を資料として総合判定する。 

大学入学共通テスト利用選抜 10 
大学入学共通テストの得点と調査書を資料とし

て総合判定する。 

社会人特別選抜 若干名 小論文、面接、調査書を資料として総合判定する。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（81 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

全ての入試制度において、生物科学科の

受験者は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科の受験者は「数学Ⅰ」

及び「数学Ⅱ」を履修していることを前提

とし、「調査書」のこれら 2科目の評定値を

「5段階評価」または「点数化」して合否基

準に加え合否の決定を行う。 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者を対象とする。「調査書」において、

生物科学科は「生物基礎」及び「化学基

礎」を、情報科学科と建築学科は「数学

Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を5段階評価し、そ

の他の小論文、出身学校長の推薦書と

併せて合否判定する。なお、出身学校

長の推薦書には、本人の学習歴や活動

歴を踏まえた「知識・技能」「思考力・

判断力・表現力」「主体性を持って多様

な人々と協働して学ぶ態度」に関して

の記載を求めるものとする。 

2）総合型選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、その他の授業理解試験、

（77ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者に対して、小論文、出身学校長の推薦

書、調査書を資料として総合判定する。 

 

 

 

なお、出身学校長の

推薦書には、本人の学習歴や活動歴を

踏まえた「知識・技能」「思考力・判断

力・表現力」「主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度」に関しての

記載を求めるものとする。 

2）総合型選抜 

授業理解試験のほか、面接、基礎学

力調査（「数学」「理科」「情報」「国語」

「英語」から選択2科目）、出願書類（自

己推薦書、調査書）などにより、受験者

の基礎学力と理工学部各学科の学びへ
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面接、基礎学力調査（「数学」「理科」「情

報」「国語」「英語」から選択2科目）、自

己推薦書等（選抜により方法・配点は

異なる）と併せて、受験者の基礎学力

と理工学部各学科の学びへの関心・意

欲をもとに合否判定する。 

3）一般選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、本学独自の学力試験（「数

学」「理科」「情報」「国語」「英語」から

2科目を選択）と併せて、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに合否判定

する。 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、大学入学共通テストの得

点（選抜により配点は異なる）と併せ

て、受験者の基礎学力と意欲・向上心

をもとに合否判定する。 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 

5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とする。「調査書」において、生物科学

の関心・意欲をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

3）一般選抜 

本学独自の学力試験（「数学」「理科」

「情報」「国語」「英語」から2科目を選

択）と調査書をもとに、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに総合判定

する。 

 

 

 

 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

大学入学共通テストの得点と調査

書をもとに、受験者の基礎学力と意欲・

向上心をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 

5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とし、小論文、面接、調査書を資料とし
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科は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科は「数学Ⅰ」及

び「数学Ⅱ」を5段階評価し、その他の

小論文、面接と併せて合否判定する。 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心を評価するとともに、生物科学

科においては「生物基礎」「化学基礎」、

情報科学科及び建築学科においては「数

学Ⅰ」「数学Ⅱ」の学習状況を含め、本学

の教育を受けるに必要な基礎学力を有

しているか否かを評価・判定の基準とす

る。 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ

とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

て総合判定する。 

 

 

 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心、理数系科目も含めた総合的な

基礎学力を有しているか否かを評価・判

定の基準とする。 

 

 

 

 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ

とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

－審査意見（6月）（本文）－43－



 

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学は先述の通り、

学科別に指定する理数系科目を含めた

基礎学力を調査書により評価または点

数化するとともに、アドミッション・ポ

リシーにおける中核的な資質・能力の1

つに「目標に向けて主体的に学び続ける

意欲と向上心の強い人（AP3）」を指定す

ることで、主体的に学び続ける意欲や向

上心、そして総合的な学力及び本学科の

教育を受けるに必要な基礎学力のある

学生を積極的に受入れ、後述する入学前

教育及び初年次の学修支援等により大

学として責任を持って教育することで、

各学科のディプロマ・ポリシーの達成は

可能であると考える。 

理工学部の入学予定者に対しては、数

学・理科・情報・国語・英語の入学前教

育（学科により科目等が異なる）として

eラーニングを提供する。さらに入学後

には、プレースメントテストを実施する

ことにより学生ごとの教科別の習熟度

を判定し学修支援を行う。本学部各学科

での学修に不安を感じている者や特定

分野の能力が不足している者に対して

は、「リメディアル学内講習会（補習）」

を開催する。また、チューター（クラス

担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

本学は、文学部、教育学部、心理学部、

現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、

看護学部の7学部を擁しており、各学部

において、新設する理工学部と同様にそ

の特性に応じた充実したサポート体制

を設けている。その結果、退学者は、令

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学はアドミッショ

ン・ポリシーにおける中核的な資質・能

力の1つに「目標に向けて主体的に学び

続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」を

指定することで、入学者選抜時に特定の

理数系科目の学力に不十分な点があっ

たとしても、意欲のある学生を積極的に

受入れ、後述する入学前教育及び初年次

の学修支援等により大学として責任を

持って教育することで、各学科のディプ

ロマ・ポリシーの達成は可能であると考

える。 

 

 

 

本学では入学予定者に対して令和2

（2020）年度から入学前教育（準備学習）

として、高等学校学習分野の通信課題（e

ラーニング）への取り組みを全学的に義

務付けており、入学後の学修に必要とな

る基礎的な知識と理解を深めることで、

各学科の専門教育へのスムーズな接続

を可能としてきた実績がある。令和7

（2025）年度以降の理工学部の入学予定

者に対しても、数学・理科・情報・国語・

英語の入学前教育を同様に実施する。さ

らに入学後には、プレースメントテスト

を実施することにより学生ごとの教科

別の習熟度を判定し学修支援を行う。プ

レースメントテストの実施及び分析報

告は、インスティテューショナル・リサ

ーチ委員会（IR委員会）が担当し、本学

部各学科での学修に不安を感じている

者や特定分野の能力が不足している者
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和5（2023）年5月1日時点で、大学全体

0.5%となっており極めて少ないことか

らも充実した支援ができていると自負

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「情

報基礎数学Ⅰ・Ⅱ」、建築学科では「建築

基礎数学」「建築基礎物理」といった主要

授業科目を配置し、各学科の基盤となる

に対して、チューター及び学習支援セン

ターが連携して指導を行う。入学後の学

修支援の実績としては、薬学部において

新入生ガイダンス時に化学・生物・物理

の基礎学力のプレースメントテストと

理科の履修状況調査を行い、基礎学力が

不足していると判定された学生と未履

修の理科科目がある学生には、初年次教

育プログラムを受講させている。このプ

ログラムは、独自のワークブックを事前

に自学自習させた後、講義と問題演習を

実施する課外学習であり、効率的な学修

が可能である。学生個人の習熟度はチュ

ーターに報告されるため、チューターに

よる受講学生へのフォローアップが機

動的になされている。このプログラム

は、リメディアルの一環であることから

1年次のうちに完結するように編成され

ている。 

このように本学では、高等学校におけ

る履修の多様化を踏まえた上で、学力及

び学習歴の異なる学生に対して入学前・

入学後の学習支援を充実させており、大

学で学びたい意欲を有する者に門戸を

広げてきた実績がある。退学者は、令和

5（2023）年5月1日時点で、大学全体0.5%

となっており極めて少ないことからも

充実した支援ができていると自負して

いる。 

加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「基

礎数学」、建築学科では「建築基礎数学」

「建築基礎物理」といった科目を配置

し、各学科の基盤となる理数系科目につ
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理数系科目について基礎から段階的に

学修することで、4年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標

を達成できるように設計している。 

（略） 

 

いて基礎から段階的に学修することで、

4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるよ

うに設計している。 

（略） 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（24 ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

「リメディアル学内講習会（補習）」を開催

する。また、チューター（クラス担任）及び

学習支援センターが個別支援やアドバイス

等を行う。加えて各学科において、生物科

学科では、1年次に「基礎生物学」「基礎化

学」（各必修科目）を開設する。 

 

（略） 

情報科学科では、1 年次に「情報基礎数学

Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」（各必修科目）を開設

する。「情報基礎数学Ⅰ」では、情報科学の

基礎となるｎ進数、整数、浮動小数点数、確

率、統計的推論、数列、行列演算など、「情

報基礎数学Ⅱ」では、ベクトル、指数関数、

対数関数、三角関数、微分法、積分法などに

（24ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

チューター（クラス担任）及び学習支援セ

ンターが連携して補修指導を行う。加えて

各学科において、生物科学科では、「生物」

「化学」に関する基礎知識に不安がある学

生（＝文系想定）は、1年次に「基礎生物学」

「基礎化学」（各選択科目）の履修を推奨す

る。 

（略） 

情報科学科では、「数学」に関して不安があ

る学生（＝文系想定）は、1年次に「基礎数

学」（選択科目）の履修を推奨する。「基礎数

学」では、情報科学の基礎となる 2 進数や

8進数、16 進数の取り扱い、2進数での加減

乗除算の原理、シフト演算と論理演算、整

数及び浮動小数点数の表現などについて高
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ついて、高等学校学習分野の発展領域を対

象に詳しく学ぶ。建築学科では、1 年次に

「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各必修

科目）を開設する。 

 

（略） 

等学校学習分野の発展領域を対象に詳しく

学ぶ。建築学科では、「数学」「物理」に関し

て不安がある学生（＝文系想定）は、1年次

に「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各選択

科目）を履修する。 

（略） 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

４．授業科目「基礎生物学」及び「基礎化学」は選択科目であるが、両科目は本学科の教

育課程を履修する上で必要となる生物学や化学の基礎的な知識を教授する内容であ

り、シラバスでも「専門科目の学修につなげるための十分な礎をつくる。」と説明し

ていることを踏まえると、教育課程を体系的に履修するためには履修が必須の科目で

あるように見受けられることから、教育課程が適切に編成されているとは判断するこ

とができない。このため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、両科目を履修せ

ずとも教育課程を体系的に履修することが可能であることについて明確かつ具体的

に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、「基礎生物学」及び「基礎化学」を選択科目から必修科目に変更し、本学

科の学修に必要な基礎的な知識の獲得を担保する。 

 

（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 12ページ） 

新 旧 

基礎生物学 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

基礎生物学 

主要授業科目  

単位数    選択 2単位 

基礎化学 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

基礎化学 

主要授業科目  

単位数    選択 2単位 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

５．授業科目「卒業論文」について、シラバスにおいて「授業としては開講せずに、『卒

業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ』と連携した研究指導・論文作成指導として、担当教員が個別の学

生に対し、随時指導を行う」授業計画であることが説明されているが、卒業論文を執

筆するに当たっての研究指導や論文作成指導は、授業科目「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ」で

も行う計画であり、学修内容が重複しているように見受けられることから、大学設置

基準第 21条第２項における「1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容を

もって構成する」規定や、同条第３項における「卒業論文…の授業科目については、

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、こ

れらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる」規定を適切に満たし

ているか疑義がある。このため、授業科目「卒業論文」と「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ」の

科目内容の違いや授与する単位数の妥当性について明確かつ具体的に説明すること

により、大学設置基準第 21 条第２項及び同条第３項の規定を適切に満たしているこ

とについて明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

審査意見を踏まえ、卒業論文の執筆及び発表を「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ（各 1 単位・30 時

間）」で行うこととし、「卒業論文」を削除する。これに伴い、「卒業研究Ⅲ」のシラバスを

一部変更する。当初、「卒業論文」は、4 年間の学修で得られた知識と技能をもとに卒業論

文を作成し、卒業論文発表会を経て完成させる科目として設定していた。一方、「卒業研究

Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」は、学生が各自のテーマに沿って教員の指導を受けながら、研究計画に従って

研究課題を遂行する科目として設定していた。審査意見を受け検討した結果、卒業論文作成

指導と研究指導は並行して実施することが多く、「卒業研究」に卒業論文の作成及び卒業研

究発表を含める方が明瞭であるとの結論に至った。さらに、「卒業論文」を削除しても、養

成する人材像やディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを達成できるか検証した。

その結果、「卒業論文」はディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーを構成する DP1・

CP1（倫理観・使命感）、DP2・CP2（知識・技能・態度）、DP3・CP3（思考力・判断力・表現

力）、DP4・CP4（自律性の確立）、DP5・CP5（社会性・コミュニケーション能力）と相関があ

る科目として設定していたが、本科目を削除しても「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」及び他の主要授

業科目を履修することで、養成人材像やディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを

達成できることが確認できた。 
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（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 13ページ） 

新 旧 

（削除） 

 

 

卒業論文 

配当年次   4通 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

 

（新旧対照表）シラバス 

別添 13 新「卒業研究Ⅲ」 

別添 14 旧「卒業研究Ⅲ」 

別添 15 旧「卒業論文」 
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（是正事項）理工学部 生物科学科 

６．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・

基準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出

を求めることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否か

を評価・判定の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にど

の科目をどこまで学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総

合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理

数系科目を選択する必要がないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求め

られる知識を適切に評価・判定できる入学者選抜になっているのか疑義がある。この

ため、全ての入試制度で求めている「調査書」において、理数系科目のうち、どの科

目をどこまで学習していることを求めているのか、学科ごとに明確に説明するとと

もに、総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜において、試験科目とし

て必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性について、各学科の教育

課程や関連する審査意見への対応を踏まえ、具体的に説明することにより、本学部の

入学者選抜が教育課程の履修に必要な知識を適切に評価・判定するものであること

を明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、「審査意見Ｎｏ．６」は、「審査意見Ｎｏ．３」と一体として具体的に説明

する方が明瞭であると判断し、「審査意見Ｎｏ．６」に対する回答を「審査意見Ｎｏ．３」

に併せて記述した。 

また、新旧対照表も「審査意見Ｎｏ．３」と同様である。 
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（口頭伝達事項）理工学部 生物科学科 

７．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-1 理工学部 生物科学科の養成人

材像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプ

ロマ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。

また、AP8と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

 

（対応） 

 意見を踏まえて「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-1 理工学部 生物科

学科の養成人材像及び 3つのポリシーの対応」の見直しを行い、CP7【学修成果の評価】及

び AP8を適切な表現に改めた。 

CP7【学修成果の評価】は全ての授業科目を対象としており、ディプロマ・ポリシーを踏

まえた学生の学修成果の評価及び教育の質を担保する方法について示している。 

なお、AP8は DP3を達成するための高等学校卒業程度の基礎的な思考力・判断力・表現力

を意味し、生物科学科における専門的な学修を通して DP3及び養成する人材像に示す「『食』

『資源』『環境』に関わる諸問題を解決するための思考力・判断力・表現力」を養成する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料） 

別添 16 新【資料 7-1】「理工学部 生物科学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 

別添 17 旧【資料 7-1】「理工学部 生物科学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 
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審査意見への対応を記載した書類（6月） 

 

（目次）理工学部 情報科学科 

【教育課程等】 

１．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学

者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学生を

積極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３)多様な学生の受入れ、理工系人材育成

のための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、数学・理

科・情報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、プレースメ

ントテストを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学修支援を行

う。」と説明しているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育の内容が不

明確であることから、本学科の教育課程を履修する学生がどのような知識・能力を有し

ていることを前提としているのか判然とせず、履修する学生の知識・能力を踏まえ、本

学科の教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。このため、関連

する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育

の内容を明らかにし、当該教育内容と本学科の教育課程の対応関係を示すことにより、

入学前教育により補完される知識・能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成され

ていることを明確かつ具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。

【学部共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5 

 

２．授業科目「基礎数学」は選択科目であるが、本学科の教育課程を履修する上で必要

となる数学の基礎的な知識を教授する内容であり、シラバスでも「大学での学修で必要

となる数学の基礎的かつ重要な内容を学修し、情報科学科での学びがより円滑に展開で

きるようになることを目指す。」と説明していることを踏まえると、教育課程を体系的

に履修するためには履修が必須の科目であるように見受けられることから、教育課程が

適切に編成されているとは判断することができない。このため、関連する審査意見への

対応を踏まえつつ、本科目を履修せずとも教育課程を体系的に履修することが可能であ

ることについて明確かつ具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。

（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

 

３．授業科目「卒業制作・論文」について、シラバスにおいて「授業としては開講せず

に、『卒業研究 I〜IV』と連携した研究指導・制作・論文作成指導として、担当教員が個

別の学生に対し、随時指導を行う」授業計画であることが説明されているが、卒業作品

の制作や卒業論文の執筆に当たっての指導は、授業科目「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」で

も行う計画であり、学修内容が重複しているように見受けられることから、大学設置基

準第 21 条第２項における「1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容をもっ
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て構成する」規定や、同条第３項における「卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科

目については、これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる

場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる」規定を適

切に満たしているか疑義がある。このため、授業科目「卒業制作・論文」と「卒業研究

I・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」の科目内容の違いや授与する単位数の妥当性について明確かつ具体的

に説明することにより、大学設置基準第 21条第２項及び同条第３項の規定を適切に満

たしていることについて明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。（是

正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 

 

【入学者選抜】 

４．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・

基準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出を

求めることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否かを評

価・判定の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にどの科目

をどこまで学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総合型選抜や

一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理数系科目を選

択する必要がないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求められる知識を適切

に評価・判定できる入学者選抜になっているのか疑義がある。このため、全ての入試制

度で求めている「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこまで学習して

いることを求めているのか、学科ごとに明確に説明するとともに、総合型選抜や一般選

抜、大学入学共通テスト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択

する必要がないことの妥当性について、各学科の教育課程や関連する審査意見への対応

を踏まえ、具体的に説明することにより、本学部の入学者選抜が教育課程の履修に必要

な知識を適切に評価・判定するものであることを明確にすること。また、必要に応じて

適切に改めること。【学部共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・29 

 

【教育研究実施組織】 

５．教員資格審査において、「不可」や「保留」、「適格な職位・区分であれば可」となっ

た授業科目について、当該授業科目を担当する教員を基幹教員以外の教員で補充する場

合には、主要授業科目は原則として基幹教員が担当することとなっていることを踏ま

え、当該授業科目の教育課程における位置付け等を明確にした上で、当該教員を後任と

して補充することの妥当性について説明すること。（是正事項）・・・・・・・・・・30 

 

６．基幹教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性の観点から、

若手教員の採用計画など教育研究実施組織の将来構想を明確にすること。（改善事

項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 
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【施設・設備等】 

７．本学科の入学者に全学部共通で配付するノートパソコンについて、「設置の趣旨等を

記載した書類(本文)」の「⑪2.校舎等施設の整備計画」において、「Adobe Creative 

Cloud 等のソフトウェアがインストールされており、情報科学科の授業科目を円滑に受

講するために必要なスペックを有している。」と説明している。しかしながら、シラバ

スを確認すると、授業科目「画像処理演習」ではアプリケーション「Photoshop」の使

用に加えて、授業科目「映像処理演習」ではより高度な情報処理能力が求められるアプ

リケーション「After Effects」や「Premiere」の使用を計画しているが、これらのア

プリケーションの情報処理を可能とする GPU (Graphics Processing Unit)に関する説明

がないことから、本学科の授業科目を履修するのに適した性能を有するノートパソコン

かどうか判断することができない。このため、本学科の授業科目において使用が想定さ

れている Adobe Creative Cloud の具体的なアプリケーションや GPU に関して具体的に

説明することにより、本学科の入学者に配付するノートパソコンが本学科の授業科目を

履修するのに適した性能を有することについて明らかにすることが望ましい。（改善事

項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37 

 

 

（口頭伝達事項） 

8．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-2 理工学部 情報科学科の養成人材

像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプロ

マ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。ま

た、AP8 と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 
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（是正事項）理工学部 情報科学科 

１．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学

者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学

生を積極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３)多様な学生の受入れ、理工系人

材育成のための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、数

学・理科・情報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、プ

レースメントテストを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学修

支援を行う。」と説明しているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育

の内容が不明確であることから、本学科の教育課程を履修する学生がどのような知

識・能力を有していることを前提としているのか判然とせず、履修する学生の知識・

能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成されているとは判断することができ

ない。このため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の入学予定者に対

して実施する入学前教育の内容を明らかにし、当該教育内容と本学科の教育課程の

対応関係を示すことにより、入学前教育により補完される知識・能力を踏まえ、本学

科の教育課程が適切に編成されていることを明確かつ具体的に説明するとともに、

必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、入学前教育の内容、学生がどのような知識・能力を有していることを前提

として教育課程を履修するのか等について、次頁以降に具体的に説明する。なお専門教育科

目「基礎数学」は、「審査意見Ｎｏ．２」の対応の通り、選択科目から必修科目に変更する

とともに、「情報基礎数学Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」の 2科目に改編（名称変更含む）する。ま

た、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」「⑧１.選抜方法・基準」に記述した「入学者選

抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても」の部分は削除する。 

 

説明するにあたり、「審査意見Ｎｏ．１」の前提として「審査意見Ｎｏ．４」があるため、

「審査意見Ｎｏ．４」で指摘された“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目を

どこまで学習していることを求めているのか”及び“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通

テスト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないこと

の妥当性”についても、前述の入学前教育と一体となるものとして併せて具体的に説明する。 

 

①背景 

内閣官房の教育未来創造会議の提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方

について（第一次提言）（令和 4（2022）年 5月）」によると、我が国の理工系への入学者の

比率は 17％であり、OECD（経済協力開発機構）加盟 38ヵ国の平均 27％と比較しても極めて

低く、特に女子大学生はわずか 7％と、OECD 加盟 38 ヵ国の中で大幅に低い状況である。こ
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れを受けて本提言の中で、今後特に重視する人材育成の視点として、「理工系等を専攻する

女性の増加」が掲げられている。また同提言の中で、我が国の女性の理工系人材不足の要因

として高等学校段階での理系離れが述べられている。高校 1 年生では比較的高い理数リテ

ラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理系を選

択する生徒は約 2割となっている。特に女子においては、理数リテラシーについては男子生

徒と大きく差はみられないが、文理選択で理系を選択する生徒は男子 27％に対し女子は

16％に留まっている。これらのことから文系でも理数リテラシーが高い女子生徒が一定数

存在することがわかる。 

本学では、これらの背景及び文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント

指針（追補）」（令和 5（2023）年 2月 24 日）において示された次の事項『「卒業認定・学位

授与の方針」に定められた学修目標を達成できるよう、学生の教育に責任を持って取り組む

前提で、各大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な

受入れを図る学位プログラム等は、学力検査において本来求めてもよい教科・科目をあえて

課さないこともありえる。この場合、高等学校の履修の実態も踏まえつつ、あらかじめ履修

すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用することや、大学や学生の実

情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切な措置を講じることが必要

である』を踏まえて、入学者選抜及び入学前教育並びに入学後の教育について検討した。 

 

②入学者選抜 

本学理工学部情報科学科の入学者選抜においては、理系からの入学希望者はもとより、文

系からの入学希望者であっても、本学科の分野に対して深い興味と関心を抱き、総合的な基

礎学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎学力を有する受験者を受入れ、本学科の教

育課程を履修することにより理工系人材として社会で活躍できる女性人材の育成を目指す。

これは、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針（追補）」

（令和 5（2023）年 2 月 24 日）における「学生の教育に責任を持って取り組む前提で、各

大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な受入れを図

る学位プログラム」に相当する。アドミッション・ポリシーでは、「目標に向けて主体的に

学び続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」「高等学校卒業程度の十分な基礎学力と、本学の

教育を受けるに必要な基礎学力（AP5）」及び「読解、表現、コミュニケーションに必要とさ

れる基礎学力(AP6)」を中核的な資質・能力として位置付けている。これらの資質・能力を

有する学生は、大学教育においてその素質をさらに発展させるとともに、専門的な知識と技

能を身に付けることが可能であると見込んでいる。 

「審査意見Ｎｏ．４」の指摘“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこ

まで学習していることを求めているのか”を踏まえ、「調査書」における評価について記述

する。次項の表 1-1「令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準」に示す通り、それ

ぞれの入学者選抜方法の特徴を活かしながら、全ての入学者選抜において「数学Ⅰ」及び「数
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学Ⅱ」を履修していることを前提に「調査書」のこれら 2科目の評定値を「5段階評価」ま

たは「点数化」して合否の判定基準に加え合否の決定を行うことに変更する。 

本学情報科学科は、理系からの入学希望者はもとより、文系からの入学希望者であっても、

本学科に強い興味・関心を抱き、総合的な基礎学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎

学力を有する受験者を受け入れ、女子理系人材の育成・拡充を図ることを目的としている。

そのため、本学情報科学科の入学者選抜では文系からの入学希望者でも受験可能な数学の

範囲である「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」（微分・積分を含む）を評価対象とする。 

 

表 1-1 令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準 

入試制度 審査意見前 今回の対応 

学校推薦型選抜 

小論文、出身学校長の推

薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段

階評価して合否判定する。併せて、「調査

書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出し、その評

定値を5段階で評価し合否判定基準に加え

る。 

総合型選抜 

授業理解試験、面接、基

礎学力調査（教科・科目

に係るテスト）、自己推薦

書、調査書を資料として

総合判定する。 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・

科目に係るテスト）、自己推薦書を点数化

して合否判定する。併せて、「調査書」の

「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出し、その評定値に

より配点(50点を満点)し、合否判定基準に

加える。 

一般選抜 
学力試験、調査書を資料

として総合判定する。 

学力試験を点数化して合否判定する。併せ

て、「調査書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出

し、その評定値により配点(50点を満点)

し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 

大学入学共通テストの得

点と調査書を資料として

総合判定する。 

大学入学共通テストの得点により合否判

定する。併せて、「調査書」の「数学Ⅰ・

Ⅱ」を抜き出し、その評定値により配点(50

点を満点)し、合否判定基準に加える。 

社会人特別選抜 

小論文、面接、調査書を

資料として総合判定す

る。 

小論文、面接を5段階評価して合否判定す

る。併せて、「調査書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」

を抜き出し、その評定値を5段階で評価し

合否判定基準に加える。 

 

表 1-1 の示す通り、「学校推薦型選抜」及び「社会人特別選抜」では、「調査書」において

「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値を 5 段階評価し、その他の「小論文（5 段階評価）」等
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と併せて合否を判定する。「総合型選抜」「一般選抜」「大学入学共通テスト利用選抜」では、

「調査書」を 50点満点とし、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づいて点数化し、その

他の「学力試験（選抜により配点が異なる）」等と併せて合否を判定する。 

「審査意見Ｎｏ．４」の指摘“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜にお

いて、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性”について説

明する。前述の通り、それぞれの入学者選抜方法の特徴を活かしながら、全ての入学者選抜

において「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の履修を前提とし、「調査書」においてこれら 2科目を

評点化または点数化して合否判定基準に加えることで、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の履修歴

と理解度を担保し、かつ充実した入学前教育及びリメディアル教育を用意し、入学後の教育

に繋げる。これにより、試験科目として必ずしも理数系科目を選択させなくても、本学科の

教育を受けるに必要な基礎学力を担保することが可能である。 

入学者選抜において数学を試験科目として揃えながらも、必須選択科目として学力試験

を課さない理由は、高校段階で「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を履修し一定水準に達しているも

のの、文系に特化した受験準備しか行っていない高校生でも、別途対策を行うことなく受験

できる環境を整えるためである。これにより、前述した『高校 1年生では比較的高い理数リ

テラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理系を

選択する生徒は約 2割となっている』状況に対し、一旦理系志願から離れた女子高校生を引

き戻し、対象とする受験者層を広げ、潜在的に能力を有する女子理系人材の発掘と拡充を実

践するためである。なお、「数学Ⅲ」については、既に複数の総合大学工学系学科（情報工

学系学科）及び女子大学工学科において試験科目に採用していない実績がある。 

前述した入学者選抜方法を採用して「調査書」における「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を評点

化・点数化して合否判定することで、『「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」（微分・積分を含む）の履

修歴と理解度を担保すること』並びに『女子理系人材の育成・拡充を図ること』の 2つを両

立させる。 

 

上記を踏まえ、情報科学科の入学者選抜・入学前教育・初年次教育の流れは一体として考

えるべきものとして、まずは次頁の図 1-1「入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・

教育課程の展開の流れ」において、全体の概要をチャート形式で示したのち、詳細について

説明する。 
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図 1-1 入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・教育課程の展開の流れ 
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③入学前教育 

 本学情報科学科の入学前教育は、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学

マネジメント指針（追補）」（令和 5（2023）年 2 月 24 日）の「高等学校の履修の実態も踏

まえつつ、あらかじめ履修すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用す

ることや、大学や学生の実情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切

な措置を講じることが必要である」という方針を踏まえ、前項の図 1-1 に示した「２．入学

前教育の実施」の通り行う。 

入学者選抜における「調査書」の点数化等により、入学予定者が「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」

（微分・積分含む）を履修済であり、一定の水準以上にあることが確認できる。入学予定者

には、情報科学科独自の入学前教育として、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」（微分・積分を含む）

の eラーニングを提供し、学力の維持及び学習到達度の担保を図る。また入学予定者には、

「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を理解していることを前提に、情報科学科の教育課程が基礎から

段階的に展開されるため、学習到達度を確認することを目的として、入学直後に「数学Ⅰ・

Ⅱ」のプレースメントテストを実施し、一定の基準（75 点以下を予定）を下回った者には

リメディアル教育の受講が義務付けられることを周知する。さらに、学習に不安を抱える学

生への充実したサポート体制について周知し、学習不安の解消と学習意欲の一層の向上を

図る。 

入学前教育における e ラーニングは、まず「まとめ演習」を受講し、AI による理解度診

断に基づいて各個人の不得意な単元や問題を特定する。特定された単元等において、講義の

視聴や基礎的な演習の繰り返しにより知識の習得を図る。AI 診断により理解できるまで学

習が繰り返されるため、不得意な単元等の量及び学習到達度により学習時間は異なるが、所

要時間は 14～20 時間を想定している（e ラーニング受講履歴より算出）。また、「まとめ演

習」を終了した者で、さらに学びの継続を希望する者は、単元ごとに学習を積み重ねること

も可能である。その場合、基礎レベル（教科書の例題相当）、標準レベル（教科書の標準問

題相当）、発展レベル（教科書の応用問題相当）から各個人に応じたレベルを選択すること

ができる。 

e ラーニング期間中は、情報科学科の入学前教育担当教員が、受講者の学習時間や学習進

捗状況、問題の正答率、単元ごとの理解度等を確認し、必要に応じてカウンセリング等のフ

ォローアップを行う。 

 

④プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会（補習）による学習到達度の担保 

プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会については、前項の図 1-1 の「３．リ

メディアル教育の実施」に示す通りである。 

全ての学生が入学直後に、大学全体で実施する「英語」「数学」「国語」のプレースメント

テストを行う。「英語」のプレースメントテストの結果は、共通教育科目「英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ」のクラス分けの指標として使用する。さらに、情報科学科独自の「数学Ⅰ・
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Ⅱ」のプレースメントテストも実施する。大学全体で実施する「数学」のプレースメントテ

ストの内容は、情報科学科独自のプレースメントテストと出題範囲が異なるため、学科独自

のプレースメントテストを別途実施する。情報科学科独自のプレースメントテストで得点

が一定の基準（75 点以下を予定）を下回った学生及び数学に関する学修に不安を抱えてい

る学生に対しては、1年次 4月の第 2週目以降から計 6回（1回 90 分）の「数学リメディア

ル学内講習会（補習）」を開催し、学習到達度の担保を図る。講習会終了時にはテストを実

施し、得点が一定の基準（75 点以下を予定）を下回った学生には、チューター（クラス担

任）との個別面談を実施し課題を課す。チューターは、課題の進め方などの学習指導を行う。 

 

⑤サポート体制 

特別科目「まほろば教養ゼミⅠ～Ⅳ（各 1単位・必修）」を担当するチューター（クラス

担任）は、高等学校における数学の学習到達度、プレースメントテストの結果、リメディア

ル学内講習会の成果、教育課程における成績を総合的に把握することで、学生一人ひとりの

状況を踏まえた学修支援を行う。具体的には、必要に応じて個別面談を実施し、履修指導や

学習指導を行う。また学生の状況は、情報科学科の全教職員が参加する学科会議（月に 1回

程度開催）において情報を共有し、学科全体でサポートする。大学全体としては、学生が気

軽に訪れることができるアカデミックサポートエリアに「学習支援センター」を設置してお

り、学習に悩む学生の相談窓口として機能している。希望者には、学習支援センター所属の

教員による個別指導やアドバイス等の支援を提供する。 

本学は、文学部、教育学部、心理学部、現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、看護学部

の 7 学部を擁しており、いずれの学部においてもチューターや学習支援センターを中心と

する充実したサポート体制を整えている。その結果、令和 5（2023）年 5月 1日時点におけ

る大学全体の退学率は 0.5%と極めて低い。新設する理工学部においても、チューターをは

じめとする学科教職員や学習支援センター、学生センター等が中心となり、学生一人ひとり

の学習指導やメンタルサポートなど、学生生活全般にわたって学生の身近なアドバイザー

として学生を支援する。 

 

⑥教育課程における教育 

情報科学科における教育課程の展開は、図 1-1 の「４．専門教育科目『情報基礎数学Ⅰ』

『情報基礎数学Ⅱ』及び教育課程の展開」に示す通りである。情報科学科の教育課程は、入

学者全員が高等学校での学習分野「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」（微分・積分を含む）を理解し

ていることを前提としており、入学前教育及びリメディアル学内講習会を通して学習到達

度を担保し、初年次から始まる教育課程の基礎科目群での円滑な学びに繋げ、基礎から段階

的に展開する。 

情報科学科で必要となる数学の知識に関しては、情報科学の基礎を形成する重要な概念

が高等学校の学習分野「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」に含まれている。これには、二次関数、方
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程式、指数関数・対数関数、三角関数、微積分などが含まれ、これらの内容は大学での情報

科学の学修に不可欠な基本知識である。入学後、情報科学科での学びが進むにつれて、基礎

的な数学の理解に加え、数列、統計学、微積分の応用等の理解も必要となる。これらの数学

に関する知識は、1 年前期「情報基礎数学Ⅰ（必修）」及び 1 年後期「情報基礎数学Ⅱ（必

修）」において学び、情報科学科の基盤となる知識を強化する。これらの学びは、特に数学

に関する知識が必要となる専門教育科目「画像処理演習」（1 年後期）、「人工知能Ⅰ（機械

学習）」（1年後期）、「人工知能Ⅱ（深層学習）」（2年前期）、「人工知能Ⅲ（AI のための統計）」

（2年後期）へと効果的な学びの橋渡しとなるように設計している。 

 

以上の通り、本学科においては、高等学校において「数学Ⅰ（必修）」及び「数学Ⅱ」を

履修済であることを前提に、入学前教育で学習の補充と動機付けを図り、さらに入学直後か

らのリメディアル教育を併せて入学者の学修到達度を担保し、本学科の教育課程における

学修を円滑に進めるための仕組みを構築する。 

 

⑦本学の理系学部の成果 

以下に本学薬学部の例を挙げ、他学部（理系）における入学者選抜から初年次教育につい

て説明する。本学薬学部では、全ての入学者選抜において、理科の科目を課していないため

入学者の履修歴や学習到達度に差が生じる。これらに対し、どのような取り組みを行い、成

果を上げているかについて記述する。 

本学薬学部では、薬学を学ぶために必要な基礎分野として、物理系（物理化学‧分析化学）、

化学系（有機化学）、生物系（生化学・細胞生物学）などの科目を学修するために十分な基

礎学力を有する入学者を確保したいと考えている。しかし、高等学校における履修の多様化

や受験者の過度な負担を避けるため、少数科目による入学試験を実施している。「総合型選

抜（自己表現）」や「学校推薦型選抜」においては、理科の科目を課していないのが現状で

ある。また、「総合型選抜（専願・併願）」における理科の科目では、「化学基礎」及び「生

物基礎」のみを必須としている。「一般選抜」や「大学入学共通テスト利用選抜」では、選

抜日程等により異なるが、共通して理科の科目として「化学系科目」のみを必須としている。

このように、入学後において物理系、化学系、生物系科目の履修が必要である場合でも、入

学者選抜時に全科目の学力試験を課すことや、高等学校において全ての科目を履修済であ

ることを条件としていない。入学前教育・リメディアル教育及び初年次教育においてその不

足を補完することにより、後述する状況を生み出している。 

履修歴の異なる学生が入学している現状を踏まえ、薬学部独自の入学前教育・リメディア

ル教育・初年次教育を実施している。全ての学生が、入学後の早い段階で高等学校学習分野

「物理基礎」「化学基礎」「生物基礎」の知識を確実に修得できるようにしている。そのうえ

で、専門教育科目として物理、化学、生物に関する薬学教育の基礎となる科目を配置してい

る。また、チューター（クラス担任）が中心となり、学科及び大学全体できめ細かいサポー
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トを実施している。 

私立大学薬学部においては、修業年限（6年）での卒業率（ストレート卒業率）の低さが

問題視されている。しかし、本学薬学部では上述の取り組みの結果、文部科学省「薬学部に

おける修学状況等令和 5（2023）年度調査結果」の通り、修業年限（6年）での卒業率が全

国平均 66.2%であるのに対し、本学薬学部では 84.3%と大幅に上回っている。これは、本学

薬学部における入学前教育・リメディアル教育・初年次教育の連携が効果的に機能している

証左であると考える。さらに本学薬学部では、卒業生に対するサポートも充実しており、卒

業生の累計国家試験合格率は 90.8％（平成 24年度～令和 5年度累計）に達している。現在

までの本学部の卒業生 909 名のうち、90.8%にあたる 825 名が薬剤師免許を取得し、社会で

活躍している。 

本学では、定員確保だけを目的として入学試験の合格ラインを引き下げることは行って

いない。受験者の主体的な学習意欲や向上心、そして総合的な学力及び本学の教育を受ける

に必要な基礎学力を評価・判定することで、入学者の質を確保することに努めている。また、

学生一人ひとりに寄り添った学習指導を行い、留年者・退学者を出さないように努めている。

さらに、各学部において、その特性に応じた充実したサポート体制を設けている。新設する

理工学部においても、これまでの知見を活かし、充実したサポートを行っていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（30 ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、学びたい意欲を有する者に門戸

を開き、積極的に受け入れる一方で、本学

科の教育課程を円滑に履修できるよう、入

学前教育及び初年次教育を充実させる。理

工学部の入学予定者に対しては、数学・理

科・情報・国語・英語の入学前教育（学科に

より科目等が異なる）として e ラーニング

を提供する。さらに入学後には、プレース

メントテストを実施することにより学生ご

との教科別の習熟度を判定し学修支援を行

う。本学部各学科での学修に不安を感じて

（30ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、入学予定者に対して令和2（2020）

年度から入学前教育（準備学習）として、高

等学校学習分野の通信課題（eラーニング）

への取り組みを全学的に義務付けており、

入学後の学修に必要となる基礎的な知識と

理解を深めることで、各学科の専門教育へ

のスムーズな接続を可能としてきた実績が

ある。令和 7（2025）年度以降の理工学部の

入学予定者に対しても、数学・理科・情報・

国語・英語の入学前教育を同様に実施する。

さらに入学後には、プレースメントテスト
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いる者や特定分野の能力が不足している者

に対しては、「リメディアル学内講習会（補

習）」を開催する。また、チューター（クラ

ス担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

 

 

 

加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「情報基礎数

学Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」、建築学科では「建

築基礎数学」「建築基礎物理」といった科目

を配置し、各学科の基盤となる理数系科目

について基礎から段階的に学修すること

で、4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるように

設計している。 

（略） 

を実施することにより学生ごとの教科別の

習熟度を判定し学修支援を行う。プレース

メントテストの実施及び分析報告は、イン

スティテューショナル・リサーチ委員会（IR

委員会）が担当し、本学部各学科での学修

に不安を感じている者や特定分野の能力が

不足している者に対して、チューター及び

学習支援センターが連携して指導を行う。

加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「基礎数学」、

建築学科では「建築基礎数学」「建築基礎物

理」といった科目を配置し、各学科の基盤

となる理数系科目について基礎から段階的

に学修することで、4 年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標を

達成できるように設計している。 

 

（略） 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（80 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

下表の通り入学者選抜を行う。 

 

（75 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

本学部では 3 学科に共通して以下の通り入

学者選抜を行う。 
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（新） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段階評価して合否判定

する。併せて、生物科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化

学基礎」、情報科学科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び

「数学Ⅱ」を抜き出し、その評定値を5段階で評価し合否判定基

準に加える。 

総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目に係るテスト）、

自己推薦書を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は

「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築

学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、そ

の評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

一般選抜 22 

学力試験を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は「調

査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築学科

は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、その評

定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 
10 

大学入学共通テストの得点により合否判定する。併せて、生物

科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学

科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き

出し、その評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に

加える。 

社会人特別選抜 若干名 

小論文、面接を5段階評価して合否判定する。併せて、生物科学

科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と

建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、

その評定値を5段階で評価し合否判定基準に加える。 

 

（旧） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 
小論文、出身学校長の推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目

に係るテスト）、自己推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

一般選抜 22 学力試験、調査書を資料として総合判定する。 
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大学入学共通テスト利用選抜 10 
大学入学共通テストの得点と調査書を資料とし

て総合判定する。 

社会人特別選抜 若干名 小論文、面接、調査書を資料として総合判定する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（81 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

全ての入試制度において、生物科学科の

受験者は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科の受験者は「数学Ⅰ」

及び「数学Ⅱ」を履修していることを前提

とし、「調査書」のこれら 2科目の評定値を

「5段階評価」または「点数化」して合否基

準に加え合否の決定を行う。 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者を対象とする。「調査書」において、

生物科学科は「生物基礎」及び「化学基

礎」を、情報科学科と建築学科は「数学

Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を5段階評価し、そ

の他の小論文、出身学校長の推薦書と

併せて合否判定する。なお、出身学校

長の推薦書には、本人の学習歴や活動

歴を踏まえた「知識・技能」「思考力・

判断力・表現力」「主体性を持って多様

な人々と協働して学ぶ態度」に関して

の記載を求めるものとする。 

 

（77 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者に対して、小論文、出身学校長の推薦

書、調査書を資料として総合判定する。 

 

 

 

なお、出身学校長の

推薦書には、本人の学習歴や活動歴を

踏まえた「知識・技能」「思考力・判断

力・表現力」「主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度」に関しての

記載を求めるものとする。 
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2）総合型選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、その他の授業理解試験、

面接、基礎学力調査（「数学」「理科」「情

報」「国語」「英語」から選択2科目）、自

己推薦書等（選抜により方法・配点は

異なる）と併せて、受験者の基礎学力

と理工学部各学科の学びへの関心・意

欲をもとに合否判定する。 

3）一般選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、本学独自の学力試験（「数

学」「理科」「情報」「国語」「英語」から

2科目を選択）と併せて、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに合否判定

する。 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、大学入学共通テストの得

点（選抜により配点は異なる）と併せ

て、受験者の基礎学力と意欲・向上心

をもとに合否判定する。 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 

2）総合型選抜 

授業理解試験のほか、面接、基礎学

力調査（「数学」「理科」「情報」「国語」

「英語」から選択2科目）、出願書類（自

己推薦書、調査書）などにより、受験者

の基礎学力と理工学部各学科の学びへ

の関心・意欲をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

3）一般選抜 

本学独自の学力試験（「数学」「理科」

「情報」「国語」「英語」から2科目を選

択）と調査書をもとに、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに総合判定

する。 

 

 

 

 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

大学入学共通テストの得点と調査

書をもとに、受験者の基礎学力と意欲・

向上心をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 
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5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とする。「調査書」において、生物科学

科は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科は「数学Ⅰ」及

び「数学Ⅱ」を5段階評価し、その他の

小論文、面接と併せて合否判定する。 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心を評価するとともに、生物科学

科においては「生物基礎」「化学基礎」、

情報科学科及び建築学科においては「数

学Ⅰ」「数学Ⅱ」の学習状況を含め、本学

の教育を受けるに必要な基礎学力を有

しているか否かを評価・判定の基準とす

る。 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ

5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とし、小論文、面接、調査書を資料とし

て総合判定する。 

 

 

 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心、理数系科目も含めた総合的な

基礎学力を有しているか否かを評価・判

定の基準とする。 

 

 

 

 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ
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とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学は先述の通り、

学科別に指定する理数系科目を含めた

基礎学力を調査書により評価または点

数化するとともに、アドミッション・ポ

リシーにおける中核的な資質・能力の1

つに「目標に向けて主体的に学び続ける

意欲と向上心の強い人（AP3）」を指定す

ることで、主体的に学び続ける意欲や向

上心、そして総合的な学力及び本学科の

教育を受けるに必要な基礎学力のある

学生を積極的に受入れ、後述する入学前

教育及び初年次の学修支援等により大

学として責任を持って教育することで、

各学科のディプロマ・ポリシーの達成は

可能であると考える。 

理工学部の入学予定者に対しては、数

学・理科・情報・国語・英語の入学前教

育（学科により科目等が異なる）として

eラーニングを提供する。さらに入学後

には、プレースメントテストを実施する

ことにより学生ごとの教科別の習熟度

を判定し学修支援を行う。本学部各学科

での学修に不安を感じている者や特定

分野の能力が不足している者に対して

は、「リメディアル学内講習会（補習）」

を開催する。また、チューター（クラス

担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学はアドミッショ

ン・ポリシーにおける中核的な資質・能

力の1つに「目標に向けて主体的に学び

続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」を

指定することで、入学者選抜時に特定の

理数系科目の学力に不十分な点があっ

たとしても、意欲のある学生を積極的に

受入れ、後述する入学前教育及び初年次

の学修支援等により大学として責任を

持って教育することで、各学科のディプ

ロマ・ポリシーの達成は可能であると考

える。 

 

 

 

本学では入学予定者に対して令和2

（2020）年度から入学前教育（準備学習）

として、高等学校学習分野の通信課題（e

ラーニング）への取り組みを全学的に義

務付けており、入学後の学修に必要とな

る基礎的な知識と理解を深めることで、

各学科の専門教育へのスムーズな接続

を可能としてきた実績がある。令和7

（2025）年度以降の理工学部の入学予定

者に対しても、数学・理科・情報・国語・

英語の入学前教育を同様に実施する。さ

らに入学後には、プレースメントテスト

を実施することにより学生ごとの教科
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本学は、文学部、教育学部、心理学部、

現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、

看護学部の7学部を擁しており、各学部

において、新設する理工学部と同様にそ

の特性に応じた充実したサポート体制

を設けている。その結果、退学者は、令

和5（2023）年5月1日時点で、大学全体

0.5%となっており極めて少ないことか

らも充実した支援ができていると自負

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別の習熟度を判定し学修支援を行う。プ

レースメントテストの実施及び分析報

告は、インスティテューショナル・リサ

ーチ委員会（IR委員会）が担当し、本学

部各学科での学修に不安を感じている

者や特定分野の能力が不足している者

に対して、チューター及び学習支援セン

ターが連携して指導を行う。入学後の学

修支援の実績としては、薬学部において

新入生ガイダンス時に化学・生物・物理

の基礎学力のプレースメントテストと

理科の履修状況調査を行い、基礎学力が

不足していると判定された学生と未履

修の理科科目がある学生には、初年次教

育プログラムを受講させている。このプ

ログラムは、独自のワークブックを事前

に自学自習させた後、講義と問題演習を

実施する課外学習であり、効率的な学修

が可能である。学生個人の習熟度はチュ

ーターに報告されるため、チューターに

よる受講学生へのフォローアップが機

動的になされている。このプログラム

は、リメディアルの一環であることから

1年次のうちに完結するように編成され

ている。 

このように本学では、高等学校におけ

る履修の多様化を踏まえた上で、学力及

び学習歴の異なる学生に対して入学前・

入学後の学習支援を充実させており、大

学で学びたい意欲を有する者に門戸を

広げてきた実績がある。退学者は、令和

5（2023）年5月1日時点で、大学全体0.5%

となっており極めて少ないことからも

充実した支援ができていると自負して

いる。 
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加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「情

報基礎数学Ⅰ・Ⅱ」、建築学科では「建築

基礎数学」「建築基礎物理」といった主要

授業科目を配置し、各学科の基盤となる

理数系科目について基礎から段階的に

学修することで、4年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標

を達成できるように設計している。 

（略） 

 

加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「基

礎数学」、建築学科では「建築基礎数学」

「建築基礎物理」といった科目を配置

し、各学科の基盤となる理数系科目につ

いて基礎から段階的に学修することで、

4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるよ

うに設計している。 

（略） 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（24 ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

「リメディアル学内講習会（補習）」を開催

する。また、チューター（クラス担任）及び

学習支援センターが個別支援やアドバイス

等を行う。加えて各学科において、生物科

学科では、1年次に「基礎生物学」「基礎化

学」（各必修科目）を開設する。 

 

（略） 

（24 ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

チューター（クラス担任）及び学習支援セ

ンターが連携して補修指導を行う。加えて

各学科において、生物科学科では、「生物」

「化学」に関する基礎知識に不安がある学

生（＝文系想定）は、1年次に「基礎生物学」

「基礎化学」（各選択科目）の履修を推奨す

る。 

（略） 
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情報科学科では、1 年次に「情報基礎数学

Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」（各必修科目）を開設

する。「情報基礎数学Ⅰ」では、情報科学の

基礎となるｎ進数、整数、浮動小数点数、確

率、統計的推論、数列、行列演算など、「情

報基礎数学Ⅱ」では、ベクトル、指数関数、

対数関数、三角関数、微分法、積分法などに

ついて、高等学校学習分野の発展領域を対

象に詳しく学ぶ。建築学科では、1 年次に

「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各必修

科目）を開設する。 

 

（略） 

情報科学科では、「数学」に関して不安があ

る学生（＝文系想定）は、1年次に「基礎数

学」（選択科目）の履修を推奨する。「基礎数

学」では、情報科学の基礎となる 2 進数や

8進数、16 進数の取り扱い、2進数での加減

乗除算の原理、シフト演算と論理演算、整

数及び浮動小数点数の表現などについて高

等学校学習分野の発展領域を対象に詳しく

学ぶ。建築学科では、「数学」「物理」に関し

て不安がある学生（＝文系想定）は、1年次

に「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各選択

科目）を履修する。 

（略） 
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（是正事項）理工学部 情報科学科 

２．授業科目「基礎数学」は選択科目であるが、本学科の教育課程を履修する上で必要と

なる数学の基礎的な知識を教授する内容であり、シラバスでも「大学での学修で必要

となる数学の基礎的かつ重要な内容を学修し、情報科学科での学びがより円滑に展開

できるようになることを目指す。」と説明していることを踏まえると、教育課程を体

系的に履修するためには履修が必須の科目であるように見受けられることから、教育

課程が適切に編成されているとは判断することができない。このため、関連する審査

意見への対応を踏まえつつ、本科目を履修せずとも教育課程を体系的に履修すること

が可能であることについて明確かつ具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に

改めること。 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、全ての入学生が本学科での学びを円滑に展開できるよう下表のとおり「基

礎数学」（選択科目）を「情報基礎数学」に名称変更するとともに「情報基礎数学Ⅰ」「情報

基礎数学Ⅱ」の 2科目（いずれも主要授業科目かつ必修科目）とし、本学科の学修に必要な

数学の基礎的かつ重要な内容を強化・充実させる。 

 

授業科目の名称 情報基礎数学Ⅰ 情報基礎数学Ⅱ 

配当年次 1 年次前期 1 年次後期 

主要授業科目 ○ ○ 

単位 必修 2単位 必修 2単位 

授業計画 01.図形と式 

02.２進数、８進数、１６進数の取

り扱い 

03.２進数での加減乗除算の原理 

04.シフト演算と論理演算の原理 

05.整数、浮動小数点数の表現方

法 

06.二次関数 

07.確率の基本概念 

08.確率分布（正規分布、ポアソン

分布） 

09.統計的推論（推定） 

10.統計的推論（検定） 

11.統計的推論（信頼区間） 

12.数列 

01.平面ベクトル 

02.空間図形と空間ベクトル 

03.指数関数・対数関数 

04.三角関数 

05.関数の極限 

06.逆関数 

07.微分の定義 

08.逆関数の微分 

09.原始関数と不定積分 

10.定積分 

11.微分積分学の基礎定理 

12.偏微分 

13.勾配降下法と最適化 

14.数値積分、数値微分 

15.まとめと演習 
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13.線形代数（行列とベクトル） 

14.行列演算（積、転置、逆行列） 

15.まとめと演習 

 

 

（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 20ページ） 

新 旧 

情報基礎数学Ⅰ 

配当年次   1 前 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

情報基礎数学Ⅱ 

配当年次   1 後 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

基礎数学 

配当年次   1 前 

主要授業科目  

単位数    選択 2単位 

 

（追加） 
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（新旧対照表）授業科目の概要（基本計画書 62ページ） 

新 旧 

情報基礎数学Ⅰ 

主要授業科目 ○ 

講義等の内容 

情報科学においては、論理的に考えた

り、数理的に問題解決の方法を推測し

たり、分析する場面が多く存在する。

そのようなときに、問題解決の手段と

して、数学の知識や考え方が大いに役

立つ。 

本講義では、大学での学修で必要とな

る数学の基礎的かつ重要な内容を学修

し、情報科学科での学びがより円滑に

展開できるようになることを目指す。

そして、多くの数学問題を実際に解く

ことで、高度情報化社会におけるエン

ジニアに必要とされる数学的問題解決

能力を高めていく。特に、ｎ進数、整数

および浮動小数点数、二次関数、確率、

統計的推論、数列、行列演算などにつ

いて詳しく学ぶ。 

 

 

基礎数学 

主要授業科目 

講義等の内容 

情報科学においては、論理的に考えた

り、数理的に問題解決の方法を推測し

たり、分析する場面が 多く存在する。

そのようなときに、問題解決の手段と

して、数学の知識や考え方が大いに役

立つ。 

本講義では、大学での学修で必要とな

る数学の基礎的かつ重要な内容を学修

し、情報科学科での学びがより円滑に

展開できるようになることを目指す。

そして、多くの数学問題を実際に解く

ことで、高度情報化社会におけるエン

ジニアに必要とされる数学的問題解決

能力を高めていく。特に、情報科学の

基礎となる２進数や８進数、１６進数

の取り扱い、２進数での加減乗除算の

原理、シフト演算と論理演算、整数お

よび浮動小数点数の表現などについて

詳しく学ぶ。 

情報基礎数学Ⅱ 

主要授業科目 ○ 

講義等の内容 

情報科学においては、論理的に考えた

り、数理的に問題解決の方法を推測し

たり、分析する場面が多く存在する。

そのようなときに、問題解決の手段と

して、数学の知識や考え方が大いに役

立つ。 

本講義では、大学での学修で必要とな

る数学の基礎的かつ重要な内容を学修

し、情報科学科での学びがより円滑に

（追加） 
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展開できるようになることを目指す。

そして、多くの数学問題を実際に解く

ことで、高度情報化社会におけるエン

ジニアに必要とされる数学的問題解決

能力を高めていく。特に、ベクトル、指

数関数、対数関数、三角関数、極限、微

積分について詳しく学ぶ。 

 

 

（新旧対照表）シラバス 

別添 1 新「情報基礎数学Ⅰ」 

別添 2 旧「基礎数学」 

別添 3 新「情報基礎数学Ⅱ」 
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（是正事項）理工学部 情報科学科 

３．授業科目「卒業制作・論文」について、シラバスにおいて「授業としては開講せずに、

『卒業研究 I〜IV』と連携した研究指導・制作・論文作成指導として、担当教員が個

別の学生に対し、随時指導を行う」授業計画であることが説明されているが、卒業作

品の制作や卒業論文の執筆に当たっての指導は、授業科目「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」

でも行う計画であり、学修内容が重複しているように見受けられることから、大学設

置基準第 21 条第２項における「1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする内容

をもって構成する」規定や、同条第３項における「卒業論文、卒業研究、卒業制作等

の授業科目については、これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と

認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができ

る」規定を適切に満たしているか疑義がある。このため、授業科目「卒業制作・論文」

と「卒業研究 I・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」の科目内容の違いや授与する単位数の妥当性について

明確かつ具体的に説明することにより、大学設置基準第 21 条第２項及び同条第３項

の規定を適切に満たしていることについて明確にすること。また、必要に応じて適切

に改めること。 

 

（対応） 

審査意見を踏まえ、卒業論文・作品の作成及び発表を「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ（各 1単

位・30時間）」で行うこととし、「卒業制作・論文」を削除する。これに伴い、「卒業研究Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」のシラバスを一部変更する。当初、「卒業制作・論文」は、4年間の学修で得ら

れた知識と技能をもとに卒業論文・卒業作品を作成し、卒業論文発表会または卒業作品展を

経て完成させる科目として設定していた。一方、「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」は、学生の各

自の問題意識と興味関心に沿った課題・研究テーマを教員の指導を受けながら、研究計画に

従って遂行する科目として設定していた。審査意見を受け検討した結果、論文作成指導・制

作指導と研究指導は並行して実施することが多く、「卒業研究」に卒業論文・卒業作品の作

成及び卒業研究発表を含める方が明瞭であるとの結論に至った。さらに、「卒業制作・論文」

を削除しても、養成する人材像やディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーを達成で

きるか検証した。その結果、「卒業制作・論文」は、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラ

ム・ポリシーを構成する DP2・CP2（知識・技能・態度）、DP3・CP3（思考力・判断力・表現

力）、DP4・CP4（自律性の確立）、DP5・CP5（社会性・コミュニケーション能力）と相関があ

る科目として設定していたが、本科目を削除しても「卒業研究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳ」及び他の主

要授業科目を履修することで、養成人材像やカリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポ

リシーを達成できることが確認できた。 
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（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 20ページ） 

新 旧 

（削除） 

 

 

卒業制作・論文 

配当年次   4 通 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

 

（新旧対照表）シラバス 

別添 4  新「卒業研究Ⅰ」 

別添 5  旧「卒業研究Ⅰ」 

別添 6  新「卒業研究Ⅱ」 

別添 7  旧「卒業研究Ⅱ」 

別添 8  新「卒業研究Ⅲ」 

別添 9  旧「卒業研究Ⅲ」 

別添 10 新「卒業研究Ⅳ」 

別添 11 旧「卒業研究Ⅳ」 

別添 12 旧「卒業制作・論文」 
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（是正事項）理工学部 情報科学科 

４．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・

基準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出

を求めることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否か

を評価・判定の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にど

の科目をどこまで学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総

合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理

数系科目を選択する必要がないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求め

られる知識を適切に評価・判定できる入学者選抜になっているのか疑義がある。この

ため、全ての入試制度で求めている「調査書」において、理数系科目のうち、どの科

目をどこまで学習していることを求めているのか、学科ごとに明確に説明するとと

もに、総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜において、試験科目とし

て必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性について、各学科の教育

課程や関連する審査意見への対応を踏まえ、具体的に説明することにより、本学部の

入学者選抜が教育課程の履修に必要な知識を適切に評価・判定するものであること

を明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、「審査意見Ｎｏ．４」は、「審査意見Ｎｏ．１」と一体として具体的に説明

する方が明瞭であると判断し、「審査意見Ｎｏ．４」に対する回答を「審査意見Ｎｏ．１」

に併せて記述した。 

また、新旧対照表も「審査意見Ｎｏ．１」と同様である。 
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（是正事項）理工学部 情報科学科 

５．教員資格審査において、「不可」や「保留」、「適格な職位・区分であれば可」となっ

た授業科目について、当該授業科目を担当する教員を基幹教員以外の教員で補充する

場合には、主要授業科目は原則として基幹教員が担当することとなっていることを踏

まえ、当該授業科目の教育課程における位置付け等を明確にした上で、当該教員を後

任として補充することの妥当性について説明すること。 

 

（対応） 

教員資格審査において、1名が職位不適格（申請した全ての授業科目について「適格な職

位・区分であれば可」）の判定であった。この結果を踏まえ、当該教員の職位を適格な職位

に変更し、再度審査を申請する。 

 

また、「メディアコミュニケーション基礎」について、基幹教員 1名が「不可」との判定

であった。この結果を踏まえ、別の基幹教員 1名及び基幹教員以外の教員 1名、計 2名のオ

ムニバス形式の授業に変更し、再度審査を申請する。授業は、15回のうち 10 回を基幹教員

1名、5回を基幹教員以外の教員 1名の計 2名で担当する。また、当該授業科目は主要授業

科目であるため基幹教員が責任者となり、基幹教員以外の教員と連携して本学科及び授業

科目の目的の達成に向けて適切性を担保する。なお、全ての授業科目の担当者は、本学既設

学科同様、毎年度、教育研究や学科運営等、業務のバランスを考慮した上で配当する予定で

ある。「メディアコミュニケーション基礎」については、基幹教員 2名（山下明博教授①・

西村則久准教授⑦）及び基幹教員以外の教員 1名（染岡慎一教授⑩）の計 3名を申請し、基

幹教員 2 名のうちいずれか 1 名及び基幹教員以外の教員 1 名の計 2 名がオムニバス形式で

授業を担当する。 

山下明博教授（基幹教員）①は情報学・言語学・地域研究を専門としており、「メディア

コミュニケーション基礎」と類似した内容を本学現代ビジネス学部現代ビジネス学科の専

門教育科目「IT マルチメディア基礎」「メディア概説」「IT ビジネス」で教授していた実績

を有する。 

西村則久准教授（基幹教員）⑦は情報学を専門としており、「メディアコミュニケーショ

ン基礎」と類似した内容を本学現代ビジネス学部現代ビジネス学科の専門教育科目「IT マ

ルチメディア基礎」で教授していた実績を有する。また本教員は、英作文自動添削システム

や質問予約システム等を開発しており、コミュニケーションを促進するためのデジタル技

術の活用において高度な知識及び技術を有する。 

基幹教員以外の教員である染岡慎一教授⑩は、情報工学を専門とし、インターネット創設

期から「中国・四国インターネット協議会」の理事・事務局長等として中国・四国地方にお

けるネットワーク環境の構築・発展に大きく貢献した。特にインターネットを利用した国際

交流プロジェクトや被爆都市広島の発信など、デジタル機器を活用したコミュニケーショ
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ンを多く展開している。また、広島のマスメディア業界で構成する「中国情報通信懇談会」

の放送部会長として中国地域における放送メディアの普及・促進に尽力した。加えて、本学

現代ビジネス学部現代ビジネス学科や家政学部造形デザイン学科の専任教員として「情報

メディア」「広告論」等の科目を担当していた実績がある。 

よって、3名とも当該科目を担当するに十分な実績及び能力を有すると考える。 

 

変更事項：職位不適格 

（新旧対照表）基本計画書（2ページ） 

新 旧 

 

 

 

 

 

 

変更事項：「メディアコミュニケーション基礎」不可 

（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 21ページ） 

新 旧 

メディアコミュニケーション基礎 

基幹教員等の配置 

教授        1 名 

准教授       1 名 

基幹教員以外の教員 1名 

備考 

オムニバス 

 

メディアコミュニケーション基礎 

基幹教員等の配置 

教授        1 名 

 

 

備考 
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（新旧対照表）授業科目の概要（基本計画書 67ページ） 

新 旧 

授業科目の名称 

メディアコミュニケーション基礎 

 

講義等の内容 

コミュニケーションは、様々な要因によ

って、変化・歪曲・断絶等が絶えず発生す

る行為である。その中でも、メディアを介

したコミュニケーションは、ネットワー

クを介して伝達されるという特性から、

直接的なコミュニケーション以上に、コ

ミュニケーションが変容する要因を特定

することが困難である。 

本講義では、現代社会におけるコミュニ

ケーションの多様な側面を学び、どのよ

うな論点が提起されているのかを学ぶと

ともに、コミュニケーションを成立させ

る存在や情報環境について学ぶ。また、う

わさやフェイクニュース、映像の問題を

取り上げることで、現代のコミュニケー

ションに対する基礎的な視点を獲得する

ことを目指す。 
 

（オムニバス方式／全 15回） 

（① 山下明博 または ⑦ 西村則久／

10 回） 

コミュニケーション理論、メディア表現

とメディアリテラシー、メディアと社会

（メディアと倫理、プライバシーの関係

性）、メディアの制作と編集、メディアコ

ンテンツの著作権と法律、メディアプレ

ゼンテーションとパフォーマンス、総括。 

（⑩ 染岡 慎一／5回） 

メディアコミュニケーションの概要、メ

ディアの種類と特徴、メディアと社会（メ

ディアの社会的役割と影響の分析）。 

授業科目の名称 

メディアコミュニケーション基礎 

 

講義等の内容 

コミュニケーションは、様々な要因によ

って、変化・歪曲・断絶等が絶えず発生す

る行為である。その中でも、メディアを介

したコミュニケーションは、ネットワー

クを介して伝達されるという特性から、

直接的なコミュニケーション以上に、コ

ミュニケーションが変容する要因を特定

することが困難である。 

本講義では、現代社会におけるコミュニ

ケーションの多様な側面を学び、どのよ

うな論点が提起されているのかを学ぶと

ともに、コミュニケーションを成立させ

る存在や情報環境について学ぶ。また、う

わさやフェイクニュース、映像の問題を

取り上げることで、現代のコミュニケー

ションに対する基礎的な視点を獲得する

ことを目指す。 
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（改善事項）理工学部 情報科学科 

６．基幹教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性の観点から、若

手教員の採用計画など教育研究実施組織の将来構想を明確にすること。 

 

（対応） 

本学の教授・准教授・講師の定年は、教授 63 歳、准教授・講師 60 歳に達した年度末で

あるが、定年に達した教員のうち、希望する者全員を再雇用する（再雇用者の雇用区分等

により契約期間は異なる）。また、余人をもってかえがたく、本学園の教育・研究上なお

必要と認められる者については、契約期間等にかかわらず再雇用することができる。 

情報科学科の基幹教員は、開設時の令和 7（2025）年 4月から完成年度末の令和 11（2029）

年 3月 31 日まで、大学設置基準に定める必要基幹教員数 8人（内教授 4人）を大幅に超

える 11 人（教授 7人、准教授 2人、講師 2人）で組織する。情報科学科は教育・研究歴

または実務経験が豊富な教員を採用したため、基幹教員の年齢構成が高くなっている。完

成年度末に定年規程に定める退職年齢を超えるのは、【表 6-2】の※に示すとおり教授 4

人、准教授 1人の計 5人である。 

 

【表 6-1】 情報科学科基幹教員の職位別年齢構成（開設時）          （人） 

 31-40 歳 41-50 歳 51-60 歳 61-63 歳 64 歳- 小計 

教授   3  4 7 

准教授   2   2 

講師 1  1   2 

助教       

小計 1  6  4 11 

 

【表 6-2】 情報科学科基幹教員の職位別年齢構成（完成年度末）        （人） 

 31-40 歳 41-50 歳 51-60 歳 61-63 歳 64 歳- 小計 

教授   1 2 4（※） 7 

准教授   1 1（※）  2 

講師 1  1   2 

助教       

小計 1  3 3 4 11 

※：定年規程に定める退職年齢を超える教員 

 

定年規程に定める退職年齢を超える教員を含む全基幹教員を完成年度末まで雇用する

ことを前提とし、令和 11（2029）年 4月採用の教員公募を令和 9（2027）年度から行うと
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ともに、情報科学科の職位・年齢構成の再構築を図る。具体的には、完成年度末には定年

規程に定める退職年齢を超える教員の分野を中心に下表のとおり教員公募を行う。教授7

人のうち 4 人が完成年度末に定年規程に定める退職年齢を超えていることから、当該分

野の教授の公募を行う。加えて、情報科学科の基幹教員の年齢構成を考慮しつつ、若手教

員または中堅教員（20～40 歳代）も公募し、大学設置基準第 7 条第 6 項の「教員の構成

が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする」に基づき、中期的

スパンで教育研究の継続性を担保する。また、採用後は一定の育成・引継期間を設け、教

育研究実施組織の継続的な維持・向上を図る。 

 

令和 9（2027）年度から教員公募を行う分野等 

分野 職位等 採用条件等 

・デジタルメディア 

・ヒューマンインタフェ

ース 

・教授 

・助教～准教授 

20～40 歳代 

博士または修士の学位を有する

者、またはそれと同等以上の研究

業績、もしくは実務実績を有する

者 

 

併せて、情報科学科は講座制を敷き、分野ごと（デジタルメディア分野、ヒューマンイ

ンタフェース分野、データサイエンス分野）に講座長を中心とした教育力の向上や研究業

績蓄積の支援を行う組織を構築することにより、講師から准教授、准教授から教授への昇

格を組織的に推進する。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（88 ページ） 

⑨教育研究実施組織等の編制の考え方及び

特色 

4.年齢構成と定年規程 

（略） 

本学部においては、生物科学科で教授 2

名、情報科学科で教授 4 名、准教授 1 名、

建築学科で教授 5 名、准教授・講師各 1 名

が完成年度前に定年規程に定める退職の時

期を迎え、特に情報科学科及び建築学科に

おいては、完成年度前に定年を超える基幹

教員割合が高い。 

（82 ページ） 

⑨教育研究実施組織等の編制の考え方及び

特色 

4.年齢構成と定年規程 

（略） 

本学部においては、生物科学科で教授 2

名、情報科学科で教授 4 名、准教授 1 名、

建築学科で教授 5 名、准教授・講師各 1 名

が完成年度前に定年規程に定める退職の時

期を迎える。 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年規程に定める退職年齢を超える教

員を含む全基幹教員を特段の事情がなけ

れば完成年度末まで雇用することを前提

とし、令和 11（2029）年 4月採用の教員

公募を令和 9（2027）年度から行うととも

に、情報科学科及び建築学科の職位・年

齢構成の再構築を図る。具体的には、完

成年度末には定年規程に定める退職年齢

を超える教員の分野を中心に下表のとお

り教員公募を行う。情報科学科は教授 7

人のうち 4 人、建築学科は教授 8 人のう

ち 5 人が完成年度末に定年規程に定める

退職年齢を超えていることから、当該分

野の教授の公募を行う。加えて、情報科

学科及び建築学科の基幹教員の年齢構成

定年を超える教員については、上記の「特

別任用職員就業規程」に則り、特段の事情

がなければ学年進行が終了するまでの間は

任用を前提とするが、特に完成年度前に定

年を超える基幹教員割合が高い情報科学科

及び建築学科に関しては、該当教員の担当

分野が途絶えることのないよう若手教員の

積極的な採用を継続する。募集にあたって

は、JREC-IN の活用等、公募形式を中心とす

るが、特に高年齢に偏らないよう年齢構成

に留意した募集を行う。 
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を考慮しつつ、若手教員または中堅教員

（20～40 歳代）も公募する。 

 

 

 

併せて、理工学部は講座制を敷き、分

野ごとに講座長を中心とした教育力の向

上や研究業績蓄積の支援を行う組織を構

築することにより、昇格を組織的に推進

する。 
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（改善事項）理工学部 情報科学科 

７．本学科の入学者に全学部共通で配付するノートパソコンについて、「設置の趣旨等を

記載した書類(本文)」の「⑪2.校舎等施設の整備計画」において、「Adobe Creative 

Cloud 等のソフトウェアがインストールされており、情報科学科の授業科目を円滑に

受講するために必要なスペックを有している。」と説明している。しかしながら、シ

ラバスを確認すると、授業科目「画像処理演習」ではアプリケーション「Photoshop」

の使用に加えて、授業科目「映像処理演習」ではより高度な情報処理能力が求められ

るアプリケーション「After Effects」や「Premiere」の使用を計画しているが、こ

れらのアプリケーションの情報処理を可能とする GPU (Graphics Processing Unit)

に関する説明がないことから、本学科の授業科目を履修するのに適した性能を有する

ノートパソコンかどうか判断することができない。このため、本学科の授業科目にお

いて使用が想定されている Adobe Creative Cloud の具体的なアプリケーションや

GPU に関して具体的に説明することにより、本学科の入学者に配付するノートパソコ

ンが本学科の授業科目を履修するのに適した性能を有することについて明らかにす

ることが望ましい。 

 

（対応） 

情報科学科の授業科目を履修するのに適した性能を有するデスクトップパソコン、ノー

トパソコンを含む環境を構築するため、授業や研究を適切かつ円滑に運用可能であること

を以下のとおり説明する。 

 

施設・設備 

情報科学科の演習科目は、【表 7-1】のとおり新設する 2 号館に設ける情報処理室、専門

研究室 1・2・3、プログラミング室で実施する。このうち、情報処理室、専門研究室 1・3に

は、【表 7-2】に示すとおり本学科の授業科目を履修するのに適した性能を有するデスクト

ップパソコンを配置する。「プログラミングⅠ」「オブジェクト指向プログラミング」などプ

ログラミング室で行う授業は、入学時に配付するノートパソコンを使用する。また、授業時

間以外にノートパソコンで課題や研究を行う場所として、2号館に学生研究室 1室（100 席）

を設ける。学生研究室にはノートパソコンを接続可能な GPU ユニット 33台を整備し、授業

時間外にも学生が最新の AI・データ処理を実践できる環境を整える。GPU ユニットの性能は

【表 7-3】に示すとおりである。 

なお、専門研究室 2 はデータサイエンスを行うための深層学習 GPU サーバやマイコン 50

台等を整備する（デスクトップパソコンは配置しない）。 

 

授業のクラスサイズ 

卒業必修科目の演習科目や履修者が多いと予想される選択科目「スマートモバイルプロ
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グラミング」「画像処理演習」は【表 7-1】の「クラス数」のとおり 2 クラス展開を予定し

ており、1 クラス 30 名程度で運用する見込みである。「スマートモバイルプログラミング」

「画像処理演習」以外の選択科目は原則として 1クラスでの開講を計画しているが、履修を

希望する学生が適正人数を超えた場合は 2クラス展開とする。 

 

デスクトップパソコン及びノートパソコンの性能とソフトの推奨システム構成 

情報科学科の授業科目において使用する Adobe Creative Cloud のアプリケーションは

Photoshop、Illustrator、Premiere Pro 及び After Effects で、各アプリケーションの推

奨システム構成は【表 7-4】のとおりである。専門研究室 1・3 に配置するデスクトップパ

ソコン及び令和 6（2024）年度入学生に配付したノートパソコンは【表 7-2】に示すとおり、

Adobe Creative Cloud の各アプリケーションの推奨システム構成を満たしており、本ノー

トパソコンで Photoshop、Illustrator、Premiere Pro 及び After Effects が正常に動作し、

情報科学科で開講予定の授業が可能であることを確認済である。また、既設学科を含め、本

学入学者に配付するノートパソコンの性能については毎年検討を行っており、令和 7（2025）

年度入学生には令和 6（2024）年度入学生と同等またはそれ以上の性能を有する機種を選定

する。 
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【表 7-1】情報科学科の専用教室と演習科目の対応表（「卒業研究Ⅰ～Ⅳ」を除く） 
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【表 7-2】デスクトップパソコン・ノートパソコンの性能 

教室等 専門研究室 1 専門研究室 3 プログラミング室 他 

型
番 

デスクトップパソコン デスクトップパソコン ノートパソコン 

TSUKUMO 
G-GEAR GA7J-

D230/B_BTO_A4000 

TSUKUMO 
G-GEAR GA7J-

D230/B_BTO_4060 

Dynabook X83/LW 
（令和 6（2024）年度 
入学生配付パソコン） 

プ
ロ
セ

䣹
サ
䤀 

Intel Core i7-13700F Intel Core i7-13700F Intel Core i5-1340P 

Ｏ
Ｓ 

Windows 11 Pro 

64bit 

Windows 11 Pro 

64bit 

Windows 11 Pro 

64 ビット 

Ｒ
Ａ
Ｍ 

32GB 32GB 16GB 

グ
ラ
フ
䣵
䣹

ク
カ
䤀
ド
・

Ｇ
Ｐ
Ｕ 

NVIDIA A4000 

(16GB) 

NVIDIA GeForce RTX 

4060（8GB） 

未搭載 

（オンボードグラフィッ

ク） 

ス
ト
レ
䤀

ジ 

SSD1TB SSD1TB SSD256GB 

サ
ウ
ン
ド

カ
䤀
ド 

7.1 チャンネル 

HD オーディオ 

7.1 チャンネル 

HD オーディオ 
オンボード 

ネ
䣹
ト
ワ
䤀

ク
ス
ト
レ
䤀

ジ
接
続 2.5GBASE-T 2.5GBASE-T 

1 ギガビットイーサネッ

ト 

モ
ニ
タ
䤀

の
解
像
度 

1920×1200 

（TSUKUMO 27インチ） 

1920×1200 

（TSUKUMO 27インチ） 

WUXGA 

（1920×1200） 

そ
の
他 ベースモデル： 

G-GEAR GA7J-D230/B 

ベースモデル： 

G-GEAR GA7J-D230/B 

令和 7（2025）年度入学

生には、令和 6（2024）

年度入学生と同等または

それ以上の性能を有する

機種を選定 
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【表 7-3】外付け GPU ユニットの性能 

GPU GeForce RTX4070 程度 

対応 OS Windows10  64 ビット以降 

ポート Thunderbolt 3（40Gbps） 

使用ケーブル Thunderbolt 3 ケーブル（USB Type-C 互換） 50cm 未満 

※外付け GPU ユニットは、学生研究室に配置し、配付ノートパソコンと接続して使用 

 

 

【表 7-4】情報科学科の授業で使用する Adobe 各アプリケーションの推奨システム構成 

 
推奨システム構成 

Photoshop Illustrator Premiere Pro After Effects 

プ
ロ
セ
䣹
サ
䤀 

64 ビットをサポ

ートしている

Intel® または 

AMD マルチコアプ

ロセッサー（SSE 

4.2 以降の 2GHz

以上のプロセッサ

ー） 

Intel マルチコア

プロセッサー

（64ビットサポ

ートを含む）

SSE4.2 以降また

は AMD Athlon 64 

processor には

SSE4.2 以降 

Quick Sync 搭載

の Intel®第 11 世

代以降の CPU また

は AMD Ryzen™ 

3000 シリーズ／

Threadripper 

2000 シリーズ以

降の CPU 

Quick Sync 搭載

の Intel®第 11 世

代以降の CPU また

は AMD Ryzen™ 

3000 シリーズ／

Threadripper2000 

シリーズ以降の

CPU 

オ
ペ
レ
䤀
テ
䣵
ン
グ 

シ
ス
テ
ム 

Windows 10 64 ビ

ット（バージョン

21H2）以降 

・Windows 11 

v22H2、Windows 

11 v21H2、

Windows 10 

v22H2、Windows 

10 v21H2 

・Windows 

Server 2022、

2019 

Windows 10（64

ビット）日本語版

バージョン 22H2

（以降）または

Windows 11 

Windows10（64 ビ

ット）日本語版バ

ージョン 22H2

（以降）または

Windows11 

Ｒ
Ａ
Ｍ 

16GB 以上 16GB 以上 ・HD メディアの場合は 16GB の RAM 

・4K 以上の場合は 32GB 以上 

－審査意見（6月）（本文）－93－



 
推奨システム構成 

Photoshop Illustrator Premiere Pro After Effects 

グ
ラ
フ
䣵
䣹
ク
カ
䤀
ド
・ 

Ｇ
Ｐ
Ｕ 

・DirectX12（機

能レベル 12_0 以

降）をサポートし

ている GPU 

・4K 以上のディ

スプレイの場合は

4GB の GPU メモリ 

4GB を推奨 

OpenGL バージョ

ン 4.0 以上をサ

ポートしている 

 

パンとズームの

パフォーマンス

を最適化するに

は、少なくとも

1.5GB の VRAM が

必要 

・HD および一部の 4K メディアの場合

は 4GB の GPU メモリ 

・4K 以上の場合は 6GB 以上 

ス
ト
レ
䤀

ジ 

  ・アプリのインストールおよびキャッ

シュ用に内蔵高速 SSD 

・メディア用に追加の高速ドライブ 

モ
ニ
タ
䤀

の
解
像
度 

1920×1080 以上

のディスプレイ

（100%の UI 拡大

率の場合） 

1920×1080 以上

を推奨 

・1920×1080 以上 

・HDR ワークフロー用 DisplayHDR 

1000 

ハ
䤀
ド
デ
䣵
ス
ク
容
量 

100GB の使用可能

ハードディスク領

域 

・アプリケーショ

ンのインストール

用の高速内蔵 SSD 

・仮想記憶ディス

ク用の個別の内蔵

ドライブ 

2GB 以上の空き容

量のあるハード

ディスク（イン

ストール時には

追加の空き容量

が必要）、SSD を

推奨 

  

サ
ウ
ン
ド 

カ
䤀
ド 

  ASIO 互換または

Microsoft 

Windows Driver 

Model 

 

ネ
䣹
ト
ワ
䤀
ク 

ス
ト
レ
䤀
ジ
接
続 

  1 ギガビットイー

サネット（HDの

み） 

4K 共有ネットワ

ークワークフロー

用に 10 ギガビッ

トイーサネット 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（93 ページ） 

⑪施設、設備等の整備計画 

2.校舎等施設の整備計画 

イ.情報科学科 

（略） 

本学科の授業時間割・教室等の利用状況

は、【資料 22】「理工学部授業時間割・教

室利用状況」に示す通り、授業科目を適切

に開講できる。情報科学科の演習科目は、

新設する 2号館に設ける情報処理室、専門

研究室 1・2・3、プログラミング室で実施

する。このうち、情報処理室、専門研究室

1・3には、情報科学科の授業科目を履修

するのに適した性能を有するデスクトップ

パソコンを配置する。また、本学では全学

部共通で、学生 1人に 1台ノートパソコン

を配付しており、パソコンを活用した授業

や自習、アクティブ・ラーニングができる

施設・環境等を整備している。入学者に配

付するパソコンは、「CPU インテル Core i5

相当以上/メモリ 16GB/ストレージ

SSD256GB/Microsoft Office/カメラ・マイ

ク」としており、Adobe Creative Cloud 

等のソフトウェアがインストールされてい

る。さらにノートパソコンを接続可能な

GPU ユニット 33 台を学生研究室に整備

し、授業時間外にも学生が最新の AI・デ

ータ処理を実践できる環境を整える。

（略） 

（87 ページ） 

⑪施設、設備等の整備計画 

2.校舎等施設の整備計画 

イ.情報科学科 

（略） 

本学科の授業時間割・教室等の利用状況

は、【資料 22】「理工学部授業時間割・教

室利用状況」に示す通り、授業科目を適切

に開講できる。 

 

 

 

 

 

また、本学では全学

部共通で、学生 1人に 1台ノートパソコン

を配付しており、パソコンを活用した授業

や自習、アクティブ・ラーニングができる

施設・環境等を整備している。入学者に配

付するパソコンは、「CPU インテル Core i5

相当以上/メモリ 16GB/ストレージ

SSD256GB/Microsoft Office/カメラ・マイ

ク」としており、Adobe Creative Cloud 

等のソフトウェアがインストールされてお

り、情報科学科の授業科目を円滑に受講す

るために必要なスペックを有している。 

 

 

（略） 
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（口頭伝達事項）理工学部 情報科学科 

８．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-2 理工学部 情報科学科の養成人

材像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプ

ロマ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。

また、AP8 と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

 

（対応） 

 意見を踏まえて「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-2 理工学部 情報科

学科の養成人材像及び 3つのポリシーの対応」の見直しを行い、CP7【学修成果の評価】及

び AP8 を適切な表現に改めた。 

CP7【学修成果の評価】は全ての授業科目を対象としており、ディプロマ・ポリシーを踏

まえた学生の学修成果の評価及び教育の質を担保する方法について示している。 

なお、AP8 は DP3を達成するための高等学校卒業程度の基礎的な思考力・判断力・表現力

を意味し、情報科学科における専門的な学修を通して DP3 及び養成する人材像に示す「定量

的な分析・評価を行い、社会課題を倫理的・創造的に思考・判断・表現する力」を養成する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料） 

別添 13 新【資料 7-2】「理工学部 情報科学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 

別添 14 旧【資料 7-2】「理工学部 情報科学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 
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審査意見への対応を記載した書類（6月） 

 

（目次）理工学部 建築学科 

【教育課程等】 

１．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学

者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学生を

積極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３)多様な学生の受入れ、理工系人材育成

のための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、数学・理

科・情報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、プレースメ

ントテストを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学修支援を行

う。」と説明しているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育の内容が不

明確であることから、本学科の教育課程を履修する学生がどのような知識・能力を有し

ていることを前提としているのか判然とせず、履修する学生の知識・能力を踏まえ、本

学科の教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。このため、関連

する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育

の内容を明らかにし、当該教育内容と本学科の教育課程の対応関係を示すことにより、

入学前教育により補完される知識・能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成され

ていることを明確かつ具体的に説明するとともに、必要に応じて適切に改めること。

【学部共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・3 

 

２．授業科目「建築基礎数学」及び「建築基礎物理」は選択科目であるが、本学科の教育

課程を履修する上で必要となる数学や物理の基礎的な知識を教授する内容であり、シラ

バスでも「建築学を学ぶ上で必要となる基礎的な（数学・物理）について学修し、これ

を用いて建築で実際に必要となる計算に応用する。」と説明していることを踏まえる

と、教育課程を体系的に履修するためには履修が必須の科目であるように見受けられる

ことから、教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。このため、

関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本科目を履修せずとも教育課程を体系的に履

修することが可能であることについて明確かつ具体的に説明するとともに、必要に応じ

て適切に改めること。（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

 

【入学者選抜】 

３．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・

基準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出を

求めることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否かを評

価・判定の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にどの科目

をどこまで学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総合型選抜や
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一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理数系科目を選

択する必要がないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求められる知識を適切

に評価・判定できる入学者選抜になっているのか疑義がある。このため、全ての入試制

度で求めている「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこまで学習して

いることを求めているのか、学科ごとに明確に説明するとともに、総合型選抜や一般選

抜、大学入学共通テスト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択

する必要がないことの妥当性について、各学科の教育課程や関連する審査意見への対応

を踏まえ、具体的に説明することにより、本学部の入学者選抜が教育課程の履修に必要

な知識を適切に評価・判定するものであることを明確にすること。また、必要に応じて

適切に改めること。【学部共通】（是正事項）・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

 

【教育研究実施組織】 

４．基幹教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性の観点から、若

手教員の採用計画など教育研究実施組織の将来構想を明確にすること。（改善事項）・23 

 

 

（口頭伝達事項） 

５．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-3 理工学部 建築学科の養成人材

像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプロ

マ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。ま

た、AP8 と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27 
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（是正事項）理工学部 建築学科 

１．「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の「⑧１.選抜方法・基準」において、「入学

者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても、意欲のある学

生を積極的に受入れ」るとし、同書類の「②２. (３)多様な学生の受入れ、理工系人

材育成のための基盤を強化する」において、「理工学部の入学予定者に対しても、数

学・理科・情報・国語・英語の入学前教育を同様に実施する。さらに入学後には、プ

レースメントテストを実施することにより学生ごとの教科別の習熟度を判定し学修

支援を行う。」と説明しているが、本学科の入学予定者に対して実施する入学前教育

の内容が不明確であることから、本学科の教育課程を履修する学生がどのような知

識・能力を有していることを前提としているのか判然とせず、履修する学生の知識・

能力を踏まえ、本学科の教育課程が適切に編成されているとは判断することができ

ない。このため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本学科の入学予定者に対

して実施する入学前教育の内容を明らかにし、当該教育内容と本学科の教育課程の

対応関係を示すことにより、入学前教育により補完される知識・能力を踏まえ、本学

科の教育課程が適切に編成されていることを明確かつ具体的に説明するとともに、

必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、入学前教育の内容、学生がどのような知識・能力を有していることを前提

として教育課程を履修するのか等について、次頁以降に具体的に説明する。なお専門教育科

目「建築基礎数学」及び「建築基礎物理」は、「審査意見Ｎｏ．２」の対応の通り、選択科

目から必修科目に変更する。また、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」「⑧１.選抜方法・

基準」に記述した「入学者選抜時に特定の理数系科目の学力に不十分な点があったとしても」

の部分は削除する。 

 

説明するにあたり、「審査意見Ｎｏ．１」の前提として「審査意見Ｎｏ．３」があるため、

「審査意見Ｎｏ．３」で指摘された“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目を

どこまで学習していることを求めているのか”及び“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通

テスト利用選抜において、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないこと

の妥当性”についても、前述の入学前教育と一体となるものとして併せて具体的に説明する。 

 

①背景 

内閣官房の教育未来創造会議の提言「我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方

について（第一次提言）（令和 4（2022）年 5月）」によると、我が国の理工系への入学者の

比率は 17％であり、OECD（経済協力開発機構）加盟 38ヵ国の平均 27％と比較しても極めて

低く、特に女子大学生はわずか 7％と、OECD 加盟 38 ヵ国の中で大幅に低い状況である。こ
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れを受けて本提言の中で、今後特に重視する人材育成の視点として、「理工系等を専攻する

女性の増加」が掲げられている。また同提言の中で、我が国の女性の理工系人材不足の要因

として高等学校段階での理系離れが述べられている。高校 1 年生では比較的高い理数リテ

ラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理系を選

択する生徒は約 2割となっている。特に女子においては、理数リテラシーについては男子生

徒と大きく差はみられないが、文理選択で理系を選択する生徒は男子 27％に対し女子は

16％に留まっている。これらのことから文系でも理数リテラシーが高い女子生徒が一定数

存在することがわかる。 

本学では、これらの背景及び文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント

指針（追補）」（令和 5（2023）年 2月 24 日）において示された次の事項『「卒業認定・学位

授与の方針」に定められた学修目標を達成できるよう、学生の教育に責任を持って取り組む

前提で、各大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な

受入れを図る学位プログラム等は、学力検査において本来求めてもよい教科・科目をあえて

課さないこともありえる。この場合、高等学校の履修の実態も踏まえつつ、あらかじめ履修

すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用することや、大学や学生の実

情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切な措置を講じることが必要

である』を踏まえて、入学者選抜及び入学前教育並びに入学後の教育について検討した。 

 

②入学者選抜 

本学理工学部建築学科の入学者選抜においては、理系からの入学希望者はもとより、文系

からの入学希望者であっても、本学科の分野に対して深い興味と関心を抱き、総合的な基礎

学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎学力を有する受験者を受入れ、本学科の教育

課程を履修することにより理工系人材として社会で活躍できる女性人材の育成を目指す。

これは、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針（追補）」

（令和 5（2023）年 2 月 24 日）における「学生の教育に責任を持って取り組む前提で、各

大学の理念等に基づき、大学で学びたい意欲を有する者に門戸を広げ、積極的な受入れを図

る学位プログラム」に相当する。アドミッション・ポリシーでは、「目標に向けて主体的に

学び続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」「高等学校卒業程度の十分な基礎学力と、本学の

教育を受けるに必要な基礎学力（AP5）」及び「読解、表現、コミュニケーションに必要とさ

れる基礎学力(AP6)」を中核的な資質・能力として位置付けている。これらの資質・能力を

有する学生は、大学教育においてその素質をさらに発展させるとともに、専門的な知識と技

能を身に付けることが可能であると見込んでいる。 

「審査意見Ｎｏ．３」の指摘“「調査書」において、理数系科目のうち、どの科目をどこ

まで学習していることを求めているのか”を踏まえ、「調査書」における評価について記述

する。次項の表 1-1「令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準」に示す通り、全て

の入学者選抜において「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を履修していることを前提に「調査書」の
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これら 2科目の評定値を「5段階評価」または「点数化」して合否の判定基準に加え合否の

決定を行うことに変更する。 

本学建築学科は、理系からの入学希望者はもとより、文系からの入学希望者であっても、

本学科に強い興味・関心を抱き、総合的な基礎学力及び本学科の教育を受けるに必要な基礎

学力を有する受験者を受け入れ、女子理系人材の育成・拡充を図ることを目的としている。

そのため、本学建築学科の入学者選抜では文系からの入学希望者でも受験可能な数学の範

囲である「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を評価対象とする。 

 

表 1-1 令和 7（2025）年度入試制度及び選抜方法・基準 

入試制度 審査意見前 今回の対応 

学校推薦型選抜 

小論文、出身学校長の推

薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段

階評価して合否判定する。併せて、「調査

書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出し、その評

定値を5段階で評価し合否判定基準に加え

る。 

総合型選抜 

授業理解試験、面接、基

礎学力調査（教科・科目

に係るテスト）、自己推薦

書、調査書を資料として

総合判定する。 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・

科目に係るテスト）、自己推薦書を点数化

して合否判定する。併せて、「調査書」の

「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出し、その評定値に

より配点(50点を満点)し、合否判定基準に

加える。 

一般選抜 
学力試験、調査書を資料

として総合判定する。 

学力試験を点数化して合否判定する。併せ

て、「調査書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」を抜き出

し、その評定値により配点(50点を満点)

し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 

大学入学共通テストの得

点と調査書を資料として

総合判定する。 

大学入学共通テストの得点により合否判

定する。併せて、「調査書」の「数学Ⅰ・

Ⅱ」を抜き出し、その評定値により配点(50

点を満点)し、合否判定基準に加える。 

社会人特別選抜 

小論文、面接、調査書を

資料として総合判定す

る。 

小論文、面接を5段階評価して合否判定す

る。併せて、「調査書」の「数学Ⅰ・Ⅱ」

を抜き出し、その評定値を5段階で評価し

合否判定基準に加える。 

 

表 1-1 の示す通り、「学校推薦型選抜」及び「社会人特別選抜」では、「調査書」において

「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値を 5 段階評価し、その他の「小論文（5 段階評価）」等
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と併せて合否を判定する。「総合型選抜」「一般選抜」「大学入学共通テスト利用選抜」では、

「調査書」を 50点満点とし、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づいて点数化し、その

他の「学力試験（選抜により配点が異なる）」等と併せて合否を判定する。 

「審査意見Ｎｏ．３」の指摘“総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜にお

いて、試験科目として必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性”について説

明する。前述の通り、それぞれの入学者選抜方法の特徴を活かしながら、全ての入学者選抜

において「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の履修を前提とし、「調査書」においてこれら 2科目を

評点化または点数化して合否判定基準に加えることで、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の履修歴

と理解度を担保し、かつ充実した入学前教育及びリメディアル教育を用意し、入学後の教育

に繋げる。これにより、試験科目として必ずしも理数系科目を選択させなくても、本学科の

教育を受けるに必要な基礎学力を担保することが可能である。 

入学者選抜において数学を試験科目として揃えながらも、必須選択科目として学力試験

を課さない理由は、高校段階で「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を履修し一定水準に達しているも

のの、文系に特化した受験準備しか行っていない高校生でも、別途対策を行うことなく受験

できる環境を整えるためである。これにより、前述した『高校 1年生では比較的高い理数リ

テラシーを持つ生徒が約 4 割いるにもかかわらず、高校における文理選択によって理系を

選択する生徒は約 2割となっている』状況に対し、一旦理系志願から離れた女子高校生を引

き戻し、対象とする受験者層を広げ、潜在的に能力を有する女子理系人材の発掘と拡充を実

践するためである。 

前述した入学者選抜方法を採用して「調査書」における「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を評点

化・点数化して合否判定することで、『「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の履修歴と理解度を担保す

ること』並びに『女子理系人材の育成・拡充を図ること』の 2つを両立させる。 

 

上記を踏まえ、建築学科の入学者選抜・入学前教育・初年次教育の流れは一体として考え

るべきものとして、まずは次頁の図 1-1「入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・教

育課程の展開の流れ」において、全体の概要をチャート形式で示したのち、詳細について説

明する。 
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図 1-1 入学者選抜・入学前教育・リメディアル教育・教育課程の展開の流れ 
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③入学前教育 

 本学建築学科の入学前教育は、前述した文部科学省・中央教育審議会大学分科会「教学マ

ネジメント指針（追補）」（令和 5（2023）年 2 月 24 日）の「高等学校の履修の実態も踏ま

えつつ、あらかじめ履修すべき科目や学習内容を指定又は奨励するなどの手法を活用する

ことや、大学や学生の実情に応じて、リメディアル教育の充実に取り組むことなど、適切な

措置を講じることが必要である」という方針を踏まえ、前項の図 1-1 に示した「２．入学前

教育の実施」の通り行う。 

入学者選抜における「調査書」の点数化等により、入学予定者が「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」

を履修済であり、一定の水準以上にあることが確認できる。入学予定者には、建築学科独自

の入学前教育として、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の eラーニングを提供し、学力の維持及び

学習到達度の担保を図る。また入学予定者には、「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を理解している

ことを前提に、建築学科の教育課程が基礎から段階的に展開されるため、学習到達度を確認

することを目的として、入学直後に「数学Ⅰ・Ⅱ」のプレースメントテストを実施し、一定

の基準（75 点以下を予定）を下回った者にはリメディアル教育の受講が義務付けられるこ

とを周知する。さらに、学習に不安を抱える学生への充実したサポート体制について周知し、

学習不安の解消と学習意欲の一層の向上を図る。 

入学前教育における e ラーニングは、まず「まとめ演習」を受講し、AI による理解度診

断に基づいて各個人の不得意な単元や問題を特定する。特定された単元等において、講義の

視聴や基礎的な演習の繰り返しにより知識の習得を図る。AI 診断により理解できるまで学

習が繰り返されるため、不得意な単元等の量及び学習到達度により学習時間は異なるが、所

要時間は 14～20 時間を想定している（e ラーニング受講履歴より算出）。また、「まとめ演

習」を終了した者で、さらに学びの継続を希望する者は、単元ごとに学習を積み重ねること

も可能である。その場合、基礎レベル（教科書の例題相当）、標準レベル（教科書の標準問

題相当）、発展レベル（教科書の応用問題相当）から各個人に応じたレベルを選択すること

ができる。 

e ラーニング期間中は、建築学科の入学前教育担当教員が、受講者の学習時間や学習進捗

状況、問題の正答率、単元ごとの理解度等を確認し、必要に応じてカウンセリング等のフォ

ローアップを行う。 

 

④プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会（補習）による学習到達度の担保 

プレースメントテスト及びリメディアル学内講習会については、前項の図 1-1 の「３．リ

メディアル教育の実施」に示す通りである。 

全ての学生が入学直後に、大学全体で実施する「英語」「数学」「国語」のプレースメント

テストを行う。「英語」のプレースメントテストの結果は、共通教育科目「英語コミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ」のクラス分けの指標として使用する。さらに、建築学科独自の「数学Ⅰ・

Ⅱ」のプレースメントテストも実施する。大学全体で実施する「数学」のプレースメントテ
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ストの内容は、建築学科独自のプレースメントテストと出題範囲が異なるため、学科独自の

プレースメントテストを別途実施する。建築学科独自のプレースメントテストで得点が一

定の基準（75 点以下を予定）を下回った学生及び数学に関する学修に不安を抱えている学

生に対しては、1年次 4月の第 2週目以降から計 6回（1回 90 分）の「数学リメディアル学

内講習会（補習）」を開催し、学習到達度の担保を図る。講習会終了時にはテストを実施し、

得点が一定の基準（75点以下を予定）を下回った学生には、チューター（クラス担任）との

個別面談を実施し課題を課す。チューターは、課題の進め方などの学習指導を行う。 

また、高等学校において「物理基礎」を履修していない者、または「物理基礎」が評定値

3 以下の者、学習に不安を抱える希望者に対しては、8 月に計 10 回（1 回 90 分）の「物理

リメディアル学内講習会（補習）」を開催する。講習会終了時には、「数学リメディアル学内

講習会（補習）」と同様にテストを実施し、得点が一定の基準（75点以下を予定）を下回っ

た学生には課題等を課し、1年後期の専門教育科目「建築基礎物理」の学びに備える。 

 

⑤サポート体制 

特別科目「まほろば教養ゼミⅠ～Ⅳ（各 1単位・必修）」を担当するチューター（クラス

担任）は、高等学校における数学及び物理の学習到達度、プレースメントテストの結果、リ

メディアル学内講習会の成果、教育課程における成績を総合的に把握することで、学生一人

ひとりの状況を踏まえた学修支援を行う。具体的には、必要に応じて個別面談を実施し、履

修指導や学習指導を行う。また学生の状況は、建築学科の全教職員が参加する学科会議（月

に 1回程度開催）において情報を共有し、学科全体でサポートする。大学全体としては、学

生が気軽に訪れることができるアカデミックサポートエリアに「学習支援センター」を設置

しており、学習に悩む学生の相談窓口として機能している。希望者には、学習支援センター

所属の教員による個別指導やアドバイス等の支援を提供する。 

本学は、文学部、教育学部、心理学部、現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、看護学部

の 7 学部を擁しており、いずれの学部においてもチューターや学習支援センターを中心と

する充実したサポート体制を整えている。その結果、令和 5（2023）年 5月 1日時点におけ

る大学全体の退学率は 0.5%と極めて低い。新設する理工学部においても、チューターをは

じめとする学科教職員や学習支援センター、学生センター等が中心となり、学生一人ひとり

の学習指導やメンタルサポートなど、学生生活全般にわたって学生の身近なアドバイザー

として学生を支援する。 

 

⑥教育課程における教育 

建築学科における教育課程の展開は、図 1-1 の「４．専門教育科目『建築基礎数学』『建

築基礎物理』及び教育課程の展開」に示す通りである。建築学科の教育課程は、入学者全員

が高等学校での学習分野「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を理解していることを前提としており、

入学前教育及びリメディアル学内講習会を通して学習到達度を担保し、初年次から始まる
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教育課程の基礎科目群での円滑な学びに繋げ、基礎から段階的に展開する。 

建築学科で必要となる数学の知識に関しては、1年前期の専門教育科目「建築基礎数学（必

修）」において学び、1年後期の「建築基礎物理（必修）」を学ぶうえでの基礎となる知識を

強化する。「建築基礎数学」及び「建築基礎物理」は、それ以降に配置する「建築構造力学

Ⅰ」（2年前期）や「建築環境学」（2年前期）、法規関連科目、設計関連科目の基盤となり、

効果的な学びの橋渡しとなるように設計している。 

 

以上の通り、本学科においては、高等学校において「数学Ⅰ（必修）」及び「数学Ⅱ」を

履修済であることを前提に、入学前教育で学習の補充と動機付けを図り、さらに入学直後か

らのリメディアル教育を併せて入学者の学修到達度を担保し、本学科の教育課程における

学修を円滑に進めるための仕組みを構築する。 

 

⑦本学の理系学部の成果 

以下に本学薬学部の例を挙げ、他学部（理系）における入学者選抜から初年次教育につい

て説明する。本学薬学部では、全ての入学者選抜において、理科の科目を課していないため

入学者の履修歴や学習到達度に差が生じる。これらに対し、どのような取り組みを行い、成

果を上げているかについて記述する。 

本学薬学部では、薬学を学ぶために必要な基礎分野として、物理系（物理化学‧分析化学）、

化学系（有機化学）、生物系（生化学・細胞生物学）などの科目を学修するために十分な基

礎学力を有する入学者を確保したいと考えている。しかし、高等学校における履修の多様化

や受験者の過度な負担を避けるため、少数科目による入学試験を実施している。「総合型選

抜（自己表現）」や「学校推薦型選抜」においては、理科の科目を課していないのが現状で

ある。また、「総合型選抜（専願・併願）」における理科の科目では、「化学基礎」及び「生

物基礎」のみを必須としている。「一般選抜」や「大学入学共通テスト利用選抜」では、選

抜日程等により異なるが、共通して理科の科目として「化学系科目」のみを必須としている。

このように、入学後において物理系、化学系、生物系科目の履修が必要である場合でも、入

学者選抜時に全科目の学力試験を課すことや、高等学校において全ての科目を履修済であ

ることを条件としていない。入学前教育・リメディアル教育及び初年次教育においてその不

足を補完することにより、後述する状況を生み出している。 

履修歴の異なる学生が入学している現状を踏まえ、薬学部独自の入学前教育・リメディア

ル教育・初年次教育を実施している。全ての学生が、入学後の早い段階で高等学校学習分野

「物理基礎」「化学基礎」「生物基礎」の知識を確実に修得できるようにしている。そのうえ

で、専門教育科目として物理、化学、生物に関する薬学教育の基礎となる科目を配置してい

る。また、チューター（クラス担任）が中心となり、学科及び大学全体できめ細かいサポー

トを実施している。 

私立大学薬学部においては、修業年限（6年）での卒業率（ストレート卒業率）の低さが
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問題視されている。しかし、本学薬学部では上述の取り組みの結果、文部科学省「薬学部に

おける修学状況等令和 5（2023）年度調査結果」の通り、修業年限（6年）での卒業率が全

国平均 66.2%であるのに対し、本学薬学部では 84.3%と大幅に上回っている。これは、本学

薬学部における入学前教育・リメディアル教育・初年次教育の連携が効果的に機能している

証左であると考える。さらに本学薬学部では、卒業生に対するサポートも充実しており、卒

業生の累計国家試験合格率は 90.8％（平成 24年度～令和 5年度累計）に達している。現在

までの本学部の卒業生 909 名のうち、90.8%にあたる 825 名が薬剤師免許を取得し、社会で

活躍している。 

本学では、定員確保だけを目的として入学試験の合格ラインを引き下げることは行って

いない。受験者の主体的な学習意欲や向上心、そして総合的な学力及び本学の教育を受ける

に必要な基礎学力を評価・判定することで、入学者の質を確保することに努めている。また、

学生一人ひとりに寄り添った学習指導を行い、留年者・退学者を出さないように努めている。

さらに、各学部において、その特性に応じた充実したサポート体制を設けている。新設する

理工学部においても、これまでの知見を活かし、充実したサポートを行っていく。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（30 ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、学びたい意欲を有する者に門戸

を開き、積極的に受け入れる一方で、本学

科の教育課程を円滑に履修できるよう、入

学前教育及び初年次教育を充実させる。理

工学部の入学予定者に対しては、数学・理

科・情報・国語・英語の入学前教育（学科に

より科目等が異なる）として e ラーニング

を提供する。さらに入学後には、プレース

メントテストを実施することにより学生ご

との教科別の習熟度を判定し学修支援を行

う。本学部各学科での学修に不安を感じて

いる者や特定分野の能力が不足している者

に対しては、「リメディアル学内講習会（補

（30ページ） 

②学部・学科等の特色 

2. 理工学部の教育の特色 

（3）多様な学生を受入れ、理工系人材育

成のための基盤を強化する 

（略） 

本学では、入学予定者に対して令和2（2020）

年度から入学前教育（準備学習）として、高

等学校学習分野の通信課題（eラーニング）

への取り組みを全学的に義務付けており、

入学後の学修に必要となる基礎的な知識と

理解を深めることで、各学科の専門教育へ

のスムーズな接続を可能としてきた実績が

ある。令和 7（2025）年度以降の理工学部の

入学予定者に対しても、数学・理科・情報・

国語・英語の入学前教育を同様に実施する。

さらに入学後には、プレースメントテスト

を実施することにより学生ごとの教科別の

習熟度を判定し学修支援を行う。プレース
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習）」を開催する。また、チューター（クラ

ス担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

 

 

 

加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「情報基礎数

学Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」、建築学科では「建

築基礎数学」「建築基礎物理」といった科目

を配置し、各学科の基盤となる理数系科目

について基礎から段階的に学修すること

で、4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるように

設計している。 

（略） 

メントテストの実施及び分析報告は、イン

スティテューショナル・リサーチ委員会（IR

委員会）が担当し、本学部各学科での学修

に不安を感じている者や特定分野の能力が

不足している者に対して、チューター及び

学習支援センターが連携して指導を行う。

加えて、理工学部各学科の教育課程におい

ても、初年次には、高等学校分野の発展領

域として、生物科学科では「基礎生物学」

「基礎化学」、情報科学科では「基礎数学」、

建築学科では「建築基礎数学」「建築基礎物

理」といった科目を配置し、各学科の基盤

となる理数系科目について基礎から段階的

に学修することで、4 年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標を

達成できるように設計している。 

 

（略） 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（80 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

下表の通り入学者選抜を行う。 

 

（75 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

アドミッション・ポリシーを満たす入学

者（女子）を選抜するにあたり、一人ひとり

の特性に応じて適切に選抜ができるよう、

本学部では 3 学科に共通して以下の通り入

学者選抜を行う。 
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（新） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 

出身学校長の推薦を前提に、小論文を5段階評価して合否判定

する。併せて、生物科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化

学基礎」、情報科学科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び

「数学Ⅱ」を抜き出し、その評定値を5段階で評価し合否判定基

準に加える。 

総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目に係るテスト）、

自己推薦書を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は

「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築

学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、そ

の評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

一般選抜 22 

学力試験を点数化して合否判定する。併せて、生物科学科は「調

査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と建築学科

は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、その評

定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に加える。 

大学入学共通テ

スト利用選抜 
10 

大学入学共通テストの得点により合否判定する。併せて、生物

科学科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学

科と建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き

出し、その評定値により配点(50点を満点)し、合否判定基準に

加える。 

社会人特別選抜 若干名 

小論文、面接を5段階評価して合否判定する。併せて、生物科学

科は「調査書」の「生物基礎」及び「化学基礎」、情報科学科と

建築学科は「調査書」の「数学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を抜き出し、

その評定値を5段階で評価し合否判定基準に加える。 

 

（旧） 

＜令和 7（2025）年度入試制度、募集人員及び選抜方法・基準＞ 

入試制度 
募集 

人員 
選抜方法・基準 

学校推薦型選抜 6 
小論文、出身学校長の推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

総合型選抜 22 

授業理解試験、面接、基礎学力調査（教科・科目

に係るテスト）、自己推薦書、調査書を資料とし

て総合判定する。 

一般選抜 22 学力試験、調査書を資料として総合判定する。 
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大学入学共通テスト利用選抜 10 
大学入学共通テストの得点と調査書を資料とし

て総合判定する。 

社会人特別選抜 若干名 小論文、面接、調査書を資料として総合判定する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（81 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

全ての入試制度において、生物科学科の

受験者は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科の受験者は「数学Ⅰ」

及び「数学Ⅱ」を履修していることを前提

とし、「調査書」のこれら 2科目の評定値を

「5段階評価」または「点数化」して合否基

準に加え合否の決定を行う。 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者を対象とする。「調査書」において、

生物科学科は「生物基礎」及び「化学基

礎」を、情報科学科と建築学科は「数学

Ⅰ」及び「数学Ⅱ」を5段階評価し、そ

の他の小論文、出身学校長の推薦書と

併せて合否判定する。なお、出身学校

長の推薦書には、本人の学習歴や活動

歴を踏まえた「知識・技能」「思考力・

判断力・表現力」「主体性を持って多様

な人々と協働して学ぶ態度」に関して

の記載を求めるものとする。 

 

（77 ページ） 

⑧入学者選抜の概要 

1.選抜方法・基準 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

1）学校推薦型選抜 

本学が指定する高等学校又は中等

教育学校を卒業見込みの者で、全体の

学習成績の状況等が一定の条件を満た

し、かつ出身学校長の推薦が得られる

者に対して、小論文、出身学校長の推薦

書、調査書を資料として総合判定する。 

 

 

 

なお、出身学校長の

推薦書には、本人の学習歴や活動歴を

踏まえた「知識・技能」「思考力・判断

力・表現力」「主体性を持って多様な

人々と協働して学ぶ態度」に関しての

記載を求めるものとする。 
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2）総合型選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、その他の授業理解試験、

面接、基礎学力調査（「数学」「理科」「情

報」「国語」「英語」から選択2科目）、自

己推薦書等（選抜により方法・配点は

異なる）と併せて、受験者の基礎学力

と理工学部各学科の学びへの関心・意

欲をもとに合否判定する。 

3）一般選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、本学独自の学力試験（「数

学」「理科」「情報」「国語」「英語」から

2科目を選択）と併せて、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに合否判定

する。 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

「調査書」を50点満点とし、生物科

学科は「生物基礎」及び「化学基礎」の

評定値、情報科学科と建築学科は「数

学Ⅰ」及び「数学Ⅱ」の評定値に基づい

て点数化し、大学入学共通テストの得

点（選抜により配点は異なる）と併せ

て、受験者の基礎学力と意欲・向上心

をもとに合否判定する。 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 

2）総合型選抜 

授業理解試験のほか、面接、基礎学

力調査（「数学」「理科」「情報」「国語」

「英語」から選択2科目）、出願書類（自

己推薦書、調査書）などにより、受験者

の基礎学力と理工学部各学科の学びへ

の関心・意欲をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

3）一般選抜 

本学独自の学力試験（「数学」「理科」

「情報」「国語」「英語」から2科目を選

択）と調査書をもとに、受験者の基礎

学力と意欲・向上心をもとに総合判定

する。 

 

 

 

 

4）大学入学共通テスト利用選抜 

大学入学共通テストの得点と調査

書をもとに、受験者の基礎学力と意欲・

向上心をもとに総合判定する。 

 

 

 

 

 

私立大学志願者のみならず国公立

大学志願者を含めた幅広い受験者に対

して、受験にかかる負担を軽減しなが

ら機会を増やし、優秀な人材を募集・

選抜することを目的とする。 
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5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とする。「調査書」において、生物科学

科は「生物基礎」及び「化学基礎」を、

情報科学科と建築学科は「数学Ⅰ」及

び「数学Ⅱ」を5段階評価し、その他の

小論文、面接と併せて合否判定する。 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心を評価するとともに、生物科学

科においては「生物基礎」「化学基礎」、

情報科学科及び建築学科においては「数

学Ⅰ」「数学Ⅱ」の学習状況を含め、本学

の教育を受けるに必要な基礎学力を有

しているか否かを評価・判定の基準とす

る。 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ

5）社会人特別選抜 

23歳以上（入学年度の4月1日時点）

の女子で、理工学部各学科での学修に

強い意欲をもち、かつ、合格した場合

本学に入学することが確実な者を対象

とし、小論文、面接、調査書を資料とし

て総合判定する。 

 

 

 

 

（略） 

 

評価方法としては、全ての入試制度で

出願書類「調査書」の提出を求めること

により、各教科・科目等の学習記録や成

績状況、特別活動の記録、高等学校教員

による指導上参考となる諸事項などの

記載を通して、主体的に学び続ける意欲

や向上心、理数系科目も含めた総合的な

基礎学力を有しているか否かを評価・判

定の基準とする。 

 

 

 

 

また、総合型選抜及び一般選抜では、

数学・理科・情報・国語・英語から2教科

選択制とするなど、本学部各学科の分野

に関心を持ち、主体性と向上心のある者

が自分の強みを最大限に活かすことの

できる入試を実施し、広く優秀な人材の

募集と選抜を行う。 

検討段階においては、理工学部として

本来求めるべき数学や理科、情報といっ

た科目を学力検査に必須として課すこ
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とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学は先述の通り、

学科別に指定する理数系科目を含めた

基礎学力を調査書により評価または点

数化するとともに、アドミッション・ポ

リシーにおける中核的な資質・能力の1

つに「目標に向けて主体的に学び続ける

意欲と向上心の強い人（AP3）」を指定す

ることで、主体的に学び続ける意欲や向

上心、そして総合的な学力及び本学科の

教育を受けるに必要な基礎学力のある

学生を積極的に受入れ、後述する入学前

教育及び初年次の学修支援等により大

学として責任を持って教育することで、

各学科のディプロマ・ポリシーの達成は

可能であると考える。 

理工学部の入学予定者に対しては、数

学・理科・情報・国語・英語の入学前教

育（学科により科目等が異なる）として

eラーニングを提供する。さらに入学後

には、プレースメントテストを実施する

ことにより学生ごとの教科別の習熟度

を判定し学修支援を行う。本学部各学科

での学修に不安を感じている者や特定

分野の能力が不足している者に対して

は、「リメディアル学内講習会（補習）」

を開催する。また、チューター（クラス

担任）及び学習支援センターが個別支援

やアドバイス等を行う。 

とも議論したが、それでは高等学校段階

での女子の理系離れといった現状から

考え、対象となる学生の範囲を狭めてし

まい、文部科学省の「教学マネジメント

指針(追補)(令和5（2023）年2月24日)」

で示された入学者の多様性を確保する

観点にも沿わず、不足する女性の理工系

人材輩出を十分に達成できないと判断

した。したがって、本学はアドミッショ

ン・ポリシーにおける中核的な資質・能

力の1つに「目標に向けて主体的に学び

続ける意欲と向上心の強い人（AP3）」を

指定することで、入学者選抜時に特定の

理数系科目の学力に不十分な点があっ

たとしても、意欲のある学生を積極的に

受入れ、後述する入学前教育及び初年次

の学修支援等により大学として責任を

持って教育することで、各学科のディプ

ロマ・ポリシーの達成は可能であると考

える。 

 

 

 

本学では入学予定者に対して令和2

（2020）年度から入学前教育（準備学習）

として、高等学校学習分野の通信課題（e

ラーニング）への取り組みを全学的に義

務付けており、入学後の学修に必要とな

る基礎的な知識と理解を深めることで、

各学科の専門教育へのスムーズな接続

を可能としてきた実績がある。令和7

（2025）年度以降の理工学部の入学予定

者に対しても、数学・理科・情報・国語・

英語の入学前教育を同様に実施する。さ

らに入学後には、プレースメントテスト

を実施することにより学生ごとの教科
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本学は、文学部、教育学部、心理学部、

現代ビジネス学部、家政学部、薬学部、

看護学部の7学部を擁しており、各学部

において、新設する理工学部と同様にそ

の特性に応じた充実したサポート体制

を設けている。その結果、退学者は、令

和5（2023）年5月1日時点で、大学全体

0.5%となっており極めて少ないことか

らも充実した支援ができていると自負

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別の習熟度を判定し学修支援を行う。プ

レースメントテストの実施及び分析報

告は、インスティテューショナル・リサ

ーチ委員会（IR委員会）が担当し、本学

部各学科での学修に不安を感じている

者や特定分野の能力が不足している者

に対して、チューター及び学習支援セン

ターが連携して指導を行う。入学後の学

修支援の実績としては、薬学部において

新入生ガイダンス時に化学・生物・物理

の基礎学力のプレースメントテストと

理科の履修状況調査を行い、基礎学力が

不足していると判定された学生と未履

修の理科科目がある学生には、初年次教

育プログラムを受講させている。このプ

ログラムは、独自のワークブックを事前

に自学自習させた後、講義と問題演習を

実施する課外学習であり、効率的な学修

が可能である。学生個人の習熟度はチュ

ーターに報告されるため、チューターに

よる受講学生へのフォローアップが機

動的になされている。このプログラム

は、リメディアルの一環であることから

1年次のうちに完結するように編成され

ている。 

このように本学では、高等学校におけ

る履修の多様化を踏まえた上で、学力及

び学習歴の異なる学生に対して入学前・

入学後の学習支援を充実させており、大

学で学びたい意欲を有する者に門戸を

広げてきた実績がある。退学者は、令和

5（2023）年5月1日時点で、大学全体0.5%

となっており極めて少ないことからも

充実した支援ができていると自負して

いる。 
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加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「情

報基礎数学Ⅰ・Ⅱ」、建築学科では「建築

基礎数学」「建築基礎物理」といった主要

授業科目を配置し、各学科の基盤となる

理数系科目について基礎から段階的に

学修することで、4年間の学びを通して

ディプロマ・ポリシーに定めた学修目標

を達成できるように設計している。 

（略） 

 

加えて、理工学部各学科の教育課程に

おいても、初年次には、高等学校分野の

発展領域として、生物科学科では「基礎

生物学」「基礎化学」、情報科学科では「基

礎数学」、建築学科では「建築基礎数学」

「建築基礎物理」といった科目を配置

し、各学科の基盤となる理数系科目につ

いて基礎から段階的に学修することで、

4年間の学びを通してディプロマ・ポリ

シーに定めた学修目標を達成できるよ

うに設計している。 

（略） 

 

（新旧対照表）学生の確保の見通し等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（24 ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

「リメディアル学内講習会（補習）」を開催

する。また、チューター（クラス担任）及び

学習支援センターが個別支援やアドバイス

等を行う。加えて各学科において、生物科

学科では、1年次に「基礎生物学」「基礎化

学」（各必修科目）を開設する。 

 

（略） 

（24 ページ） 

３．学生確保の見通し 

（２）競合校の状況分析（立地条件、養成

人材、教育内容と方法の類似性と定員充足

状況） 

①競合校の選定理由と新設組織との比較分

析、優位性 

1）教育内容と方法における競合校との比較

分析、優位性 

（略） 

学修に不安を感じていたり、特定分野の能

力が不足していたりする学生に対しては、

チューター（クラス担任）及び学習支援セ

ンターが連携して補修指導を行う。加えて

各学科において、生物科学科では、「生物」

「化学」に関する基礎知識に不安がある学

生（＝文系想定）は、1年次に「基礎生物学」

「基礎化学」（各選択科目）の履修を推奨す

る。 

（略） 
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情報科学科では、1 年次に「情報基礎数学

Ⅰ」「情報基礎数学Ⅱ」（各必修科目）を開設

する。「情報基礎数学Ⅰ」では、情報科学の

基礎となるｎ進数、整数、浮動小数点数、確

率、統計的推論、数列、行列演算など、「情

報基礎数学Ⅱ」では、ベクトル、指数関数、

対数関数、三角関数、微分法、積分法などに

ついて、高等学校学習分野の発展領域を対

象に詳しく学ぶ。建築学科では、1 年次に

「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各必修

科目）を開設する。 

 

（略） 

情報科学科では、「数学」に関して不安があ

る学生（＝文系想定）は、1年次に「基礎数

学」（選択科目）の履修を推奨する。「基礎数

学」では、情報科学の基礎となる 2 進数や

8進数、16 進数の取り扱い、2進数での加減

乗除算の原理、シフト演算と論理演算、整

数及び浮動小数点数の表現などについて高

等学校学習分野の発展領域を対象に詳しく

学ぶ。建築学科では、「数学」「物理」に関し

て不安がある学生（＝文系想定）は、1年次

に「建築基礎数学」「建築基礎物理」（各選択

科目）を履修する。 

（略） 
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（是正事項）理工学部 建築学科 

２．授業科目「建築基礎数学」及び「建築基礎物理」は選択科目であるが、本学科の教育

課程を履修する上で必要となる数学や物理の基礎的な知識を教授する内容であり、シ

ラバスでも「建築学を学ぶ上で必要となる基礎的な（数学・物理）について学修し、

これを用いて建築で実際に必要となる計算に応用する。」と説明していることを踏ま

えると、教育課程を体系的に履修するためには履修が必須の科目であるように見受け

られることから、教育課程が適切に編成されているとは判断することができない。こ

のため、関連する審査意見への対応を踏まえつつ、本科目を履修せずとも教育課程を

体系的に履修することが可能であることについて明確かつ具体的に説明するととも

に、必要に応じて適切に改めること。 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、「建築基礎数学」及び「建築基礎物理」を選択科目から必修科目に変更し、

本学科の学修に必要な基礎的な知識の獲得を担保する。併せて、「建築基礎数学」及び「建

築基礎物理」の科目区分を「専門教育科目/展開科目/関連科目」から「専門教育科目/基幹

科目・卒業研究」に変更する。 

 

（新旧対照表）教育課程等の概要（基本計画書 28ページ） 

新 旧 

建築基礎数学 

科目区分   基幹科目・卒業研究 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

建築基礎数学 

科目区分   展開科目/関連科目 

主要授業科目 

単位数    選択 2単位 

 

建築基礎物理 

科目区分   基幹科目・卒業研究 

主要授業科目 ○ 

単位数    必修 2単位 

 

建築基礎物理 

科目区分   展開科目/関連科目 

主要授業科目 

単位数    選択 2単位 
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（是正事項）理工学部 建築学科 

３．入学者選抜について、「設置の趣旨等を記載した書類(本文)」の 「⑧１.選抜方法・

基準」において、「評価方法としては、全ての入試制度で出願書類『調査書』の提出

を求めることにより、…理数系科目も含めた総合的な基礎学力を有しているか否か

を評価・判定の基準とする。」ことを説明しているが、理数系科目のうち具体的にど

の科目をどこまで学習していることを求めているのか判然としないことに加え、総

合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜では、試験科目として必ずしも理

数系科目を選択する必要がないことから、本学部の教育課程を履修する学生に求め

られる知識を適切に評価・判定できる入学者選抜になっているのか疑義がある。この

ため、全ての入試制度で求めている「調査書」において、理数系科目のうち、どの科

目をどこまで学習していることを求めているのか、学科ごとに明確に説明するとと

もに、総合型選抜や一般選抜、大学入学共通テスト利用選抜において、試験科目とし

て必ずしも理数系科目を選択する必要がないことの妥当性について、各学科の教育

課程や関連する審査意見への対応を踏まえ、具体的に説明することにより、本学部の

入学者選抜が教育課程の履修に必要な知識を適切に評価・判定するものであること

を明確にすること。また、必要に応じて適切に改めること。【学部共通】 

 

（対応） 

指摘を踏まえ、「審査意見Ｎｏ．３」は、「審査意見Ｎｏ．１」と一体として具体的に説明

する方が明瞭であると判断し、「審査意見Ｎｏ．３」に対する回答を「審査意見Ｎｏ．１」

に併せて記述した。 

また、新旧対照表も「審査意見Ｎｏ．１」と同様である。 
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（改善事項）理工学部 建築学科 

４．基幹教員の年齢構成が高齢に偏っていることから、教育研究の継続性の観点から、若

手教員の採用計画など教育研究実施組織の将来構想を明確にすること。 

 

（対応） 

本学の教授・准教授・講師の定年は、教授 63 歳、准教授・講師 60 歳に達した年度末で

あるが、定年に達した教員のうち、希望する者全員を再雇用する（再雇用者の雇用区分等

により契約期間は異なる）。また、余人をもってかえがたく、本学園の教育・研究上なお

必要と認められる者については、契約期間等にかかわらず再雇用することができる。 

建築学科の基幹教員は、開設時（令和 7（2025）年 4 月）に 14 人（【表 4-1】）、令和 9

（2027）年 4月に 1人の全 15人が就任予定である。完成年度末の令和 11（2029）年 3月

31 日まで、大学設置基準に定める必要基幹教員数 8人（内教授 4人）を大幅に超える 15

人（教授 8人、准教授 2人、講師 4人、助教 1人）で組織する。建築学科は教育・研究歴

または実務経験が豊富な教員を採用したため、基幹教員の年齢構成が高くなっている。完

成年度末に定年規程に定める退職年齢を超えるのは、【表 4-2】の※に示すとおり教授 5

人、准教授 1人、講師 1人の計 7人である。 

 

【表 4-1】 建築学科基幹教員の職位別年齢構成（開設時）            （人） 

 31-40 歳 41-50 歳 51-60 歳 61-63 歳 64 歳- 小計 

教授   3  4 7 

准教授  1 1   2 

講師  2 2   4 

助教  1    1 

小計  4 6  4 14 

 

【表 4-2】 建築学科基幹教員の職位別年齢構成（完成年度末）          （人） 

 31-40 歳 41-50 歳 51-60 歳 61-63 歳 64 歳- 小計 

教授   2 1 5（※） 8 

准教授   1 1（※）  2 

講師  2 1 1（※）  4 

助教   1   1 

小計  2 5 3 5 15 

※：定年規程に定める退職年齢を超える教員 
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定年規程に定める退職年齢を超える教員を含む全基幹教員を完成年度末まで雇用する

ことを前提とし、令和 11（2029）年 4月採用の教員公募を令和 9（2027）年度から行うと

ともに、建築学科の職位・年齢構成の再構築を図る。具体的には、完成年度末には定年規

程に定める退職年齢を超える教員の分野を中心に下表のとおり教員公募を行う。教授 8人

のうち 5 人が完成年度末に定年規程に定める退職年齢を超えていることから、当該分野

の教授の公募を行う。加えて、建築学科の基幹教員の年齢構成を考慮しつつ、若手教員ま

たは中堅教員（20～40 歳代）も公募し、大学設置基準第 7 条第 6 項の「教員の構成が特

定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮するものとする」に基づき、中期的スパ

ンで教育研究の継続性を担保する。また、採用後は一定の育成・引継期間を設け、教育研

究実施組織の継続的な維持・向上を図る。 

 

令和 9（2027）年度から教員公募を行う分野等 

分野 職位等 採用条件等 

都市計画・建築計画 

建築史・意匠学 

建築構造・材料 

建築環境・設備/生産 

・教授 

・助教～准教授 

20～40 歳代 

博士または修士の学位を有する

者、またはそれと同等以上の研究

業績、もしくは実務実績を有する

者 

 

併せて、建築学科は講座制を敷き、分野ごと（都市計画・建築計画分野、建築史・意匠

学分野、建築構造・材料分野、建築環境・設備/生産分野）に講座長を中心とした教育力

の向上や研究業績蓄積の支援を行う組織を構築することにより、講師から准教授、准教授

から教授への昇格を組織的に推進する。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（本文） 

新 旧 

（88 ページ） 

⑨教育研究実施組織等の編制の考え方及び

特色 

4.年齢構成と定年規程 

（略） 

本学部においては、生物科学科で教授 2

名、情報科学科で教授 4 名、准教授 1 名、

建築学科で教授 5 名、准教授・講師各 1 名

が完成年度前に定年規程に定める退職の時

期を迎え、特に情報科学科及び建築学科に

（82ページ） 

⑨教育研究実施組織等の編制の考え方及び

特色 

4.年齢構成と定年規程 

（略） 

本学部においては、生物科学科で教授 2

名、情報科学科で教授 4 名、准教授 1 名、

建築学科で教授 5 名、准教授・講師各 1 名

が完成年度前に定年規程に定める退職の時

期を迎える。 
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おいては、完成年度前に定年を超える基幹

教員割合が高い。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年規程に定める退職年齢を超える教

員を含む全基幹教員を特段の事情がなけ

れば完成年度末まで雇用することを前提

とし、令和 11（2029）年 4月採用の教員

公募を令和 9（2027）年度から行うととも

に、情報科学科及び建築学科の職位・年

齢構成の再構築を図る。具体的には、完

成年度末には定年規程に定める退職年齢

を超える教員の分野を中心に下表のとお

り教員公募を行う。情報科学科は教授 7

人のうち 4 人、建築学科は教授 8 人のう

ち 5 人が完成年度末に定年規程に定める

退職年齢を超えていることから、当該分

 

 

定年を超える教員については、上記の「特

別任用職員就業規程」に則り、特段の事情

がなければ学年進行が終了するまでの間は

任用を前提とするが、特に完成年度前に定

年を超える基幹教員割合が高い情報科学科

及び建築学科に関しては、該当教員の担当

分野が途絶えることのないよう若手教員の

積極的な採用を継続する。募集にあたって

は、JREC-IN の活用等、公募形式を中心とす

るが、特に高年齢に偏らないよう年齢構成

に留意した募集を行う。 
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野の教授の公募を行う。加えて、情報科

学科及び建築学科の基幹教員の年齢構成

を考慮しつつ、若手教員または中堅教員

（20～40 歳代）も公募する。 

 

 

 

併せて、理工学部は講座制を敷き、分

野ごとに講座長を中心とした教育力の向

上や研究業績蓄積の支援を行う組織を構

築することにより、昇格を組織的に推進

する。 
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（口頭伝達事項）理工学部 建築学科 

５．「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-3 理工学部 建築学科の養成人材

像及び 3つのポリシーの対応」において、CP7【学修成果の評価】のみ DP（ディプロ

マ・ポリシー）・AP（アドミッション・ポリシー）との相関が記載されていない。ま

た、AP8 と DP3【思考力・判断力・表現力】の違いが不明瞭である。【学部共通】 

 

（対応） 

 意見を踏まえて「設置の趣旨等を記載した書類（資料）」の「資料 7-3 理工学部 建築学

科の養成人材像及び 3つのポリシーの対応」の見直しを行い、CP7【学修成果の評価】及び

AP8 を適切な表現に改めた。 

CP7【学修成果の評価】は全ての授業科目を対象としており、ディプロマ・ポリシーを踏

まえた学生の学修成果の評価及び教育の質を担保する方法について示している。 

なお、AP8 は DP3 を達成するための高等学校卒業程度の基礎的な思考力・判断力・表現力

を意味し、建築学科における専門的な学修を通して DP3 及び養成する人材像に示す「広範な

生活環境に対する状況把握能力と判断力」「豊かな表現力と意匠性」を養成する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（資料） 

別添 1 新【資料 7-3】「理工学部 建築学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 

別添 2 旧【資料 7-3】「理工学部 建築学科の養成人材像及び３つのポリシーの対応」 
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